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設 置 者 学校法人　東海大学
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土木工学科
[Department of Civil
Engineering]

別紙のとおり

33科目 22科目 9科目 64科目 124単位

別記様式第２号（その１の１）
（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

基　本　計　画　書

基 本 計 画

事 項 記 入 欄

大 学 の 目 的
　本学は、人道に根ざした深い教養をもつ有能な人材を養成すると同時に、高度の学問技術を研究
教授することにより、人類社会の福祉に貢献することをもって目的とする。

新 設 学 部 等 の 目 的

　本学部は、建学の精神及びそれらを具現化した４つの力を踏まえ、従来の「工学」の枠組みを越
え、ソフトとハードの両面から建築・都市の課題に取り組む新しい学生の育成を目指す。また、地
域に根ざした建築・都市のあり方を、既存の建築・土木分野のみならず、多角的に学ぶことで、住
環境から都市環境、地球環境まで及ぶ広い視野と高い技術力を備え、持続可能な社会システムの構
築をめざすグローカルな人材を養成することを目的とする。

フ リ ガ ナ ﾄｳｶｲﾀﾞｲｶﾞｸ

大 学 の 名 称 東海大学（Tokai University）

大 学 本 部 の 位 置 神奈川県平塚市北金目4-1-1

計 画 の 区 分 学部の設置

フ リ ガ ナ ｶﾞｯｺｳﾎｳｼﾞﾝ　ﾄｳｶｲﾀﾞｲｶﾞｸ

新
設
学
部
等
の
概
要

新 設 学 部 等 の 名 称
修業
年限

建築都市学部
[Undergraduate School
of Architecture and
Urban Planning]

年

建築学科
[Department of
Architecture]

4

― 1360

240 ― 960 令和４年４月
第１年次

340

4 100 ― 400 学士（工学）
[Bachelor of
Engineering]

令和４年４月
第１年次

神奈川県平塚市
北金目4-1-1

建築都市学部土木工学科 51科目 15科目 8科目 74科目 124単位

教育
課程

新設学部等の名称
開設する授業科目の総数

卒業要件単位数
講義 演習 実験・実習 計

建築都市学部建築学科

神奈川県平塚市
北金目4-1-1

学士（工学）
[Bachelor of
Engineering]

計

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

学位又
は称号

開設時期及
び開設年次

所　在　地

人 年次
人

人 　　年　月
  第　年次
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令和３年３月認可申請

令和３年４月届出予定

令和３年４月届出予定

令和３年４月届出予定

令和３年４月届出予定

令和３年４月届出予定

令和３年４月届出予定

令和３年４月届出予定

令和３年４月届出予定

令和３年４月届出予定

令和３年４月届出予定

令和３年４月届出予定

令和３年４月届出予定

令和３年４月届出予定

令和３年４月届出予定

令和３年４月届出予定0 2 0 8

(8)

127 63 43

文学部英語文化コミュニケーション学科

(1)

体育学部スポーツ・レジャーマネジメント学
科

法学部法律学科

政治経済学部政治学科

政治経済学部経済学科

体育学部競技スポーツ学科

体育学部武道学科

体育学部生涯スポーツ学科

文化社会学部文芸創作学科

文化社会学部広報メディア学科

文化社会学部心理・社会学科

(125)

0 7

人 人 人 人

児童教育学部児童教育学科
9 5

教養学部人間環境学科

教養学部芸術学科

体育学部体育学科

農学部食生命科学科
6

8

学　部　等　の　名　称
専任教員等

教授 准教授 講師 助教 計

3 1

文化社会学部アジア学科

文化社会学部ヨーロッパ・アメリカ学科

文化社会学部北欧学科

(3) (0) (7)
文学部文明学科

文学部歴史学科

文学部日本文学科

3

7 3

助手

新

設

分

兼任
教員等

(8) (5)

教

員

組

織

の

概

要

(2)

計

(0) (2) (0)

文理融合学部地域社会学科

(63) (42) (7)

文理融合学部経営学科

8

(1) (9)

経営学部経営学科
9

(0) (2) (15)

9 0

人

(9)

―

―

14

農学部農学科
4 1

0

(7) (5) (5) (1) (18) (0)

0

文理融合学部人間情報工学科

人 人

農学部動物科学科

206 1 21

(0) (4) (0)

(5) (2) (0) (1) (8) (0) (21)

(0) (7)

(14)(3)

(22)

13

(3) (4) (0) (14)

16

(8) (0) (16)

(0) (13)

240 0

(237) (0)

0

9 4 1

4

(6) (0)

4 0

14

0 8 0

(4)

0 6 0

0

(0)

0

3 0

(4) (1) (3) (0) (8) (0)

14 0

(9) (4) (1) (0) (14) (0)

7

16

(23)(8) (5) (2) (0) (15) (0)

8 5 2 0 15 0 23

(16)

7 1 0 0 8 0 8

(3) (1) (2) (0) (6) (0)

3 1 2

(8)

5 2 2 0 9 0 20

(7) (1) (0) (0) (8) (0)

(20)

5 4 0 0 9 0 12

(5) (2) (2) (0) (9) (0)

(12)

3 1 2 0 6 0 7

(5) (4) (0) (0) (9) (0)

(7)

4 1 1 0 6 0 3

(3) (1) (2) (0) (6) (0)

(3)

6 1 3 0 10 0 2

(4) (1) (1) (0) (6) (0)

(0) (14) (0)

1 0 11 0 13

(6) (1) (3) (0) (10) (0)

(13)

10 2 2 0 14 0 5

(7) (3) (1) (0) (11) (0)

88

(9) (3) (3) (0) (15) (0)

(5)

8 2 4 0 14 0 11

(10) (2) (2) (0) (14) (0)

(11)

12 5 3 0 20 0 2

(8) (2) (4)

2 0 11 0 11

(10) (1) (0) (0) (11) (0)

(2)

9 3 3 0 15 0 27

(12) (5) (3)

(27)

7 3 3 0 13 0

(4) (3) (2) (0) (9) (0)

(11)

6 4 0 0 10 0

3

10

9 0 1

(5) (3) (1) (1) (10) (0)

(1)

1 1 10 0 6

7 3 4 0

(3) (2) (0) (11) (0)

(10)

5 3

(0)

17

(20) (0)

(3)

(6)

(6) (4) (0) (0) (10) (0)

(88)

10

22

1 0 0 11 0 5

(7) (3) (3) (0) (13) (0)

(5)

6

(0)

5 0 15 0 11

(6) (4) (5) (0) (15) (0) (11)

海洋学部海洋理工学科
15 0 20

(15) (6) (1) (0) (22) (0) (20)

6 1 0 22

15

(5) (3) (0) (0) (15)

工学部機械システム工学科
5 2 3 1 11 0 18

(5) (2) (3) (1) (11) (0) (18)

0 60

(6)

5 1 0 15 0 12

(9)

建築都市学部建築学科
8 5 0 2 15 0 7

工学部医工学科
5 2 0 1 0 21

国際学部国際学科
7 3 4 0 14 0 11

(7) (3) (4) (0) (14) (0) (11)

0 9

(5) (1) (0) (15) (0) (12)

情報通信学部情報通信学科
10 7 6 1 24 0 10

(10) (7) (6) (1) (24) (0) (10)

情報理工学部情報メディア学科
6 3

(3) (0) (0) (9) (0) (6)

工学部生物工学科
5 6 0 0 11 0 20

(5) (6) (0) (0) (11) (0) (20)

0 12

(7) (4)

7

(13)

14

0

(7)

人文学部人文学科
6 4

建築都市学部土木工学科
5 3 0 1

(17)

13

3

(6)

4 2 0

(14) (0) (12)

4 3 0

既

設

分
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理学部

　基礎教育研究室

海洋学部

　海洋フロンティア教育センター

現代教養センター

国際教育センター

情報教育センター

課程資格教育センター

先進生命科学研究所

教育開発研究センター

スポーツ医科学研究所

総合科学技術研究所

情報技術センター

総合社会科学研究所

高輪教養教育センター

清水教養教育センター

海洋研究所

総合医学研究所

九州教養教育センター

総合農学研究所

札幌教養教育センター

(1) (0)

4 3 1

(591) (360) (381) (426) (1758) (0)

360

海洋学部水産学科

医学部看護学科

理学部数学科

理学部情報数理学科

理学部物理学科

理学部化学科

工学部航空宇宙学科

1

1 0 0

(0) (0) (1) (0) (1) (0) (0)

1 0 0 0 1 0 0

合　　　　計

計

―

594

海洋学部海洋生物学科

8 0 43

医学部医学科

1

(4) (5)

情報理工学部コンピュータ応用工学科

工学部応用化学科

工学部電気電子工学科

工学部機械工学科

情報理工学部情報科学科

観光学部観光学科

6 4 5 0 15 0 3

0 2

(0) (15) (0)

(11)

11 1 3 1 16 0 12

(7) (5) (0) (0) (12) (0)

7 5 0 0 12 0 11

(6) (3)

(12)

9 4 2 0 15 0 0

(11) (1) (3) (1) (16) (0)

(0)

6 1 2 1 10 0 8

(9) (4) (2) (0) (15) (0)

4 0 0

(2)

(8)

5 3 1 1 10 0 11

(6) (1) (2) (1) (10) (0)

(11)(5) (3) (1) (1) (10) (0)

6 1 1 1 9 0 3

(3)

7 3 3 0 13 0 5

(6) (1) (1) (1) (9) (0)

(5)

8 4 4 0 16 0 13

(7) (3) (3) (0) (13) (0)

(13)

12 3 2 1 18 0 5

(7) (4) (0) (0) (11) (0)

(0) (14) (0)

(5)(12) (3) (2) (1) (18) (0)

7 5 2 0 14 0 10

47

(127) (106) (205) (396) (834) (0)

(10)

7 4 3 0 14 0 11

(7) (5) (2) (0) (14) (0)

(11)

8 7 0 1 16 0 5

(7) (4) (3)

―

国際文化学部地域創造学科
9 1 3 1 14 0 14

(9)

国際文化学部国際コミュニケーション学科
6 1 3 1 11 0 9

(6) (1) (3) (1) (11) (0) (9)

計
403 231 296 411 1341 0 ―

(402) (231) (292) (411) (1336) (0)

―

(64) (66) (47) (8) (185) (0) ―

2 0 1

386 426 1766 0

(10) (6) (6) (2) (24) (0) (2)

(0) (1) (16) (0)

6

4 0 0 12 0 14

(8) (4) (0) (0) (12) (0) (14)

2 2 0 0

(5)

127 106 205 396 834 0 131

(8) (7)

(1) (3) (1) (14) (0) (14)

(131)

10
健康学部健康マネジメント学科

6 2 24

(47)(8) (8) (14) (4) (34) (0)

8 8 14 4 34 0

生物学部海洋生物科学科
5 5 2 0 12 0 1

(5) (5) (2) (0) (12) (0) (1)

生物学部生物学科
8

64 66 47 8 185 0 ―

(1) (0) (3) (0)

(0) (0) (0) (7) (0) (33)

4 12 5 1 22 0 20

(4) (12) (5) (1) (22) (0) (20)

17 20 20 3 60 0 160

(17) (20) (20) (3) (60) (0) (160)

2 3 4 0 9 0 19

(2) (3) (4) (0) (9) (0) (19)

(1) (0) (0) (0) (1) (0)

1 0 0 0 1 0 0

(0)

6 7 3 1 17 0 46

(6) (7) (3) (1) (17) (0) (46)

4 1 1 0 6 0 0

(4) (1) (1) (0) (6) (0) (0)

0 1 1 1 3 0 0

(0) (1) (1) (1) (3) (0) (0)

0 24 0 55

0 0 1 0 1 0 0

(0) (0) (1) (0) (1) (0) (0)

0 1 0

0

(9) (10) (5) (0) (24) (0) (55)

1 0 0 1 2 0 0

(1) (0) (0) (1) (2) (0) (0)

(4) (3) (1) (0) (8) (0) (43)

9 10 5

0

(8) (4) (0) (16) (0) (23)

0

(0)

0

(0)

4 8 4 0 16 0 23

4 0

(2)

(1) (0) (0) (0) (1) (0) (0)

(1) (4) (0)

2 0

教

員

組

織

の

概

要

既

設

分

(2) (0) (0) (4) (0) (0)

1 2 1 0 4 0 7

(1) (2) (1) (0) (4) (0) (7)

7 0 0 0 7 0 33

(7)

(4)

0 3 0

(2) (0)
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東海大学付属望星高等学校と
共用

名称：東海大学付属望星高等
学校（通信制）
収容定員：3,000名
校地面積基準：なし

㎡ ㎡ ㎡ ㎡ 内借用地：55,045.86㎡

㎡ ㎡ ㎡ ㎡ 内借用地：47,282.12㎡

㎡ ㎡ ㎡ ㎡

㎡ ㎡ ㎡ ㎡ 内借用地：153,717.23㎡

㎡ ㎡ ㎡ ㎡ 借用期間：2～30年

 

㎡ ㎡

㎡ 席 冊

㎡

経費
の見
積り

学生１人当り
納付金

学生納付金以外の維持方法の概要

経費の
見積り
及び維
持方法
の概要

106,710〔17,250〕

(105,670〔17,098〕)

106,710〔17,250〕

(105,670〔17,098〕)

1,110〔620〕 490〔410〕 520
0〔0〕
(0〔0〕)

0〔0〕
(0〔0〕)

(779) (269) (1048)

57 2 59

21,687.00 3,734 2,318,166

専任教員研究室

新設学部等の名称

建築都市学部

計

図書館

(1,042〔575〕) (441〔371〕) (505)

技 術 職 員

(8) (0)

22 66

(44) (22) (66)

0.00

(57) (2) (59)

教
員
以
外
の
職
員
の
概
要

職　　　種 専　　任 兼　　任 計

(8)

図 書 館 専 門 職 員
44

事 務 職 員
779 269 1048

計
888 293 1181

(888) (293) (1181)

そ の 他 の 職 員
8 0 8

共　　用
共用する他の
学校等の専用

計

校
　
　
地
　
　
等

区　　　分 専　　用 共　　用
共用する他の
学校等の専用

計

そ の 他 211,174.76 0.00 0.00 211,174.76

1,772,744.29

運 動 場 用 地 396,797.97 0.00 0.00 396,797.97

0.00 2,380,717.02

校　　　舎

専　　用

小 計 2,167,489.38 2,052.88 0.00 2,169,542.26

校 舎 敷 地 1,770,691.41 2,052.88

大学全体
24,060.79 トレーニングセンター 25mプール

面積 閲覧座席数 収 納 可 能 冊 数
大学全体

図
書
・
設
備

図書 学術雑誌
視聴覚資料

点

機械・器具 標本
〔うち外国書〕 〔うち外国書〕

大学全体での共用として、
電子データベースは37種[うち国
外16種]
学術雑誌（電子ジャーナル含
む）は約45,000種［うち国外約
42,200種］
電子ブックは約12,700点
［うち国外約7,000点］
が利用可能。

(1,042〔575〕) (441〔371〕) (505)

1,110〔620〕 490〔410〕 520
0〔0〕
(0〔0〕)

0〔0〕
(0〔0〕)

体育館

18 室

建築都市学部土木工学科 10 室

建築都市学部建築学科

大学全体
480 室 328 室 1,260 室

79 室
（補助職員 20 人）

6 室
（補助職員 0 人）

教室等

講義室 演習室 実験実習室 情報処理学習施設 語学学習施設

新設学部等の名称 室　　　数

532,456.15 0.00 ㎡ 0.00 ㎡ 532,456.15

（ 532,456.15 ㎡） （0.00 ㎡） （0.00 ㎡） （ 532,456.15 ㎡）

合 計 2,378,664.14 2,052.88

電子ジャーナル

冊 種 〔うち外国書〕 点 点

面積 体育館以外のスポーツ施設の概要

第１年次

1,554千円 ― 千円 ― 千円

区　分 開設前年度 第１年次 第２年次 第３年次 第４年次 第５年次 第６年次

教員１人当り研究費等 330千円 330千円 330千円 330千円 ― 千円

2,994千円 ― 千円 ― 千円

― 千円

私立大学等経常経費補助金、手数料等

― 千円

第２年次 第３年次 第４年次 第５年次 第６年次

1,354千円 1,354千円 1,354千円

共 同 研 究 費 等 1,680千円 1,680千円 1,680千円 1,680千円 ― 千円 ― 千円

図 書 購 入 費 200千円 370千円 540千円 710千円 880千円 ― 千円 図書購入費には電子ジャーナ
ル・データベースの整備費（運
用コスト含む）を含む。設 備 購 入 費 2,994千円 2,994千円 2,994千円 2,994千円

基本計画書―4



大 学 の 名 称

学 部 等 の 名 称
修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

学位又
は称号

定　員
超過率

開設
年度

所　在　地 備　　考

年 人 年次 人 倍

人

文学部 370 － 1,480 1.02 昭和25年 神奈川県平塚市北金目4-1-1

　文明学科 4 60 － 240 学士(文学) 1.03 平成13年 〃

　ｱｼﾞｱ文明学科 4 － － － 学士(文学) － 平成13年 〃 平成30年度より学生募集停止

　ﾖｰﾛｯﾊﾟ文明学科 4 － － － 学士(文学) － 平成13年 〃 平成30年度より学生募集停止

　ｱﾒﾘｶ文明学科 4 － － － 学士(文学) － 平成13年 〃 平成30年度より学生募集停止

　北欧学科 4 － － － 学士(文学) － 昭和42年 〃 平成30年度より学生募集停止

　歴史学科 130 － 520 1.02 昭和35年 〃

　　日本史専攻 4 50 － 200 学士(文学) 1.07 昭和58年 〃

　　東洋史専攻 4 － － － 学士(文学) － 昭和58年 〃 平成30年度より学生募集停止

　　西洋史専攻 4 50 － 200 学士(文学) 0.99 昭和58年 〃

　　考古学専攻 4 30 － 120 学士(文学) 0.99 昭和58年 〃

　日本文学科 4 90 － 360 学士(文学) 1.01 平成13年 〃

　文芸創作学科 4 － － － 学士(文学) － 平成13年 〃 平成30年度より学生募集停止

　英語文化ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学科 4 90 － 360 学士(文学) 1.00 昭和35年 〃

　広報ﾒﾃﾞｨｱ学科 4 － － － 学士(文学) － 平成13年 〃 平成30年度より学生募集停止

　心理・社会学科 4 － － － 学士(文学) － 平成13年 〃 平成30年度より学生募集停止

文化社会学部 450 － 1,800 1.01 平成30年 神奈川県平塚市北金目4-1-1

　ｱｼﾞｱ学科 4 70 － 280 学士(文化社会学) 1.03 平成30年 〃

　ﾖｰﾛｯﾊﾟ・ｱﾒﾘｶ学科 4 70 － 280 学士(文化社会学) 0.99 平成30年 〃

　北欧学科 4 60 － 240 学士(文化社会学) 1.02 平成30年 〃

　文芸創作学科 4 60 － 240 学士(文化社会学) 1.01 平成30年 〃

　広報ﾒﾃﾞｨｱ学科 4 100 － 400 学士(文化社会学) 1.01 平成30年 〃

　心理・社会学科 4 90 － 360 学士(文化社会学) 0.99 平成30年 〃

政治経済学部 480 － 1,920 1.00 昭和41年 神奈川県平塚市北金目4-1-1

　政治学科 4 160 － 640 学士(政治学) 1.03 昭和41年 〃

　経済学科 4 160 － 640 学士(経済学) 0.99 昭和41年 〃

　経営学科 4 160 － 640 学士(経営学) 0.99 昭和49年 〃

法学部 300 － 1,200 1.01 昭和61年 神奈川県平塚市北金目4-1-1

　法律学科 4 300 － 1,200 学士(法学) 1.01 昭和61年 〃

教養学部 330 － 1,320 1.03 昭和43年 神奈川県平塚市北金目4-1-1

　人間環境学科 160 － 640 1.01 昭和43年 〃

    自然環境課程 4 65 － 260 学士(教養学) 0.97 昭和43年 〃

    社会環境課程 4 95 － 380 学士(教養学) 1.01 昭和43年 〃

　芸術学科 90 － 360 1.03 昭和43年 〃

    音楽学課程 4 32 － 128 学士(教養学) 1.04 昭和43年 〃

    美術学課程 4 20 － 80 学士(教養学) 1.08 昭和43年 〃

    ﾃﾞｻﾞｲﾝ学課程 4 38 － 152 学士(教養学) 1.04 昭和43年 〃

　国際学科 4 80 － 320 学士(教養学) 1.09 昭和47年 〃

体育学部 480 － 1,920 1.01 昭和42年 神奈川県平塚市北金目4-1-1

　体育学科 4 110 － 440 学士(体育学) 0.97 昭和42年 〃

　競技ｽﾎﾟｰﾂ学科 4 140 － 560 学士(体育学) 1.03 平成16年 〃

　武道学科 4 60 － 240 学士(体育学) 1.02 昭和43年 〃

　生涯ｽﾎﾟｰﾂ学科 4 110 － 440 学士(体育学) 0.99 昭和46年 〃

　ｽﾎﾟｰﾂ･ﾚｼﾞｬｰﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ学科 4 60 － 240 学士(体育学) 1.03 平成16年 〃

健康学部 200 － 800 1.02 平成30年 神奈川県平塚市北金目4-1-1

　健康ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ学科 4 200 － 800 学士（健康ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ学） 1.02 平成30年 〃

理学部 320 － 1,280 0.98 昭和39年 神奈川県平塚市北金目4-1-1

　数学科 4 80 － 320 学士(理学) 0.99 昭和39年 〃

　情報数理学科 4 80 － 320 学士(理学) 0.99 昭和49年 〃

　物理学科 4 80 － 320 学士(理学) 0.98 昭和39年 〃

　化学科 4 80 － 320 学士(理学) 0.98 昭和39年 〃

情報理工学部 200 － 800 1.03 平成13年 神奈川県平塚市北金目4-1-1

　情報科学科 4 100 － 400 学士(工学) 1.04 平成13年 〃

  ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ応用工学科 4 100 － 400 学士(工学) 1.03 平成13年 〃
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工学部 1,390 － 5,560 1.01 昭和25年 神奈川県平塚市北金目4-1-1

　生命化学科 4 100 － 400 学士(工学) 0.99 平成13年 〃

　応用化学科 4 80 － 320 学士(工学) 1.00 平成13年 〃

　光・画像工学科 4 60 － 240 学士(工学) 1.02 平成18年 〃

　原子力工学科 4 40 － 160 学士(工学) 0.89 平成18年 〃

　電気電子工学科 4 140 － 560 学士(工学) 1.04 平成18年 〃

　材料科学科 4 80 － 320 学士(工学) 0.98 昭和41年 〃

　建築学科 4 200 － 800 学士(工学) 1.07 昭和41年 〃

　土木工学科 4 120 － 480 学士(工学) 1.05 昭和41年 〃

　精密工学科 4 80 － 320 学士(工学) 1.06 昭和46年 〃

　機械工学科 4 140 － 560 学士(工学) 0.99 昭和46年 〃

　動力機械工学科 4 150 － 600 学士(工学) 0.99 昭和46年 〃

　航空宇宙学科 140 － 560 0.99 昭和42年 〃

　　航空宇宙学専攻 4 90 － 360 学士(工学) 1.03 昭和42年 〃

　　航空操縦学専攻 4 50 － 200 学士(工学) 0.93 昭和42年 〃

　医用生体工学科 4 60 － 240 学士(工学) 1.04 平成22年
神奈川県平塚市北金目4-1-1
神奈川県伊勢原市下糟屋143

観光学部 200 － 800 1.03 平成22年
神奈川県平塚市北金目4-1-1
東京都渋谷区富ヶ谷2-28-4

　観光学科 4 200 － 800 学士(観光学) 1.03 平成22年 〃

情報通信学部 320 － 1,280 1.02 平成20年 東京都港区高輪2-3-23

　情報ﾒﾃﾞｨｱ学科 4 80 － 320 学士(工学) 1.00 平成20年 〃

　組込みｿﾌﾄｳｪｱ工学科 4 80 － 320 学士(工学) 1.07 平成20年 〃

　経営ｼｽﾃﾑ工学科 4 80 － 320 学士(工学) 1.00 平成20年 〃

　通信ﾈｯﾄﾜｰｸ工学科 4 80 － 320 学士(工学) 1.04 平成20年 〃

海洋学部 530 － 2,120 1.00 昭和37年 静岡県静岡市清水区折戸3-20-1

　海洋文明学科 4 80 － 320 学士(海洋学) 1.00 平成16年 〃

　環境社会学科 4 80 － 320 学士(海洋学) 1.06 平成23年 〃

　海洋地球科学科 4 80 － 320 学士(海洋学) 1.01 平成23年 〃

　水産学科 4 120 － 480 学士(海洋学) 1.04 平成18年 〃

　海洋生物学科 4 90 － 360 学士(海洋学) 1.03 平成18年 〃

　航海工学科 80 － 320 0.83 平成23年 〃

　　航海学専攻 4 20 － 80 学士(海洋学) 0.96 平成23年 〃

　　海洋機械工学専攻 4 60 － 240 学士(海洋学) 0.78 平成23年 〃

医学部 203 － 1,048 0.90 昭和49年
神奈川県平塚市北金目4-1-1
神奈川県伊勢原市下糟屋143

　医学科 6 118 － 708 学士(医学) 0.88 昭和49年 〃

　看護学科 4 85 － 340 学士(看護学) 0.97 平成30年 〃

健康科学部 平成7年 神奈川県伊勢原市下糟屋143 平成30年度より学生募集停止

　看護学科 4 － － － 学士(看護学) － 平成7年 〃 平成30年度より学生募集停止

　社会福祉学科 4 － － － 学士(社会福祉学) － 平成7年 〃 平成30年度より学生募集停止

経営学部 230 － 920 0.99 平成25年 熊本県熊本市東区渡鹿9-1-1

　経営学科 4 150 － 600 学士(経営学) 1.04 平成25年 〃

　観光ﾋﾞｼﾞﾈｽ学科 4 80 － 320 学士(経営学) 0.92 平成25年 〃

基盤工学部 140 － 560 0.74 平成25年 熊本県熊本市東区渡鹿9-1-1

　電気電子情報工学科 4 80 － 320 学士(工学) 0.73 平成25年 〃

　医療福祉工学科 4 60 － 240 学士(工学) 0.77 平成25年 〃

農学部 230 － 920 0.89 平成20年 熊本県阿蘇郡南阿蘇村河陽

　応用植物科学科 4 80 － 320 学士(農学) 0.95 平成20年 〃

　応用動物科学科 4 80 － 320 学士(農学) 0.88 平成20年 〃

　ﾊﾞｲｵｻｲｴﾝｽ学科 4 70 － 280 学士(農学) 0.86 平成20年 〃

国際文化学部 260 － 1,040 1.01 平成20年 北海道札幌市南区南沢5条1-1-1

　地域創造学科 4 110 － 440 学士(教養学) 1.05 平成20年 〃

　国際ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学科 4 80 － 320 学士(教養学) 1.05 平成20年 〃

　ﾃﾞｻﾞｲﾝ文化学科 4 70 － 280 学士(教養学) 0.89 平成24年 〃

生物学部 140 － 560 1.02 平成24年 北海道札幌市南区南沢5条1-1-1

　生物学科 4 70 － 280 学士(理学) 0.99 平成24年 〃

　海洋生物科学科 4 70 － 280 学士(理学) 1.05 平成24年 〃

既

設

大

学

等

の

状

況

基本計画書―6



≪大学院≫

総合理工学研究科 平成17年 神奈川県平塚市北金目4-1-1　等

　総合理工学専攻　  博士課程 3 35 － 105 博士(理学)・博士(工学) 0.47 平成17年 〃

地球環境科学研究科 平成17年 神奈川県平塚市北金目4-1-1　等 令和3年度より学生募集停止

　地球環境科学専攻　博士課程 3 － － － 博士(理学)・博士(工学) － 平成17年 〃 令和3年度より学生募集停止

生物科学研究科 平成17年 神奈川県平塚市北金目4-1-1　等

　生物科学専攻　    博士課程 3 10 － 30 博士(理学)・博士(農学)

博士(水産学) 0.10 平成17年 〃

文学研究科 昭和44年 神奈川県平塚市北金目4-1-1

　文明研究専攻　博士課程前期 2 8 － 16 修士(文学) 0.31 昭和49年 〃

　文明研究専攻　博士課程後期 3 4 － 12 博士(文学) 0.41 昭和51年 〃

　史学専攻　    博士課程前期 2 8 － 16 修士(文学) 0.06 昭和44年 〃

　史学専攻　    博士課程後期 3 4 － 12 博士(文学) 0.00 昭和46年 〃

　日本文学専攻　博士課程前期 2 8 － 16 修士(文学) 0.81 昭和49年 〃

　日本文学専攻　博士課程後期 3 4 － 12 博士(文学) 0.50 昭和51年 〃

　英文学専攻　  博士課程前期 2 4 － 8 修士(文学) 0.12 昭和44年 〃

　英文学専攻　  博士課程後期 3 2 － 6 博士(文学) 0.00 昭和46年 〃

　ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学専攻　博士課程前期 2 8 － 16 修士(文学) 0.43 昭和49年 〃

　ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学専攻　博士課程後期 3 4 － 12 博士(文学) 0.00 昭和51年 〃

　観光学専攻　　修士課程 2 8 － 16 修士(観光学) 0.43 平成26年 〃

政治学研究科 昭和46年 神奈川県平塚市北金目4-1-1

　政治学専攻　  博士課程前期 2 10 － 20 修士(政治学) 0.05 昭和46年 〃

　政治学専攻　  博士課程後期 3 5 － 15 博士(政治学) 0.00 昭和48年 〃

経済学研究科 昭和54年 神奈川県平塚市北金目4-1-1

　応用経済学専攻　　博士課程前期 2 10 － 20 修士(経済学) 0.10 昭和54年 〃

　応用経済学専攻　　博士課程後期 3 5 － 15 博士(経済学) 0.00 昭和56年 〃

法学研究科 平成2年 神奈川県平塚市北金目4-1-1

　法律学専攻　  博士課程前期 2 10 － 20 修士(法学) 0.00 平成16年 〃

　法律学専攻　  博士課程後期 3 5 － 15 博士(法学) 0.00 平成5年 〃

人間環境学研究科 　 平成19年 神奈川県平塚市北金目4-1-1

　人間環境学専攻　  修士課程 2 10 － 20 修士(学術) 0.45 平成19年 〃

芸術学研究科 昭和48年 神奈川県平塚市北金目4-1-1

　音響芸術専攻　    修士課程 2 4 － 8 修士(芸術学) 0.37 昭和48年 〃

　造型芸術専攻　    修士課程 2 4 － 8 修士(芸術学) 0.37 昭和48年 〃

体育学研究科 昭和51年 神奈川県平塚市北金目4-1-1

　体育学専攻　      博士課程前期 2 20 － 35 修士(体育学) 1.36 昭和51年 〃

　体育学専攻　      博士課程後期 3 3 － 3 博士(体育学) - 令和3年 〃

理学研究科 　 昭和43年 神奈川県平塚市北金目4-1-1

　数理科学専攻　    修士課程 2 8 － 16 修士(理学) 0.56 昭和43年 〃

　物理学専攻　      修士課程 2 12 － 24 修士(理学) 1.37 昭和43年 〃

　化学専攻　        修士課程 2 12 － 24 修士(理学) 0.49 昭和43年 〃

工学研究科 昭和38年 神奈川県平塚市北金目4-1-1

　電気電子工学専攻　修士課程 2 50 － 100 修士(工学) 1.03 平成28年 〃

　応用理化学専攻　  修士課程 2 45 － 90 修士(工学) 1.24 平成28年 〃

　建築土木工学専攻  修士課程 2 25 － 50 修士(工学) 1.16 平成28年 〃

　機械工学専攻　    修士課程 2 75 － 150 修士(工学) 1.21 平成28年 〃

　医用生体工学専攻　修士課程 2 8 － 16 修士(工学) 0.37 平成26年 神奈川県伊勢原市下糟屋143

情報通信学研究科 平成24年 東京都港区高輪2-3-23

　情報通信学専攻　　修士課程 2 30 － 60 修士(情報通信学) 0.99 平成24年 〃

海洋学研究科 昭和42年 静岡県静岡市清水区折戸3-20-1

　海洋学専攻　　　　修士課程 2 20 － 40 修士(海洋学) 0.65 平成27年 〃
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医学研究科 昭和55年 神奈川県伊勢原市下糟屋143

　医科学専攻　　　　修士課程 2 10 － 20 修士(医科学) 0.80 平成7年 〃

　先端医科学専攻　　博士課程 4 35 － 140 博士(医学) 0.49 平成17年 〃

健康科学研究科 平成11年 神奈川県伊勢原市下糟屋143

　看護学専攻　　　　修士課程 2 10 － 20 修士(看護学) 0.85 平成11年 〃

　保健福祉学専攻　　修士課程 2 10 － 20 修士(保健福祉学) 0.15 平成11年 〃

農学研究科 平成20年 熊本県阿蘇郡南阿蘇村河陽

　農学専攻　　　　　修士課程 2 12 － 24 修士(農学) 0.87 平成20年 〃

生物学研究科 令和2年 北海道札幌市南区南沢5条1-1-1

　生物学専攻　　　　修士課程 2 8 － 16 修士（理学） 0.25 令和2年 〃
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食物栄養学科 2 － － － 短期大学士(食物栄養学) － 昭和41年 静岡県静岡市葵区宮前町101 令和2年度より学生募集停止

児童教育学科 2 － － － 短期大学士(児童教育学) － 昭和44年 〃 令和2年度より学生募集停止
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定　員

収　容
定　員

学位又
は称号

定　員
超過率

開　設
年　度

所　在　地

年 人 年次 人 倍

人

看護学科 3 － － －
短期大学士(看護

学) － 昭和49年 神奈川県平塚市北金目4-1-2 令和2年度より学生募集停止

　東海大学短期大学部

　東海大学医療技術短期大学

既

設

大

学

等

の

状

況
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附属施設の概要

名　　称：東海大学医学部付属病院
目　　的：医療機関
所 在 地：神奈川県伊勢原市下糟屋143
設置年月：昭和50年２月
規 模 等：土地 116,282.91㎡、建物 83,850.19㎡

名　　称：東海大学医学部付属東京病院
目　　的：医療機関
所 在 地：東京都渋谷区代々木１－２－５
設置年月：昭和58年12月
規 模 等：土地 2,498.45㎡、建物 7,550.91㎡

名　　称：東海大学医学部付属大磯病院
目　　的：医療機関
所 在 地：神奈川県中郡大磯町月京21－１
設置年月：昭和59年４月
規 模 等：土地 23,286.72㎡、建物 19,752.88㎡

名　　称：東海大学医学部付属八王子病院
目　　的：医療機関
所 在 地：東京都八王子市石川町1838
設置年月：平成14年３月
規 模 等：土地 47,708.39㎡、建物 44,334.88㎡

名　　称：望星丸
目　　的：海洋調査研修
所 在 地：東京都（船籍港）
設置年月：平成５年３月（進水の年月）
規 模 等：総トン数1,777トン、国際総トン数2,174トン
　　　　　全長全長87.98m、型幅12.80m、型深さ8.10m
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【別紙】同一設置者内における変更状況

政治経済学部経営学科（廃止）（△１６０）　　　　　　　　※令和４年４月学生募集停止
教養学部国際学科（廃止）（△　８０）　　　　　　　　　　※令和４年４月学生募集停止
工学部生命化学科（廃止）（△１００）　　　　　　　　　　※令和４年４月学生募集停止
工学部光・画像工学科（廃止）（△　６０）　　　　　　　　※令和４年４月学生募集停止
工学部原子力工学科（廃止）（△　４０）　　　　　　　　　※令和４年４月学生募集停止
工学部材料科学科（廃止）（△　８０）　　　　　　　　　　※令和４年４月学生募集停止
工学部建築学科（廃止）（△２００）　　　　　　　　　　　※令和４年４月学生募集停止
工学部土木工学科（廃止）（△１２０）　　　　　　　　　　※令和４年４月学生募集停止
工学部精密工学科（廃止）（△　８０）　　　　　　　　　　※令和４年４月学生募集停止
工学部動力機械工学科（廃止）（△１５０）　　　　　　　　※令和４年４月学生募集停止
工学部医用生体工学科（廃止）（△　６０）　　　　　　　　※令和４年４月学生募集停止
情報通信学部情報メディア学科（廃止）（△　８０）　　　　※令和４年４月学生募集停止
情報通信学部組込みソフトウェア工学科（廃止）（△　８０）※令和４年４月学生募集停止
情報通信学部経営システム工学科（廃止）（△　８０）　　　※令和４年４月学生募集停止
情報通信学部通信ネットワーク工学科（廃止）（△　８０）　※令和４年４月学生募集停止
海洋学部海洋文明学科（廃止）（△　８０）　　　　　　　　※令和４年４月学生募集停止
海洋学部環境社会学科（廃止）（△　８０）　　　　　　　　※令和４年４月学生募集停止
海洋学部海洋地球科学科（廃止）（△　８０）　　　　　　　※令和４年４月学生募集停止
海洋学部航海工学科航海学専攻（廃止）（△　２０）　　　　※令和４年４月学生募集停止
海洋学部航海工学科海洋機械工学専攻（廃止）（△　６０）　※令和４年４月学生募集停止
経営学部（廃止）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※令和４年４月学生募集停止
　経営学科（廃止）（△１５０）　　　　　　　　　　　　　※令和４年４月学生募集停止
　観光ビジネス学科（廃止）（△　８０）　　　　　　　　　※令和４年４月学生募集停止
基盤工学部（廃止）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※令和４年４月学生募集停止
　電気電子情報工学科（廃止）（△　８０）　　　　　　　　※令和４年４月学生募集停止
　医療福祉工学科（廃止）（△　６０）　　　　　　　　　　※令和４年４月学生募集停止
農学部応用植物科学科（廃止）（△　８０）　　　　　　　　※令和４年４月学生募集停止
農学部応用動物科学科（廃止）（△　８０）　　　　　　　　※令和４年４月学生募集停止
農学部バイオサイエンス学科（廃止）（△　７０）　　　　　※令和４年４月学生募集停止
国際文化学部デザイン文化学科（廃止）（△　７０）　　　　※令和４年４月学生募集停止

児童教育学部（令和３年３月認可申請）
　児童教育学科（１５０）
経営学部（令和３年４月届出予定）
　経営学科（２３０）
国際学部（令和３年４月届出予定）
　国際学科（２００）
情報理工学部情報メディア学科（１００）（令和３年４月届出予定）
工学部生物工学科（１００）（令和３年４月届出予定）
工学部機械システム工学科（１４０）（令和３年４月届出予定）
工学部医工学科（８０）（令和３年４月届出予定）
情報通信学部情報通信学科（２４０）（令和３年４月届出予定）
人文学部（令和３年４月届出予定）
　人文学科（１８０）
海洋学部海洋理工学科海洋理工学専攻（１３０）（令和３年４月届出予定）
海洋学部海洋理工学科航海学専攻（２０）（令和３年４月届出予定）
文理融合学部（令和３年４月届出予定）
　経営学科（１３０）
　地域社会学科（１００）
　人間情報工学科（７０）
農学部農学科（８０）（令和３年４月届出予定）
農学部動物科学科（８０）（令和３年４月届出予定）
農学部食生命科学科（７０）（令和３年４月届出予定）

政治経済学部
　政治学科〔定員増〕（４０）（令和４年４月）
　経済学科〔定員増〕（４０）（令和４年４月）
教養学部
　人間環境学科〔定員減〕（△４０）（令和４年４月）
　芸術学科〔定員減〕（△２０）（令和４年４月）
体育学部
　体育学科〔定員増〕（１０）（令和４年４月）
　競技スポーツ学科〔定員増〕（３０）（令和４年４月）
　生涯スポーツ学科〔定員増〕（１０）（令和４年４月）
　スポーツ･レジャーマネジメント学科〔定員増〕（１０）（令和４年４月）
工学部
　応用化学科〔定員増〕（２０）（令和４年４月）
　電気電子工学科〔定員減〕（△２０）（令和４年４月）
海洋学部
　海洋生物学科〔定員減〕（△１０）（令和４年４月）
医学部
　看護学科〔定員増〕（１０）（令和４年４月）
生物学部
　生物学科〔定員増〕（５）（令和４年４月）
　海洋生物科学科〔定員増〕（５）（令和４年４月）

基本計画書―10



学　部 入学定員 編入学定員 収容定員 備考 学　部 入学定員 編入学定員 収容定員 備考 変更の事由

60 ― 240 60 ― 240
日本史専攻 50 ― 200 日本史専攻 50 ― 200
西洋史専攻 50 ― 200 西洋史専攻 50 ― 200
考古学専攻 30 ― 120 考古学専攻 30 ― 120

90 ― 360 90 ― 360

90 ― 360 90 ― 360

70 ― 280 70 ― 280

70 ― 280 70 ― 280

60 ― 240 60 ― 240

60 ― 240 60 ― 240

100 ― 400 100 ― 400

90 ― 360 90 ― 360

160 ― 640 200 ― 800 定員変更（40）

160 ― 640 200 ― 800 定員変更（40）

160 ― 640 0 ― 0 令和4年4月学生募集停止

経営学部 230 ― 920 学部の設置（届出）

法学部 300 ― 1200 法学部 300 ― 1200
自然環境課程 65 ― 260
社会環境課程 95 ― 380
音楽学課程 32 ― 128
美術学課程 20 ― 80
ﾃﾞｻﾞｲﾝ学課程 38 ― 152

80 ― 320 0 ― 0 令和4年4月学生募集停止

国際学部 200 ― 800 学部の設置（届出）

児童教育学部 150 ― 600 学部の設置（認可申請）

110 ― 440 120 ― 480 定員変更（10）

140 ― 560 170 ― 680 定員変更（30）

60 ― 240 60 ― 240

110 ― 440 120 ― 480 定員変更（10）

60 ― 240 70 ― 280 定員変更（10）

健康学部 200 ― 800 健康学部 200 ― 800

80 ― 320 80 ― 320

80 ― 320 80 ― 320

80 ― 320 80 ― 320

80 ― 320 80 ― 320

100 ― 400 100 ― 400

100 ― 400 100 ― 400

100 ― 400 学部の学科の設置（届出）

100 ― 400 0 ― 0 令和4年4月学生募集停止

100 ― 400 学部の学科の設置（届出）

80 ― 320 100 ― 400 定員変更（20）

60 ― 240 0 ― 0 令和4年4月学生募集停止

40 ― 160 0 ― 0 令和4年4月学生募集停止

140 ― 560 120 ― 480 定員変更（△20）

80 ― 320 0 ― 0 令和4年4月学生募集停止

200 ― 800 0 ― 0 令和4年4月学生募集停止

120 ― 480 0 ― 0 令和4年4月学生募集停止

80 ― 320 0 ― 0 令和4年4月学生募集停止

140 ― 560 学部の学科の設置（届出）

140 ― 560 140 ― 560

150 ― 600 0 ― 0 令和4年4月学生募集停止

航空宇宙学専攻 90 ― 360 航空宇宙学専攻 90 ― 360
航空操縦学専攻 50 ― 200 航空操縦学専攻 50 ― 200

60 ― 240 0 ― 0 令和4年4月学生募集停止

80 ― 320 学部の学科の設置（届出）

240 ― 960

100 ― 400
観光学部 200 ― 800 観光学部 200 ― 800

80 ― 320 0 ― 0 令和4年4月学生募集停止

80 ― 320 0 ― 0 令和4年4月学生募集停止

80 ― 320 0 ― 0 令和4年4月学生募集停止

80 ― 320 0 ― 0 令和4年4月学生募集停止

240 ― 960 学部の学科の設置（届出）

人文学部 180 ― 720 学部の設置（届出）

80 ― 320 0 ― 0 令和4年4月学生募集停止

80 ― 320 0 ― 0 令和4年4月学生募集停止

80 ― 320 0 ― 0 令和4年4月学生募集停止

120 ― 480 120 ― 480

90 ― 360 80 ― 320 定員変更（△10）

航海学専攻 20 ― 80 0 ― 0
海洋機械工学専攻 60 ― 240 0 ― 0

海洋理工学専攻 130 ― 520
航海学専攻 20 ― 80

118 ― 708 118名は令和３年
度入学生まで 110 ― 660 臨時定員増（8）は令和3年度まで

85 ― 340 95 ― 380 定員変更（10）

150 ― 600 0 ― 0 令和4年4月学生募集停止

80 ― 320 0 ― 0 令和4年4月学生募集停止

80 ― 320 0 ― 0 令和4年4月学生募集停止

60 ― 240 0 ― 0 令和4年4月学生募集停止

130 ― 520

100 ― 400

70 ― 280

文理融合学部

経営学科

人間情報工学科

地域社会学科 学部の設置（届出）

海洋地球科学科

水産学科 水産学科

海洋生物学科 海洋生物学科

建築都市学部
建築学科

土木工学科
学部の設置（届出）

学部の学科の設置（届出）

航海工学科 令和4年4月学生募集停止

海洋理工学科

人文学科

定員変更（△40）

70 ― 280 定員変更（△20）

国際学科

児童教育学科

機械工学科 機械工学科

動力機械工学科

土木工学科

航空宇宙学科

医用生体工学科

政治経済学部

経営学科

人間環境学科

芸術学科

120 480―

情報理工学部

情報ﾒﾃﾞｨｱ学科

情報通信学部

情報通信学科

生物工学科

機械システム工学科

医工学科

文化社会学部

医学部

文化社会学部

ﾖｰﾛｯﾊﾟ・ｱﾒﾘｶ学科

北欧学科

文芸創作学科

ﾖｰﾛｯﾊﾟ・ｱﾒﾘｶ学科

北欧学科

文芸創作学科

広報ﾒﾃﾞｨｱ学科

心理・社会学科

航空宇宙学科

ｱｼﾞｱ学科

広報ﾒﾃﾞｨｱ学科

心理・社会学科

政治経済学部

政治学科 政治学科

経済学科

令和３年度 令和４年度
東海大学 東海大学

学科・専攻・課程 学科・専攻・課程

ｱｼﾞｱ学科

英語文化ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学科 英語文化ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学科

日本文学科 日本文学科

文明学科文明学科

経済学科

経営学科

法律学科

教養学部

人間環境学科

教養学部

法律学科

芸術学科

国際学科

体育学部

体育学科

体育学部

体育学科

競技ｽﾎﾟｰﾂ学科 競技ｽﾎﾟｰﾂ学科

武道学科 武道学科

生涯ｽﾎﾟｰﾂ学科 生涯ｽﾎﾟｰﾂ学科

ｽﾎﾟｰﾂ･ﾚｼﾞｬｰﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ学科 ｽﾎﾟｰﾂ･ﾚｼﾞｬｰﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ学科

理学部

数学科

理学部

数学科

情報数理学科 情報数理学科

物理学科 物理学科

化学科 化学科

情報理工学部
情報科学科 情報科学科

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ応用工学科 ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ応用工学科

工学部

生命化学科

応用化学科 応用化学科

光・画像工学科

原子力工学科

電気電子工学科 電気電子工学科

材料科学科

建築学科

精密工学科

工学部

情報通信学部

情報ﾒﾃﾞｨｱ学科

組込みｿﾌﾄｳｪｱ工学科

経営ｼｽﾃﾑ工学科

通信ﾈｯﾄﾜｰｸ工学科

経営学部
経営学科

観光ﾋﾞｼﾞﾈｽ学科　

学校法人東海大学　設置認可等に関わる組織の移行表

文学部
歴史学科

文学部
歴史学科

看護学科 看護学科

医療福祉工学科　

医学科 医学科
医学部

健康ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ学科

海洋学部

海洋文明学科

海洋学部

環境社会学科

健康ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ学科

観光学科 観光学科

基盤工学部
電気電子情報工学科
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令和３年度 令和４年度

80 ― 320 0 ― 0 令和4年4月学生募集停止

80 ― 320 学部の学科の設置（届出）

80 ― 320 0 ― 0 令和4年4月学生募集停止

80 ― 320 学部の学科の設置（届出）

70 ― 280 0 ― 0 令和4年4月学生募集停止

70 ― 280 学部の学科の設置（届出）

110 ― 440 110 ― 440

80 ― 320 80 ― 320

70 ― 280 0 ― 0 令和4年4月学生募集停止

70 ― 280 75 ― 300 定員変更（5）

70 ― 280 75 ― 300 定員変更（5）

6773 ― 27328 6855 ― 27640

研究科 入学定員 編入学定員 収容定員 備考 研究科 入学定員 編入学定員 収容定員 備考 変更の事由

総合理工学研究科 総合理工学専攻 （Ｄ） 35 ― 105 総合理工学研究科 総合理工学専攻 （Ｄ） 35 ― 105
生物科学研究科 生物科学専攻 （Ｄ） 10 ― 30 生物科学研究科 生物科学専攻 （Ｄ） 10 ― 30

（Ｍ） 8 ― 16 （Ｍ） 8 ― 16
（Ｄ） 4 ― 12 （Ｄ） 4 ― 12
（Ｍ） 8 ― 16 （Ｍ） 8 ― 16
（Ｄ） 4 ― 12 （Ｄ） 4 ― 12
（Ｍ） 8 ― 16 （Ｍ） 8 ― 16
（Ｄ） 4 ― 12 （Ｄ） 4 ― 12
（Ｍ） 4 ― 8 （Ｍ） 4 ― 8
（Ｄ） 2 ― 6 （Ｄ） 2 ― 6
（Ｍ） 8 ― 16 （Ｍ） 8 ― 16
（Ｄ） 4 ― 12 （Ｄ） 4 ― 12

観光学専攻 （Ｍ） 8 ― 16 観光学専攻 （Ｍ） 8 ― 16
（Ｍ） 10 ― 20 （Ｍ） 10 ― 20
（Ｄ） 5 ― 15 （Ｄ） 5 ― 15
（Ｍ） 10 ― 20 （Ｍ） 10 ― 20
（Ｄ） 5 ― 15 （Ｄ） 5 ― 15
（Ｍ） 10 ― 20 （Ｍ） 10 ― 20
（Ｄ） 5 ― 15 （Ｄ） 5 ― 15

人間環境学研究科 人間環境学専攻 （Ｍ） 10 ― 20 人間環境学研究科 人間環境学専攻 （Ｍ） 10 ― 20
音響芸術専攻 （Ｍ） 4 ― 8 音響芸術専攻 （Ｍ） 4 ― 8
造型芸術専攻 （Ｍ） 4 ― 8 造型芸術専攻 （Ｍ） 4 ― 8

（Ｍ） 20 ― 40 （Ｍ） 20 ― 40
（Ｄ） 3 ― 9 （Ｄ） 3 ― 9

数理科学専攻 （Ｍ） 8 ― 16 数理科学専攻 （Ｍ） 8 ― 16
物理学専攻 （Ｍ） 12 ― 24 物理学専攻 （Ｍ） 12 ― 24
化学専攻 （Ｍ） 12 ― 24 化学専攻 （Ｍ） 12 ― 24
電気電子工学専攻 （Ｍ） 50 ― 100 電気電子工学専攻 （Ｍ） 50 ― 100
応用理化学専攻 （Ｍ） 45 ― 90 応用理化学専攻 （Ｍ） 45 ― 90
建築土木工学専攻 （Ｍ） 25 ― 50 建築土木工学専攻 （Ｍ） 25 ― 50
機械工学専攻 （Ｍ） 75 ― 150 機械工学専攻 （Ｍ） 75 ― 150
医用生体工学専攻 （Ｍ） 8 ― 16 医用生体工学専攻 （Ｍ） 8 ― 16

情報通信学研究科 情報通信学専攻 （Ｍ） 30 ― 60 情報通信学研究科 情報通信学専攻 （Ｍ） 30 ― 60
海洋学研究科 海洋学専攻 （Ｍ） 20 ― 40 海洋学研究科 海洋学専攻 （Ｍ） 20 ― 40

医科学専攻 （Ｍ） 10 ― 20 医科学専攻 （Ｍ） 10 ― 20
先端医科学専攻（４年制Ｄ） （Ｄ） 35 ― 140 先端医科学専攻（４年制Ｄ） （Ｄ） 35 ― 140
看護学専攻 （Ｍ） 10 ― 20 看護学専攻 （Ｍ） 10 ― 20
保健福祉学専攻 （Ｍ） 10 ― 20 保健福祉学専攻 （Ｍ） 10 ― 20

農学研究科 農学専攻 （Ｍ） 12 ― 24 農学研究科 農学専攻 （Ｍ） 12 ― 24
生物学研究科 生物学専攻 （Ｍ） 8 ― 16 生物学研究科 生物学専攻 （Ｍ） 8 ― 16

563 ― 1277 563 ― 1277

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学専攻

文明研究専攻

専攻

東海大学大学院

専攻

東海大学大学院

文学研究科

史学専攻

海洋生物科学科 海洋生物科学科

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学専攻

健康科学研究科

計

健康科学研究科

計

芸術学研究科 芸術学研究科

農学部

応用植物科学科

国際文化学部

地域創造学科

国際ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学科 国際ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学科

ﾃﾞｻﾞｲﾝ文化学科

理学研究科 理学研究科

工学研究科

医学研究科 医学研究科

工学研究科

体育学研究科 体育学専攻

史学専攻

日本文学専攻

英文学専攻

体育学研究科 体育学専攻

文明研究専攻

法律学専攻

政治学研究科 政治学専攻

応用経済学専攻

法律学専攻

日本文学専攻

英文学専攻

経済学研究科

文学研究科

経済学研究科

法学研究科

政治学専攻政治学研究科

法学研究科

応用経済学専攻

生物学部
生物学科

生物学部

計 計

応用動物科学科

ﾊﾞｲｵｻｲｴﾝｽ学科

生物学科

国際文化学部

地域創造学科

農学科

動物科学科

食生命科学科

農学部

基本計画書―12
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修

選
　
択

自
　
由

講
　
義

演
　
習

実
験
・
実
習

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

現代文明論 2前・後 2 ○ 兼1

小計（1科目） － 2 0 0 0 0 0 0 0 兼1

入門ゼミナールＡ 1前 2 ○ 8 5 0 2 0

入門ゼミナールＢ 1後 2 ○ 8 5 0 2 0

小計（2科目） － 4 0 0 8 5 0 2 0

シティズンシップ 1前・後 2 ○ 兼1

地域・国際理解 1前・後 2 ○ 兼1

現代教養講義 2前・後 2 ○ 兼1

小計（3科目） － 6 0 0 0 0 0 0 0 兼1

健康・フィットネス理論実習 1前・後 1 ○ 兼1

生涯スポーツ理論実習 1前・後 1 ○ 兼1

小計（2科目） － 2 0 0 0 0 0 0 0 兼1

英語リスニング＆スピーキング 1前・後 2 ○ 兼1

英語リーディング＆ライティング 1前・後 2 ○ 兼1

小計（2科目） － 4 0 0 0 0 0 0 0 兼1

建築の理数学 1前 2 ○ 2 オムニバス

建築デザイン演習１（設計製図基
礎）

1前 4 ○ 2 2

建築デザイン演習２（空間基礎造
形）

1後 4 ○ 1 2 1

建築デザイン演習３（住宅建築設
計）

2前 4 ○ 2 1

デジタルデザイン演習 1休 2 ○ 1 1 集中

建築デザイン入門 1前 2 ○ 1 1 1 オムニバス

空間計画 1前 2 ○ 1

建築計画Ａ 2前 2 ○ 1

日本建築史１ 2前 2 ○ 1

西洋建築史１ 2後 2 ○ 1

Ⅳ
主
専
攻
科
目

建
築
の
基
礎

発
展
教
養
科
目

－

健
康
ス
ポ
ー

ツ
科

目

－

Ⅲ
英
語
科
目

英
語
コ
ミ
ュ

ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
科
目 －

Ⅰ
現
代
文
明

論

－

Ⅱ
現
代
教
養
科
目

基
礎
教
養
科
目

別記様式第２号（その２の１）
（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

教 育 課 程 等 の 概 要

（建築都市学部　建築学科）

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 授業形態 専任教員等の配置

備考

－
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別記様式第２号（その２の１）
（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

教 育 課 程 等 の 概 要

（建築都市学部　建築学科）

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 授業形態 専任教員等の配置

備考

住宅論 2前 2 ○ 1

建築法規 1後・2前 2 ○ 1 1

建築構造力学１Ａ・演習 1後 4 ○ 2

建築構造力学１Ｂ・演習 2前 4 ○ 1 1

生産・構法Ａ 1前 2 ○ 1 1

生産・構法Ｂ 1後 2 ○ 1 1

生産・構法実験 2前・後 2 ○ 1 1

建築環境工学・演習 1後・2前 4 ○ 1 1

建築設備 2後・3前 2 ○ 1

小計（19科目） － 0 50 0 8 5 0 2 0

建築デザイン演習４（公共建築設
計Ａ）

2後 4 ○ 1 1

建築デザイン演習５（公共建築設
計Ｂ）

3前 4 ○ 1 1

建築デザイン演習６（提案型建築
設計）

3後 4 ○ 1 1

建築計画Ｂ 2後 2 ○ 1

日本建築史２ 2後 2 ○ 1

西洋建築史２ 3前 2 ○ 1

建築文化史 3前 2 ○ 1

近現代建築史 3後 2 ○ 1

小計（8科目） － 0 22 0 4 1 0 1 0

地域まちづくり 3前 2 ○ 1

都市計画 3後 2 ○ 1

都市デザイン 4前 2 ○ 1

地域デザイン・演習 3後 4 ○ 1 1 1

公共政策学 3後 2 ○ 1

地域マネジメント 4前 2 ○ 1

小計（6科目） － 0 14 0 4 1 0 1 0

建
築
の
基
礎

Ⅳ
主
専
攻
科
目

－

建
築
計
画

Ⅳ
主
専
攻
科
目

－

地
域
デ
ザ
イ
ン

－

基本計画書―14



必
　
修

選
　
択

自
　
由

講
　
義

演
　
習

実
験
・
実
習

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

別記様式第２号（その２の１）
（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

教 育 課 程 等 の 概 要

（建築都市学部　建築学科）

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 授業形態 専任教員等の配置

備考

建築構造力学２・演習 3前 4 ○ 1

建築構造解析・演習 3後 4 ○ 1

建築鉄筋コンクリート構造・演習 2後・3前 4 ○ 1

建築鋼構造・演習 2後 4 ○ 1

建築耐震工学 3前 2 ○ 1

建築基礎構造 3後 2 ○ 兼1

建築構造製図 3後 2 ○ 兼1

建築施工 3前 2 ○ 兼1

建築測量実習 3前 2 ○ 1

建築材料Ａ 3前 2 ○ 1 1

建築材料Ｂ 3後 2 ○ 1 1

建築環境計画・演習 3前 4 ○ 1 1

建築設備計画 3後 2 ○ 1

建築設備設計・演習 3後 4 ○ 1

小計（14科目） － 0 40 0 4 2 0 1 0 兼3

建築インターンシップＡ 2休 2 ○ 1 1 集中

建築インターンシップＢ 3休 2 ○ 1 1 集中

建築プレゼンテーション英語 3休 2 ○ 1 1 集中

海外建築研修 3休 2 ○ 1 1 集中

小計（4科目） － 0 8 0 2 3 0 1 0

実
践
ス
タ
デ
ィ

－

Ⅳ
主
専
攻
科
目

建
築
工
学

－
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別記様式第２号（その２の１）
（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

教 育 課 程 等 の 概 要

（建築都市学部　建築学科）

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 授業形態 専任教員等の配置

備考

建築専門演習 3後 2 ○ 8 5 2

卒業研究 4前 4 ○ 8 5 2

卒業論文・卒業設計 4後 4 ○ 8 5 2

小計（3科目） － 8 2 0 8 5 0 2 0

－ 26 136 0 8 5 0 2 0 兼7

卒 業 要 件 及 び 履 修 方 法

合計（64科目） －

学位又は称号 学士（工学） 学位又は学科の分野 工学関係

Ⅳ
主
専
攻
科
目

ゼ
ミ
ナ
ー

ル

－

授業期間等

以下の合計で124単位以上修得する。
（履修科目の登録の上限：20単位（１学期））

□科目区分Ⅰ現代文明論　　　　＜必修科目＞　　　　　　　　　2単位修得

□科目区分Ⅱ現代教養科目
　　　　　　　基礎教養科目　　＜必修科目＞　　　　　　　　　4単位修得
　　　　　　　発展教養科目　　＜必修科目＞　　　　　　　　　6単位修得
　　　　　　　健康スポーツ科目＜必修科目＞　　　　　　　　　2単位修得

□科目区分Ⅲ英語ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ科目 ＜必修科目＞　　　　　　　　　4単位修得

□科目区分Ⅳ主専攻科目　　　　　　           　　　    　　76単位修得
 
 ＜必修科目＞
　  ■ゼミナール　に設定された必修科目を8単位修得。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（計 8単位）
 
 ＜選択科目＞
　　■建築の基礎　■建築計画　■地域デザイン　■建築工学
　　■実践スタディ　■ゼミナール
　　に設定された選択科目を68単位以上修得。　　　　（計68単位）

□科目区分Ⅳの余剰、他学部・他学科科目を修得した単位　　　30単位修得
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　          合計124単位修得

１学年の学期区分 ２学期

１学期の授業期間 １４週

１時限の授業時間 １００分

基本計画書―16
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准
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講
　
師

助
　
教

助
　
手

現代文明論 2前・後 2 ○ 兼1

小計（1科目） － 2 0 0 0 0 0 0 0 兼1

入門ゼミナールＡ 1前 2 ○ 5 3 0 1 0

入門ゼミナールＢ 1後 2 ○ 5 3 0 1 0

小計（2科目） － 4 0 0 5 3 0 1 0

シティズンシップ 1前・後 2 ○ 兼1

地域・国際理解 1前・後 2 ○ 兼1

現代教養講義 2前・後 2 ○ 兼1

小計（3科目） － 6 0 0 0 0 0 0 0 兼1

健康・フィットネス理論実習 1前・後 1 ○ 兼1

生涯スポーツ理論実習 1前・後 1 ○ 兼1

小計（2科目） － 2 0 0 0 0 0 0 0 兼1

英語リスニング＆スピーキング 1前 2 ○ 兼1

英語リーディング＆ライティング 1後 2 ○ 兼1

小計（2科目） － 4 0 0 0 0 0 0 0 兼1

土木数物の基礎 1前 1 ○ 1

土木の数学 1前 2 ○ 2 1

土木の微積分 1後 2 ○ 1

工科の線形代数 1前 2 ○ 1

基礎統計学 2前 2 ○ 1

土木解析学 1後 2 ○ 1

物理学 1後 2 ○ 兼1

化学基礎 1後 2 ○ 兼1

基礎情報処理 1前 2 ○ 2

プログラミング基礎 1後 2 ○ 2

土木基礎力学１（演習含む） 1前 2 〇 2

土木基礎力学２（演習含む） 1後 2 〇 2

小計（12科目） 8 15 0 4 3 0 1 0 兼2

防災まちづくり 1前 2 ○ 1 1 オムニバス

地震防災基礎 2後 2 ○ 1

都市防災工学 3前 2 ○ 1 1 オムニバス

構造力学１ 2前 2 ○ 1

構造力学演習 2前 2 ○ 1

Ⅳ
主
専
攻
科
目

都
市
と
防
災

Ⅲ
英
語
科
目

英
語
コ
ミ
ュ

ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
科
目 －

Ⅳ
主
専
攻
科
目

土
木
の
基
礎

－

Ⅰ
現
代
文
明

論

－

Ⅱ
現
代
教
養
科
目

基
礎
教
養
科
目

－

発
展
教
養
科
目

－

健
康
ス
ポ
ー

ツ
科

目

－

別記様式第２号（その２の１）

（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

教 育 課 程 等 の 概 要

（建築都市学部　土木工学科）

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 授業形態 専任教員等の配置

備考
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別記様式第２号（その２の１）

（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

教 育 課 程 等 の 概 要

（建築都市学部　土木工学科）

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 授業形態 専任教員等の配置

備考

構造力学２ 2後 2 ○ 1

橋梁工学 3休 2 ○ 兼1 集中

土質力学１ 2前 2 ○ 1

土質力学演習 2前 2 ○ 1

土質力学２ 2後 2 ○ 1 1

道路工学 3後 2 ○ 1

コンクリート工学１ 2後 2 ○ 1

コンクリート工学２ 3前 2 ○ 1

コンクリート構造 3前 2 ○ 1

メンテナンス工学 3休 2 ○ 1 集中

土木施工 3前 2 ○ 1

建設マネジメント 3後 2 ○ 1

小計（17科目） 12 22 0 5 1 0 1 0 兼1

測量学１ 1前 2 ○ 2

測量学２ 1後 2 ○ 1 1

測量実習 2前 2 ○ 1 1

地形情報処理学 3後 2 ○ 1

都市デザイン 2前 2 ○ 1

都市・地域計画 2後 2 ○ 1

計画数理 2後 2 ○ 1

地域マネジメント 2後 2 〇 1

交通計画 3前 2 ○ 1

公共政策学 3後 2 ○ 1

まちづくり関連法規 4前 2 ○ 1

水理学１ 2前 2 ○ 1

水理学演習 2前 2 ○ 1

水理学２ 2後 2 ○ 1

河海工学 3前 2 ○ 兼1

環境工学 3前 2 ○ 1 1 オムニバス

上下水道工学 3前 2 ○ 兼1

小計（17科目） 6 28 0 3 2 0 0 0 兼2

Ⅳ
主
専
攻
科
目

都
市
と
防
災

－

都
市
と
環
境

－
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別記様式第２号（その２の１）

（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

教 育 課 程 等 の 概 要

（建築都市学部　土木工学科）

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 授業形態 専任教員等の配置

備考

土木実験 3前 2 ○ 3 2 1

環境防災実験 3後 2 ○ 4 1

土木設計製図 3後 2 ○ 1 1

まちづくり演習 3後 2 ○ 1

公務員受験対策専門演習 3後 2 ○ 3 1 1 オムニバス

建設ＣＡＤ 4前 2 ○ 1

土木技術者のための基礎英語 3後 2 〇 1

小計（7科目） 6 8 0 5 2 0 1 0

土木工学ゼミナール 3後 2 ○ 5 3 1

卒業研究１ 4前 2 ○ 5 3 1

卒業研究２ 4後 2 ○ 5 3 1

小計（3科目） 4 2 0 5 3 0 1 0

建築構造製図 3後 2 〇 兼1

建築デザイン入門 1前 2 〇 兼1

建築計画Ａ 2前 2 〇 兼1

建築計画Ｂ 2後 2 〇 兼1

空間計画 1前 2 〇 兼1

西洋建築史１ 2後 2 〇 兼1

日本建築史１ 2前 2 〇 兼1

建築法規 1後・2前 2 〇 兼1

小計（8科目） 0 16 0 0 0 0 0 0 兼6

－ 54 91 0 5 3 0 1 0 兼15

卒 業 要 件 及 び 履 修 方 法 授業期間等

以下の合計で124単位以上修得する。
（履修科目の登録の上限：20単位（１学期））

□科目区分Ⅰ現代文明論　　　　＜必修科目＞　　　　　　　　　2単位修得
□科目区分Ⅱ現代教養科目
　　　　　　　基礎教養科目　　＜必修科目＞　　　　　　　　　4単位修得
　　　　　　　発展教養科目　　＜必修科目＞　　　　　　　　　6単位修得
　　　　　　　健康スポーツ科目＜必修科目＞　　　　　　　　　2単位修得
□科目区分Ⅲ英語ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ科目 ＜必修科目＞　　　　　　　　　4単位修得

以下、「学科目を基準」にして、区分Ⅳ主専攻科目のみ作成してください。

□科目区分Ⅳ主専攻科目　　　　　　           　　　    　　76単位修得
  ＜必修科目＞
　　設定された必修科目より36単位を修得。　　　  （計 36 単位)

  ＜選択科目＞
　　■土木の基礎　■都市と防災　■都市と環境　■実践力
　　■ゼミナール　■建築士受験科目
  　に設定された選択科目より40単位以上を修得。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (計 40 単位)

　
□科目区分Ⅳの余剰、他学部・他学科科目を修得した単位　　　30単位修得
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　          合計124単位修得

１学年の学期区分 ２学期

１学期の授業期間 １４週

１時限の授業時間 １００分

合計（74科目） －

学位又は称号 学士（工学） 学位又は学科の分野 工学関係

Ⅳ
主
専
攻
科
目

実
践
力

－

ゼ
ミ
ナ
ー

ル

－

建
築
士
受
験
科
目

－
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修

選
　
択

自
　
由

講
　
義

演
　
習

実
験
・
実
習

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

現代文明論 2前 2 ○ 兼2

小計（1科目） － 2 0 0 0 0 0 0 0 兼2

人文科学 1前 2 ○ 兼8

社会科学 1後 2 ○ 兼8

自然科学 1前 2 ○ 兼7

小計（3科目） － 6 0 0 0 0 0 0 0 兼23

シティズンシップ 1後 1 ○ 兼5

ボランティア 1後 1 ○ 兼5

地域理解 1前 1 ○ 兼4

国際理解 1前 1 ○ 兼5 オムニバス

小計（4科目） － 4 0 0 0 0 0 0 0 兼15

健康・フィットネス理論実習 1前 1 ○ 兼15 共同

生涯スポーツ理論実習 1後 1 ○ 兼17 共同

小計（2科目） － 2 0 0 0 0 0 0 0 兼25

英語リスニング＆スピーキング 1後 2 ○ 兼28

英語リーディング＆ライティング 1前 2 ○ 兼29

小計（2科目） － 4 0 0 0 0 0 0 0 兼50

グローバルスキル 2前 2 ○ 兼30

アカデミック英語 2後 2 ○ 兼31

小計（2科目） － 4 0 0 0 0 0 0 0 兼52

授業科目の名称

Ⅲ
英
語
科
目

Ⅱ
現
代
教
養
科
目

基
礎
教
養
科
目

－

英
語
コ
ミ
ュ

ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
科
目 －

グ
ロ
ー

バ
ル
人
材

育
成
科
目

－

別記様式第２号（その２の１）

健
康
ス
ポ
ー

ツ
科

目

－

（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

教 育 課 程 等 の 概 要

（工学部　建築学科）

科目
区分

備考

Ⅰ
現
代
文
明

論

－

授業形態 専任教員等の配置

－

発
展
教
養
科
目

配当年次

単位数
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教

助
　
手

授業科目の名称

別記様式第２号（その２の１）
（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

教 育 課 程 等 の 概 要

（工学部　建築学科）

科目
区分

備考

授業形態 専任教員等の配置

配当年次

単位数

工科の微積分１ 1前・後 2 ○ 兼17

工科の微積分２ 1後・2前 2 ○ 兼13

工科の微分方程式１ 1後・2前・後 2 ○ 兼13

工科の微分方程式２ 2後・3前 2 ○ 兼7

工科の線形代数１ 1前・後 2 ○ 兼17

工科の線形代数２ 1後 2 ○ 兼17

工科の確率統計 2前・後 2 ○ 兼8

基礎数学 1前・後 1 ○ 兼10

物理学Ａ 1前 4 ○ 兼2

物理学Ｂ 1前・後 4 ○ 兼7

物理学Ｃ 1前 2 ○ 兼9

電磁気学基礎 1前・後・2前・後 2 ○ 兼9

熱力学基礎 1後・2前・後 2 ○ 兼5

基礎物理Ａ 1前・後 1 ○ 兼4

基礎物理Ｂ 1前 1 ○ 兼3

物理実験 1前・後 2 ○ 兼20

化学 1後・2前 4 ○ 兼3

化学基礎 1前・後 2 ○ 兼10

基礎化学Ａ 1前・後 1 ○ 兼4

化学実験 1前・後・2後 2 ○ 兼6

ものづくり１ 2前・後 1 ○ 兼4

ものづくり２ 2前・後 1 ○ 兼4

小計（22科目） － 0 44 0 0 0 0 0 0 兼85

国際インターンシップ 4後 2 ○ 兼1

科学と倫理 2前 2 ○ 兼2

特許戦略 3前 2 ○ 兼1

小計（3科目） － 0 6 0 0 0 0 0 0 兼4

Ⅳ
主
専
攻
科
目

工
学
共
通
基
礎
科
目

－

工
学
関
連
科
目

－

基本計画書―21



必
　
修

選
　
択

自
　
由

講
　
義

演
　
習

実
験
・
実
習

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

授業科目の名称

別記様式第２号（その２の１）
（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

教 育 課 程 等 の 概 要

（工学部　建築学科）

科目
区分

備考

授業形態 専任教員等の配置

配当年次

単位数

応用化学数学 1後 2 ○ 兼1

電気電子工学概論 1前 2 ○ 兼12

建築デザイン入門 1前 2 ○ 1 1 1

建築の理数学 1前 2 ○ 3 1

機械工学概論 1前 2 ○ 兼11

宇宙利用技術 1後 2 ○ 兼5

大気圏科学 4前 2 ○ 兼1

医用生体工学概論 1前 2 ○ 兼1

小計（8科目） － 0 16 0 4 2 0 1 0 兼31

基礎情報処理 1前 2 ○ 兼4

小計（1科目） － 0 2 0 0 0 0 0 0 兼4

入門ゼミナール 1前 2 ○ 10 5 2

小計（1科目） － 2 0 0 10 5 0 2 0

建築デザイン演習１ 1前 4 〇 2 2 兼6 共同

建築デザイン演習２ 1後 4 〇 1 2 1 兼6 共同

建築デザイン演習３ 2前 4 〇 2 1 兼8 共同

建築デザイン演習４ 2後 4 〇 2 1 兼6 共同

建築デザイン演習５ 3前 4 〇 1 1 兼3 共同

建築デザイン演習６ 3後 4 〇 1 1 共同

デジタルデザイン演習 1後 2 〇 1 1 兼4

建築構造製図 3後 2 〇 兼1

小計（8科目） － 0 28 0 4 3 0 1 0 兼20

Ⅳ
主
専
攻
科
目

建
築
設
計
製
図
科
目

－

工
学
基
礎
科

目

－

建
築
入
門
科

目

－

工
学
分
野
横
断
基
礎
科
目

－
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手

授業科目の名称

別記様式第２号（その２の１）
（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

教 育 課 程 等 の 概 要

（工学部　建築学科）

科目
区分

備考

授業形態 専任教員等の配置

配当年次

単位数

空間計画 1後 2 ○ 1

建築計画Ａ 2前 2 ○ 1

建築計画Ｂ 2後 2 ○ 1

日本建築史１ 2前 2 ○ 1

日本建築史２ 2後 2 ○ 1

西洋建築史１ 2後 2 ○ 兼1

西洋建築史２ 3前 2 ○ 兼1

近現代建築史 3後 2 ○ 1

建築文化史 4前 2 ○ 1

まちづくり 3前 2 ○ 1

都市計画 3後 2 ○ 1

都市デザイン 4前 2 ○ 1

小計（12科目） － 0 24 0 3 2 0 0 0 兼1

建築法規 2前 2 ○ 1 1 兼1

小計（1科目） － 0 2 0 1 1 0 0 0 兼1

建築環境工学・演習 2前・後 4 ○ 3 1

建築環境計画・演習 3前 4 ○ 2 1

小計（2科目） － 0 8 0 3 1 0 0 0

建築設備 3前 2 ○ 1

建築設備計画 3後 2 ○ 1

建築設備設計演習 3後 4 ○ 2 兼2

小計（3科目） － 0 8 0 2 0 0 0 0 兼2

建築構造力学１Ａ・演習 1後 4 ○ 2

建築構造力学１Ｂ・演習 2前 4 ○ 2

建築構造力学２・演習 3前 4 ○ 1

建築構造解析・演習 3後 4 ○ 1

小計（4科目） － 0 16 0 2 0 0 0 0

構
造
力
学
科
目

Ⅳ
主
専
攻
科
目

建
築
計
画
科
目

建
築
設
備
科
目

建
築
法
規
科

目

－

－

－

建
築
環
境
工
学
科

目

－

－
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授業科目の名称

別記様式第２号（その２の１）
（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

教 育 課 程 等 の 概 要

（工学部　建築学科）

科目
区分

備考

授業形態 専任教員等の配置

配当年次

単位数

建築鉄筋コンクリート構造・演習 3前 4 ○ 1

建築鋼構造・演習 2後 4 ○ 1

建築耐震工学 3前 2 ○ 1

建築基礎構造 3後 2 ○ 兼1

小計（4科目） － 0 12 0 2 0 0 1 0 兼1

生産・構法実験 2前・後 2 ○ 1 1 兼2

建築材料 3前・後 4 ○ 1 1

小計（2科目） － 0 6 0 1 1 0 0 0 兼2

建築測量実習 1前・後 2 ○ 1 兼2

生産・構法 1前・後 4 ○ 1 1

建築施工 3後 2 ○ 兼1

小計（3科目） － 0 8 0 1 1 0 0 1 兼3

建築研修 3後 2 ○ 1 1

海外建築研修 2後 2 ○ 1 1

小計（2科目） － 0 4 0 2 1 0 0 0

建築専門演習 3後 2 ○ 10 5 2

卒業研究 4前 4 ○ 10 5 2

卒業論文・卒業設計 4後 4 ○ 10 5 2

小計（3科目） － 8 2 0 10 5 0 2 0

工学概論 2後 2 ○ 1 兼10

職業指導 4前 4 ○ 兼1

工業科教育法１ 3前 2 ○ 兼1

工業科教育法２ 3後 2 ○ 兼1

小計（4科目） － 0 10 0 1 0 0 0 0 兼12

－ 32 196 0 10 5 0 2 0 兼294

Ⅳ
主
専
攻
科
目

建
築
一
般
構
造
科
目

Ⅳ
主
専
攻
科
目

教
職
科
目

合計（97科目） －

－

－

卒
業
論
文
・
設
計
科
目

－

建
築
研
修
科
目

－

建
築
材
料
科
目

－

建
築
生
産
科
目

－
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授業科目の名称

別記様式第２号（その２の１）
（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

教 育 課 程 等 の 概 要

（工学部　建築学科）

科目
区分

備考

授業形態 専任教員等の配置

配当年次

単位数

１４週

１時限の授業時間 １００分

学位又は称号 学士（工学） 学位又は学科の分野 工学関係

卒 業 要 件 及 び 履 修 方 法 授業期間等

以下の合計で124単位以上修得する。
（履修科目の登録の上限：24単位（１学期））

□科目区分Ⅰ現代文明論   (必修科目)     　        2単位修得
□科目区分Ⅱ現代教養科目（必修科目）   　　　  　12単位修得
□科目区分Ⅲ英語科目　　（必修科目） 　 　        8単位修得
□科目区分Ⅳ主専攻科目　　　　　　     　    　　72単位修得
  （必修科目）　　10単位修得
　（選択科目）    62単位修得
□科目区分Ⅳの余剰、他学部・他学科科目を修得した単位
                                                 30単位修得
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　 合計124単位修得

１学年の学期区分 ２学期

１学期の授業期間
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授

准
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授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

現代文明論 2前 2 ○ 兼2

小計（1科目） － 2 0 0 0 0 0 0 0 兼2

人文科学 1前 2 ○ 兼7

社会科学 1前 2 ○ 兼8

自然科学 1後 2 ○ 兼7

小計（3科目） － 6 0 0 0 0 0 0 0 兼22

シティズンシップ 1前 1 ○ 兼5

ボランティア 1前 1 ○ 兼5

地域理解 1後 1 ○ 1 兼3

国際理解 1後 1 ○ 兼6 オムニバス

小計（4科目） － 4 0 0 0 1 0 0 0 兼15

健康・フィットネス理論実習 1前 1 ○ 兼13

生涯スポーツ理論実習 1後 1 ○ 兼16

小計（2科目） － 2 0 0 0 0 0 0 0 兼22

英語リスニング＆スピーキング 1前 2 ○ 兼26

英語リーディング＆ライティング 1後 2 ○ 兼28

小計（2科目） － 4 0 0 0 0 0 0 0 兼46

グローバルスキル 2前 2 ○ 兼30

アカデミック英語 2後 2 ○ 兼31

小計（2科目） － 4 0 0 0 0 0 0 0 兼52

Ⅲ
英
語
科
目

英
語
コ
ミ
ュ

ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
科
目 －

グ
ロ
ー

バ
ル
人
材

育
成
科
目

－

Ⅰ
現
代
文
明

論

－

Ⅱ
現
代
教
養
科
目

基
礎
教
養
科
目

－

発
展
教
養
科
目

－

健
康
ス
ポ
ー

ツ
科

目

－

別記様式第２号（その２の１）
（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

教 育 課 程 等 の 概 要

（工学部　土木工学科）

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 授業形態 専任教員等の配置

備考
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必
　
修

選
　
択

自
　
由

講
　
義

演
　
習

実
験
・
実
習

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

別記様式第２号（その２の１）
（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

教 育 課 程 等 の 概 要

（工学部　土木工学科）

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 授業形態 専任教員等の配置

備考

工科の微積分１ 1前・後 2 ○ 兼17

工科の微積分２ 1後・2前 2 ○ 兼13

工科の微分方程式１ 1後・2前・後 2 ○ 兼13

工科の微分方程式２ 2後・3前 2 ○ 兼7

工科の線形代数１ 1前・後 2 ○ 兼17

工科の線形代数２ 1後 2 ○ 兼17

工科の確率統計 2前・後 2 ○ 兼8

基礎数学 1前・後 1 ○ 兼10

物理学Ａ 1前 4 ○ 兼2

物理学Ｂ 1前・後 4 ○ 兼7

物理学Ｃ 1前 2 ○ 兼9

電磁気学基礎 1前・後・2前・後 2 ○ 兼9

熱力学基礎 1後・2前・後 2 ○ 兼5

基礎物理Ａ 1前・後 1 ○ 兼4

基礎物理Ｂ 1前 1 ○ 兼3

物理実験 1前・後 2 ○ 兼20

化学 1後・2前 4 ○ 兼3

化学基礎 1前・後 2 ○ 兼10

基礎化学Ａ 1前・後 1 ○ 兼4

化学実験 1前・後・2後 2 ○ 兼6

ものづくり１ 2前・後 1 ○ 兼4

ものづくり２ 2前・後 1 ○ 兼4

小計（22科目） － 0 44 0 0 0 0 0 0 兼33

国際インターンシップ 4後 2 ○ 兼1

科学と倫理 2前 2 ○ 兼2

特許戦略 3前 2 ○ 兼1

小計（3科目） － 0 6 0 0 0 0 0 0 兼4

工
学
関
連
科
目

－

工
学
共
通
基
礎
科
目

－

Ⅳ
主
専
攻
科
目
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別記様式第２号（その２の１）
（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

教 育 課 程 等 の 概 要

（工学部　土木工学科）

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 授業形態 専任教員等の配置

備考

応用化学数学 1後 2 ○ 兼1

電気電子工学概論 1前 2 ○ 兼12

建築デザイン入門 1前 2 ○ 兼3

建築の理数学 1前 2 ○ 兼4

機械工学概論 1前 2 ○ 兼11

宇宙利用技術 1後 2 ○ 兼5

大気圏科学 4前 2 ○ 兼1

医用生体工学概論 1前 2 ○ 兼1

小計（8科目） － 0 16 0 0 0 0 0 0 兼37

土木の数学 1前 2 ○ 2 1

土木の微積分 1後 2 ○ 1

小計（2科目） － 4 0 0 2 1 0 0 0

基礎情報処理 1前 2 ○ 兼2

プログラミングBASIC 1後 2 ○ 2

小計（2科目） － 2 2 0 0 2 0 0 0 兼2

工
学
基
礎
科
目

－

情
報
処
理
科
目

－

工
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目
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別記様式第２号（その２の１）
（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

教 育 課 程 等 の 概 要

（工学部　土木工学科）

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 授業形態 専任教員等の配置

備考

土木入門ゼミナール 1前 2 〇 6 3 1

土木基礎力学１（演習含む） 1前 2 〇 2

土木基礎力学２（演習含む） 1後 2 〇 2

数理統計学 2前 2 〇 1

土木解析学 2前 2 〇 1

土木基礎ゼミナール 2後 2 〇 6 3 1

土木実験 3前 2 〇 4 2 1 兼1

環境防災実験 3後 2 〇 1

土木工学演習Ａ 3前 2 〇 2 1

土木工学演習Ｂ 3後 2 〇 2

土木工学ゼミナール 3後 2 〇 6 3 1

土木設計製図 3後 2 〇 1 1 兼1

建設ＣＡＤ 4前 2 〇 1

卒業研究１ 4前 4 〇 6 3 1

卒業研究２ 4後 4 〇 6 3 1

小計（15科目） － 18 16 0 6 3 0 1 0 兼1

構造力学１（演習含む） 2前 4 ○ 1

構造力学２（演習含む） 2後 4 ○ 兼1

橋梁工学 3前 2 ○ 兼1

土木振動学 3前 2 ○ 兼1

小計（4科目） － 4 8 0 1 0 0 0 0 兼2

建設マテリアル 2後 4 ○ 1

コンクリート構造 3前 2 ○ 1

小計（2科目） － 0 6 0 1 1 0 0 0

構
造
科
目

－

材
料
科
目

－
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主
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別記様式第２号（その２の１）
（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

教 育 課 程 等 の 概 要

（工学部　土木工学科）

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 授業形態 専任教員等の配置

備考

水理学１（演習含む） 2前 4 ○ 1 1

水理学２（演習含む） 2後 4 ○ 1 1

海岸工学 3前 2 ○ 1

河川工学 3後 2 ○ 兼1

小計（4科目） － 4 8 0 1 1 0 0 0 兼1

上下水道工学 3前 2 ○ 兼1

水環境学 3後 2 ○ 兼1

エコマテリアル 3前 2 ○ 1

小計（3科目） － 0 6 0 1 0 0 0 0 兼1

土の力学（演習含む） 2前 4 ○ 1

地盤工学（演習含む） 2後 4 ○ 1 1

道路工学 3後 2 ○ 1

小計（3科目） － 4 6 0 2 0 0 1 0

土木施工 3前 2 ○ 1

メンテナンス工学 3前 2 ○ 1

建設マネジメント 3後 2 ○ 1 兼1

小計（3科目） － 0 6 0 1 0 0 0 0 兼1

測量学１ 1前 2 ○ 2

測量学２ 1後 2 ○ 1 1

測量実習 2前 2 ○ 1 1

地形情報処理学 3後 2 ○ 1

小計（4科目） － 0 8 0 2 1 0 0 0

環
境
科
目

水
工
科
目

－

Ⅳ
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別記様式第２号（その２の１）
（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

教 育 課 程 等 の 概 要

（工学部　土木工学科）

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 授業形態 専任教員等の配置

備考

都市・地域計画 3前 2 ○ 1

交通計画 3前 2 ○ 1

シビックデザイン 3後 2 ○ 1

小計（3科目） － 0 6 0 1 1 0 0 0

工学概論 2後 2 ○ 1 兼10

職業指導 4前 4 ○ 兼1

工業科教育法１ 4前 2 ○ 兼1

工業科教育法２ 4後 2 ○ 兼1

小計（4科目） － 0 10 0 1 0 0 0 0 兼12

－ 58 148 0 6 3 0 1 0 兼271

卒 業 要 件 及 び 履 修 方 法 授業期間等

以下の合計で124単位以上修得する。
（履修科目の登録の上限：24単位（１学期））

□科目区分Ⅰ現代文明論   (必修科目)        　　　        2単位修得
□科目区分Ⅱ現代教養科目（必修科目）          　　　  　12単位修得
□科目区分Ⅲ英語科目　　（必修科目）       　　　        8単位修得
□科目区分Ⅳ主専攻科目　　　　　　        　　　    　　72単位修得
  （必修科目）　　36単位修得
　（選択科目）    36単位修得
□科目区分Ⅳの余剰、他学部・他学科科目を修得した単位　　30単位修得
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　        合計124単位修得

１学年の学期区分 ２学期

１学期の授業期間 １４週

１時限の授業時間 １００分

合計（96科目） －

学位又は称号 学士（工学） 学位又は学科の分野 工学関係

計
画
科
目

－

教
職
科
目

－

Ⅳ
主
専
攻
科
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授業科目の名称 講義等の内容 備考

現代文明論

　この科目は東海大学に学ぶすべての学生が、建学の精神を理解し自らの思想を培
うために開講される。すなわち歴史や世界への見識を高め、人類社会のあり方を見
直すことを通じて、地球規模で深刻化する困難な事態にあっても、時代を開拓しよ
うとする力強い思考や意欲を養うことを目的としている。理系、文系の枠を超え
て、現代の課題の根源を探るために不可欠な歴史的・系譜的な認識を深め、それを
多様な角度から読み解く思考法を身につけるとともに、人間的価値に基づいた倫理
観によって未来を選択しうることを学ぶ。

入門ゼミナールＡ

　本授業は１年次生を対象とした全学共通のゼミナール形式の初年次教育科目であ
る。「大学での学び方」を学ぶことを目的とし、４年間の計画的な学習スケジュー
ルを構築しつつ、ノートの取り方や情報収集の方法、情報リテラシー、図書館の利
用方法といった、大学生活を送るうえで必要なアカデミックスキルの基礎的能力・
知識をまずは養っていく。さらに特定のテーマについて個人の関心に応じた調査・
発表といった演習を通じ、学生個別の学問的関心を喚起させ、自分自身が持つ興味
や関心を正しく探求し表現していく方法を学ぶ。

入門ゼミナールＢ

　本授業は１年次生を対象とした全学共通のゼミナール形式の初年次教育科目であ
る。「入門ゼミナールＡ」で培った個人的関心から生じた問いを、より公共的・普
遍的な問いへ変換させる能力を養うことを目的とする。具体的にはクリティカル
リーディング、レポートのまとめ方の学び、グループ演習・発表を通じて、「スキ
ルの向上」を目指すと同時に、所属学科における専門分野の基礎的知識や問題点に
対しての取り組み方、倫理観などの育成を通じて、本学が育成を目指す、自ら考
え、集い、挑み、成し遂げていく力を身に付けるための学び方と姿勢を醸成してい
く。

シティズンシップ

　現代社会においては、思想信条、宗教、人種、民族、文化、性別、国籍等の異な
る様々な人々が相互に関わりながら暮らしている。背景の違いはあっても、共同体
に参加する人々のことを市民（シティズン）と呼ぶ。この科目では、「シティズン
シップ（市民性）」の観点から、多様な人々が民主政治の担い手である市民とし
て、意見の違いを乗り越え、相互の人権を尊重しあえる社会を形成するにはどうす
ればよいかを考えることを目標とする。参加型授業を通じ、社会の様残な課題につ
いて話し合い、周囲と協同しつつ解決方法を考えることで、社会参加のあり方を学
ぶ。

地域・国際理解

　人は日々、ある地域で様々なひと・もの・ことに支えられながら生活している。
豊かな生活を営むために、地域で仲間をつくり、議論し、協同し、基盤となる豊か
な地域を持続させていく必要がある。一方、現代の地域社会はグローバル化の波に
されされ、遠く離れた地域ともひと・もの・ことを介して緊密に連動するように
なっている。この科目では、自らが暮らす地域社会と国際社会の現実を見つめ、多
様な人々の視点に立ち、地域社会・国際社会の様々な課題を発見し、その解決につ
いて考える。さらに、コミュニティにおける自らの役割を認識することを目標とす
る。

現代教養講義

　現代教養とは、人々が現在の複雑化した文明社会を生きるために必要な知識であ
る。情報技術の発展や経済活動のグローバル化など、急激な社会的変化にされされ
る一方、気候変動や階級格差など、様々な問題解決を迫られている。こうした現代
社会の中でより良く生きるため、高度に専門化した現代の科学的知識について、そ
の枝葉にとらわれず本質をつかみ、学ぶ必要がある。この科目は教員自身が現在取
り組んでいる研究について講義する。文理融合的な幅広い視野を重視しつつ、現代
の新たな研究知見を学び、幅広い知識と視野を養う。

健康・フィットネス理論実習

　本授業では、生涯を通じて活力あるライフスタイルを形成するための理論と実践
方法を講義と実習を通して学習する。また、健康・体力面だけでなく、仲間ととも
に身体活動を通しての「友達づくり」や「仲間との信頼関係づくり」を体験し、コ
ミュニケーション能力の向上をねらいとする。具体的には、健康的な生活習慣を身
につけることに重点を置き、健康に関する理論や重要性を理解するとともに、自己
の体力に応じたフィットネスの実践能力を習得する。

生涯スポーツ理論実習

　本授業では、生涯を通じて活力あるライフスタイルを形成するための理論と実践
方法を講義と実習を通して学習する。また、健康・体力面だけでなく、仲間ととも
に身体活動を通しての「友達づくり」や「仲間との信頼関係づくり」を体験し、コ
ミュニケーション能力の向上をねらいとする。具体的には、生涯を通じたスポーツ
ライフスタイルの獲得に重点を置き、スポーツの”おもしろさ”や”大切さ”など
を学び、ライフステージに応じたスポーツの楽しみ方と実践能力を習得する。

別記様式第２号（その３の１）

（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

（建築都市学部　建築学科）
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授業科目の名称 講義等の内容 備考

別記様式第２号（その３の１）

（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

（建築都市学部　建築学科）

科目
区分

英語リスニング＆スピーキング

　国際化時代の今日、日本国内外を問わず言語や価値観そして文化の異なる人々と
英語を使って意思疎通をはかることの重要性がさらに高まっている。その中での課
題に柔軟に対応し、問題を解決するための実践的英語コミュニケーション能力の基
盤を作ることを目標とする。学習者の英語力に合わせて効率よく学習できる習熟度
別クラス編成で、多様な種類の英語を理解するリスニング力と、自分の意志を適切
に表現するためのスピーキング力を相互に関連させながら、総合的に英語力の向上
を図る。

英語リーディング＆ライティン
グ

　国際化時代の今日、日本国内外を問わず言語や価値観そして文化の異なる人々と
英語を使って意思疎通をはかることの重要性がさらに高まっている。その中での課
題に柔軟に対応し、問題を解決するための実践的英語コミュニケーション能力の基
盤を作ることを目標とする。学習者の英語力に合わせて効率よく学習できる習熟度
別クラス編成で、多様な種類の英語を理解するリーディング力と、自分の意志を適
切に表現するためのライティング力を相互に関連させながら、総合的に英語力の向
上を図る。

建築の理数学

（概要）建築物は内外に快適な環境を提供するとともに、そのもの自身の重さや地
震などの外乱に耐えるように設計されている。このような機能を建築物にもたせら
れるようにするには、数学・物理の知識を得るだけでなく、それらを用いてモデル
化し評価する能力を、｢建築の基礎｣として修得することが求められている。
　本講義は、建築の実務に日常的に登場する数理現象について理解することを目的
にしている。そのため、工科系で扱う数学全般から建築に関わる部分のみを抽出し
た内容とする。

(オムニバス方式／全14回)

(4　諸岡　繁洋／7回)
　単位・有効数字、三角関数、建築に関する三角関数、数式の基礎、連立方程式と
行列、バネののびについて扱う。
(6　山本　憲司／7回)
　ベクトル、微分、積分、平面角と立体角、指数関数、対数関数について扱う。

オムニバス方式

建築デザイン演習１（設計製図
基礎）

　いずれの建築専門分野を学ぶうえでも必須となる建築図面の理解・作成に関する
基礎的な知識に対して、まずは体験し自ら取り組んでいく科目である。｢建築の基
礎｣に属する体験型の演習科目であり、自らの考えやアイデアを具現化していく方
法を身に付けていく。
　演習では将来建築に携わるうえでの基本的な造形感覚や表現技術の手法を学ぶ。
そのうえで建築空間を計画・設計する際の共通言語となる図面の基礎的表現を身に
付け、図面(2次元)と立体空間(3次元)の関係を読み取る能力と、空間計画の基本と
なるスケール感を養う。

建築デザイン演習２（空間基礎
造形）

　いずれの建築専門分野を学ぶうえでも必須となる建築図面の理解・作成に関する
基礎的能力を習得する、｢建築の基礎｣に属する演習科目である。｢建築デザイン演
習１(設計製図基礎)｣で学んだ建築空間の表現手法を基として、自分自身の発想を
かたちあるデザインへと繋げていく演習を行う。
　演習では課題に応じた小空間の構想などの具体的なデザインを実践し、造形感覚
やスケール感を養うとともに、建築空間の構成とディテールを理解する。提案作
業、エスキス作業、提出物作成、講評というプロセスが繰り返され、課題ごとに定
められた期限のなかで作品制作を行う。

建築デザイン演習３（住宅建築
設計）

　｢建築計画｣における建築設計につながる技術を基礎的に学ぶ、｢建築の基礎｣に属
する演習科目である。｢建築デザイン演習２(空間基礎造形)｣までに学んだ空間把握
能力や表現方法等を基として、自分自身の発想を具体的な建築設計へと繋げていく
演習を行う。
　演習では住宅や集合住宅などの住まうことを対象とした身近な建築プログラムを
解きながら、地域性・社会性などをふまえて設計を進める。提案作業、エスキス作
業、提出物作成、講評というプロセスが繰り返され、課題ごとに定められた期限の
なかで作品制作を行う。

デジタルデザイン演習

　本演習は、建築図面作成を効率化するCAD(コンピュータ支援設計)について学
ぶ、｢建築の基礎｣の科目である。
　演習では、CADを用いて設計を進めていくための様々な手法について概説すると
ともに、事前に与えられる住宅・建築物の設計課題を汎用の建築CADソフトを用い
て授業内で製作する。多くの設計者や企業が業務で実際に用いているソフトを使用
する。
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授業科目の名称 講義等の内容 備考

別記様式第２号（その３の１）

（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

（建築都市学部　建築学科）

科目
区分

建築デザイン入門

（概要）本講義は、学科が修得させる3つの専門力のうち、特に｢建築計画｣および｢
地域デザイン｣の概要科目に位置付けられる。
　過去の建築デザインを概観することは、意匠設計・計画に限らず史学やまちづく
りなど多岐にわたる観点に触れることができる。講義では具体的な建築作品を取り
上げ、デザインの特徴や設計思想などを詳述し、建築を考えるうえで必要な建築を
見る｢眼｣と考える｢核｣を養う。

（オムニバス方式／全14回）

(2　小沢　朝江／4回)
　建築史学の立場から、20世紀以降の日本の建築作品を中心に取り上げ、そのデザ
インの特徴、建築家の設計思想、採用された技術、背景にある時代性・社会性を詳
述する。
(14　野口　直人／5回)
　建築設計の立場から、現代の日本の建築作品を中心に取り上げ、そのデザインの
特徴、建築家の設計思想、採用された技術、背景にある時代性・社会性を詳述す
る。
(11　十亀　昭人／5回)
　建築計画の立場から、各回ごとにテーマを設定し、国内外の建築を取り上げなが
ら、その建築思想や社会性について講義する。

オムニバス方式

空間計画

　本講義では、｢建築の基礎｣の中でも重要なテーマといえる建築設計時の面積規模
の適正な設定手法や、人間工学的な要求条件などの概要について学び、空間計画の
基礎、及びその応用手法について学習していく。
　｢建築計画｣につながる主要なテーマとも言えるこのような講義を通して、今後学
んでいく建築学についての基礎的な知識を得るだけでなく、将来、建築技術者とし
て活躍するために必要となる基本的職能・資質を修得することを目的とする。

建築計画Ａ

　本講義では、｢建築の基礎｣となる集落・集合住宅、教育施設、生涯学習・コミュ
ニティ施設等の今日的課題や今後の対応等を考究することを目的とする。
　世界・日本のさまざまな風土・地形と集落立地、家族と住居形式の関係、特色あ
る各種教育施設、生涯学習・コミュニティ施設事例等を話題に取り挙げながら、｢
建築計画」へつなげる要点と実例を紹介する。また、講義内容と関連した各種建築
実例のフィールドワーク課題を出題し、フィールドワークでの調査・分析・考察等
を通して関連する建築の計画・設計上の課題、今後の対応等を考究する。

日本建築史１

　建築史を学ぶ意味は、過去そのものを知ることではなく、現在の建築の位置付け
を過去から問い直し、正しく把握することにある。特に住宅は、人の生活と平面・
意匠の選択の関係が最も明確に示される存在であり、それを取り巻く都市・集落の
構成、社会構造の変化、技術の進歩とも深く関係する。
　本講義では、日本の住宅と都市の歴史を概観することにより、建築に対する視野
を広げ、設計等に取り組むための｢建築の基礎｣を固めることを目標とする。

西洋建築史１

　建築の創造は、個人の発想と才能だけから生まれるものではなく、先人たちが試
みた様々な教訓と実験を基礎として展開された。このため、すでに存在している歴
史的建造物を空間体験し、その感動を呼ぶ要因や背景を分析することが重要であ
る。
　本講義は、ヨーロッパの古代から中世を中心に、人間社会の活動の結晶である歴
史的な建築や都市が、どのように発達・多様化し、人間社会にとってどのような意
味をもってきたかについて考察し、設計等に取り組むための｢建築の基礎｣を固める
ことを目標とする。

住宅論

　住宅は最も身近に接する建築であり、住宅の事例を通じて設計・デザインについ
て学ぶことは、建築計画において基礎となる重要な事柄である。本講義は｢建築の
基礎｣のなかでも、初歩的な共通認識としてすべからく習得すべき科目である。実
際に設計を行う建築デザイン演習とあわせて履修することを望む。
　さまざまな住宅のデザインの事例を写真や図面で紹介しながら、初歩的なデザイ
ンの考え方や手法を機能・空間・形に着目して解説する。各自の設計手法確立の一
助となることを期待する。

建築法規

　建築基準法は、建築物等に関する基本法であり、建築物の安全性と良好な環境衛
生条件確保のための最低基準等を定める。1950年の制定以降、地震・大火等の大災
害、建築技術の進歩等の社会情勢の変化に合わせて改正され、複雑かつ難解な構成
となった。
　本講義では、将来建築に携わる者に不可欠な｢建築の基礎｣として、建築基準法に
おける建築行為に関わる諸手続き、建築物の敷地・構造・建築設備に関する規定
(単体規定)、都市計画等に関する規定(集団規定)について知識を修得し、その根拠
や意味に関する理解を深めることを目標とする。
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授業科目の名称 講義等の内容 備考

別記様式第２号（その３の１）

（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

（建築都市学部　建築学科）

科目
区分

建築構造力学１Ａ・演習

　本演習は力学系の科目の初等部分に位置し、静定構造と呼ばれる力の釣合条件式
だけで解くことのできる構造物を扱う。実際の構造物は不静定構造である場合が多
いが、静定構造の力学は構造系科目の基本となるものであり、｢建築の基礎｣として
習得すべき重要な科目である。
　本演習では、まず構造物の力の釣合状態について理解することから始め、構造物
の支持反力や、梁や柱などの部材の中に生じる断面力(軸力・せん断力・曲げモー
メント)を、力の釣合により求める方法について学ぶ。

建築構造力学１Ｂ・演習

　地震や台風に対して建築物は安全でなければならない。建築物は、耐えられる強
度を超える負担がかかる、あるいは、過剰に変形すると、機能が確保出来なくな
る。強度を向上させたり変形を小さくする為には、部材の断面形状を工夫すること
が有効であり、強度や変形に断面形状がどのように関わるか学ぶことは｢建築の基
礎｣として重要である。
　本演習では、まず応力度に関わる係数が断面の形状・寸法から求められることを
理解し、その後、それらの係数を用いて応力度を求める方法を学ぶ。また、各係数
を用いて部材の変形量を算定する手法について学ぶ。

生産・構法Ａ

　本講義は、学科が修得させる3つの専門力のうち、特に｢建築工学｣の概要科目と
位置付けられる。
　建築物の生産プロセスや構法を理解することは、構造・材料や施工に限らず、設
備や環境など多岐にわたる観点に触れることができる。「生産・構法Ａ」では、ま
ず生産プロセスや関連業務・技術の内容を概説する。その後、建築の下部構造であ
る基礎と代表的な上部構造様式である鉄筋コンクリート造建築について、主に構法
や材料の観点から解説する。

生産・構法Ｂ

　本講義は、学科が修得させる3つの専門力のうち、特に｢建築工学｣の概要科目と
位置付けられる。
　建築物の生産プロセスや構法を理解することは、構造・材料や施工に限らず、設
備や環境など多岐にわたる観点に触れることができる。「Ｂでは、代表的な上部構
造様式である木構造・鋼構造建築について、主に構法や材料の観点から解説する。
さらに、最新の構法や材料についても紹介する。

生産・構法実験

　実際の建築材料に触れ、現象を身近に観察することは、原理の直感的な理解に結
びつき、アイディアを触発するきっかけになる。｢建築の基礎｣に属する本実習で
は、実験とレポート作成を通じ、これまでの講義で学んだ理論を実践理解する。実
験実施での段取りや遂行力、結果の考察での分析能力や発想力、レポート作成での
文章力やプレゼン技術の習得は、建築のいずれの分野を学ぶうえでも必須の、基礎
的な素養となる。
　実験内容は、大きく、基礎物性試験、構造材料試験、構造試験の3種である。

建築環境工学・演習

　建築環境の計画・設計において、最適な形状、配置、材料の組み合わせなどは、
理論的に説明が可能である。本演習は、建築環境を工学的に理解するための基礎的
な知識を学ぶ科目である。
　本演習で学ぶ分野は、主として人間と建築を取り巻く自然環境との関係であり、
具体的な数値を使って問題を解きながら、人と建築のまわりで起こる現象を定量的
に理解する。本演習は｢建築設備｣の基礎となる科目であり、自然エネルギーを有効
利用したZEH(ゼロエネルギーハウス)などの設計計画にも不可欠の知識である。

建築設備

　建築設備とは、冷暖房、換気、照明、給排水などのシステムのことであり、建築
物内で快適かつ健康に活動するための環境を創出し維持する機能を担っている。本
講義では、｢建築環境工学・演習｣で学んだ物理現象を健康・快適性の観点から制御
する基本技術を学ぶ科目である。
　本講義では、建築設備の具体例や基礎理論について、｢建築工学｣の｢建築設備計
画｣｢建築設備計画・演習｣へと発展してゆくうえで最低限必要となる知識・考え方
を解説する。
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授業科目の名称 講義等の内容 備考

別記様式第２号（その３の１）

（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

（建築都市学部　建築学科）

科目
区分

建築デザイン演習４（公共建築
設計Ａ）

　｢建築計画｣において重要となる建築設計をより専門的に学ぶ演習である。「建築
デザイン演習３(住宅建築設計)」までに学んだ建築設計における基礎的な考え方と
その表現方法を基として、自分自身の発想をより具体的な建築設計へと繋げてい
く。
　演習では小規模な公共建築を対象とした複雑な機能が要求される建築プログラム
を解きながら、地域性・社会性・公共性をふまえて設計を進める。提案作業、エス
キス作業、提出物作成、講評というプロセスが繰り返され、課題ごとに定められた
期限のなかで作品制作を行う。

建築デザイン演習５（公共建築
設計Ｂ）

　｢建築計画｣において重要となる建築設計をより専門的に学ぶ演習である。「建築
デザイン演習４(公共建築設計Ａ)」までに学んだ建築設計における考え方と提案技
術を応用して、自分自身の発想をより高度な建築設計へと繋げていく。
　演習では中規模な公共建築を対象とした複雑な機能が要求される建築プログラム
を解きながら、地域性・社会性・公共性をふまえて設計を進める。提案作業、エス
キス作業、提出物作成、講評というプロセスが繰り返され、課題ごとに定められた
期限のなかで作品制作を行う。

建築デザイン演習６（提案型建
築設計）

　｢建築計画｣において重要となる建築設計をより専門的に学ぶ演習である。「建築
デザイン演習５(公共建築設計Ｂ)」までに学んだ建築設計における応用的な考え方
と提案技術を駆使して、自分自身の発想を社会的提案性のある建築設計へと繋げて
いく。
　演習では自ら建築プログラムや敷地などの条件を設定し、地域性・社会性・公共
性をふまえて設計を進める。提案作業、エスキス作業、提出物作成、講評というプ
ロセスが繰り返され、課題ごとに定められた期限のなかで作品制作を行う。

建築計画Ｂ

　本講義では、各種公共施設が直面する今日的社会状況と｢建築計画｣上の課題や今
後のあり方等を考究することを目的して、施設の機能・用途別に話題性のある計
画・設計実例を紹介しながら、計画・設計プロセスにおいて必要となる建築知識、
技能・技術等について講述する。
　講義では各種演習・フィールドワークなどを通して、各種公共施設の計画・設計
上の要点と実例を紹介する。取り挙げる具体的施設としては、博物館・美術館・劇
場等の芸術文化施設、病院・高齢者施設などの医療・福祉施設、商業・業務・行政
施設、およびそれらの複合施設などとする。

日本建築史２

　日本建築の最大の特徴は木造に特化する点にあり、その長所を活かし、構造上の
短所を補いながら、独自の空間を創造してきた。社寺建築においては、宗教上の理
論や用法の変化に応じるため、独特の空間を育まれた。一方、近代には洋風建築の
導入、新素材・新技術の採用により、時代の要請に応じた新たな空間が創造され、
伝統的な和風建築もまたその影響を受けた。
　本講義では、日本建築の技術と空間の歴史を古代から近代を通して概観し、｢建
築計画｣に関する専門的視野を広げることを目標とする。

西洋建築史２

　建築の創造は、先人たちが試みた様々な教訓と実験を蓄積として展開されてき
た。本講義は、｢西洋建築史１｣に続き、ヨーロッパのルネサンスから近代までを中
心に、人間社会の活動の結晶である歴史的な建築や都市が、どのように発達・多様
化し、人間社会にとってどのような意味をもってきたかを考察する。
　将来的に建築に関わるプロフェッショナルとして、様式、意匠、技術、都市や住
宅のプランニングの多くの具体例に触れ、｢建築計画｣に関する素養を身につけると
同時に、現代の建築・都市のあり方を歴史的観点から相対化できるようにすること
を目標とする。

建築文化史

建築や都市を単なる技術や経済的な産物としてみなすのではなく、人間の文化的
な所産として捉えることは、広い範囲を有する建築領域において、その基盤となる
思想を培っていくうえで重要だと考える。

本講義では、視覚芸術としての建築の歴史を18世紀の美学概念の誕生を中心に概
観し、｢建築計画｣に関する専門的視野を広げることを目標とする。具体的には、空
間としての建築、時間としての建築、変化複合としての建築の3つの側面から、15
世紀のルネサンスから21世紀のAIまでを対象として、文化としての建築の可能性を
解説する。

近現代建築史

21世紀を生きる我々にとって、現代社会の基盤となった19世紀から始まった近代
思想によって誕生した近現代建築とはどのようなものであったのかを知ることは、
これからの建築と都市を考えるうえで、極めて重要だと考える。

本講義では、20世紀を中心とした比較的新しい時代における建築と都市を概観
し、｢建築計画｣に関する専門的視野を広げることを目標とする。具体的には、建築
家、技術、保存の3つの側面から、近現代建築の特徴を理解し、時代と社会と文化
の潮流との関係をひもときながら、これらかの建築にとって何が重要かを考えてい
く。
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授業科目の名称 講義等の内容 備考

別記様式第２号（その３の１）

（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

（建築都市学部　建築学科）

科目
区分

地域まちづくり

　まちづくりとは、身近な住環境を対象に、市町村や住民が主体となって市街地や
生活空間の理想像を計画・実現するものである。このため、都市計画に基づく空間
計画などハードの側面と共に、行政・事業者・住民の合意形成、地域社会のルール
づくりなどソフトの視点も必要とされる。特に近年は少子高齢化社会を背景に、安
心して住み続けられる地域に根ざした住環境づくりが求められている。
　本講義では、｢地域デザイン｣の基礎的知識として、現代の都市計画のしくみと参
加型まちづくりの実例を概説し、将来建築に携わるうえでの地域・まちとの関わり
方の素地を養う。

都市計画

　近代の都市計画および建築法制度は、交通・安全・防災・衛生上の最低基準の環
境を確保しつつ市街地形成を規制・誘導するしくみとして役割を果たしてきた。
　本講義では、現実に都市の表層として表れる建築形態、市街地形態、街並み、建
築・都市景観、土地利用の様相と、近代都市計画及び建築法制度との関係を具体的
に検証し、建築基準法及び都市計画法の効果と課題について学ぶ。｢建築法規｣の応
用版、かつ｢地域デザイン｣の専門領域に当たる講義であり、建築・都市計画実務者
として、建築や地域環境への関わり方を考える基盤を形成する。

都市デザイン

　建築設計の実務では、建築だけでなくその周辺環境を十分に考慮することが求め
られる。本講義は、建築設計に必要な周辺環境および建築の関連領域として、都市
デザインとランドスケープの手法を学ぶものである。都市計画では都市を構成する
建築群の景観構成や環境計画、ランドスケープでは土地に起因する風景のほか、環
境資源や歴史的要素、造園、建築群など景観を構成する様々な要素が対象とされ
る。
　本講義は、｢地域デザイン｣の多様な視点から都市デザインを俯瞰し、地球環境と
建築・都市環境の共存について考える手がかりとしたい。

地域デザイン・演習

 近年、地域の歴史や文化、風土に根ざした町並みや良好な景観づくりへの要求の
高まりから、歴史まちづくり法の制定や重要文化的景観の導入など法的整備が進ん
でいる。本演習では、地域特性や歴史的文脈を踏まえた地域再生や、歴史的町並み
の保全・再生等の計画技術を体験的に学ぶことを目的とする。演習では、実在の地
域を対象に、フィールド調査、地域資源発掘のためのワークショップ、法制度や施
策の検討、保全・再生計画の策定、住民等へのプレゼンテーションにグループで取
り組み、｢地域デザイン｣における実践的手法を体得する。

公共政策学

　公共政策どは、社会の公的な問題に対して、地方自治体や国をはじめ、NPOや
NGO、住民などが担うさまざまな方針や施策、事業であり、社会基盤の整備や利活
用による都市づくりも公共政策の一つである。公共政策は、公共に関わる多くの分
野を対象とし、政策課題の発見・設定、政策案の形成、政策決定、政策実施、政策
評価の各段階に分けることができる。
　本講義は｢地域デザイン｣の専門領域に当たる講義であり、社会資本整備に携わる
技術者にとって重要な公共的政策について、政治学、経済学、観光学の側面から学
ぶとともに、海外との政策の比較から日本における公共政策はどんなものかについ
て学ぶ。

地域マネジメント

　人口減少時代に移行した日本の公共施設のあり方は社会の大きなテーマである。
土木分野では老朽化した都市インフラの維持管理と更新・再編、建築分野では少子
高齢化に伴う公共建築ストックの複合化・再配置・縮減と維持管理、また地域政
策・地域経済面では財政健全化に向けた新たな方策等が模索・試行されている。
　本講義では｢地域デザイン｣の視点、すなわちハード面での都市・建築施設の再編
整備・更新、ソフト面での維持管理・運営のあり方について、実践事例を交えなが
ら課題提起と方策を考究する。
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授業科目の名称 講義等の内容 備考

別記様式第２号（その３の１）

（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

（建築都市学部　建築学科）

科目
区分

建築構造力学２・演習

　「建築構造力学１Ａ・演習」および「建築構造力学１Ｂ・演習」では主に静定構
造を対象に力学を学んだが、この演習では力の釣合のみでは解くことのできない不
静定構造の力学について学ぶ。｢建築工学｣として構造設計に必要となるより専門性
の高い力学の知識や理解力を養う。
　不静定構造を解くには構造物の剛性、変形を知る必要がある。前半では直線部材
の変形のし方を理解し、任意骨組の変形を求める解法として仮想仕事の原理につい
て学ぶ。後半では不静定構造の解法として、単位荷重法とたわみ角法の二つを学
ぶ。

建築構造解析・演習

　建築構造学は、建築物自身の荷重ばかりでなく、地震荷重等を含めた様々な外力
に対して構造物の力学的安全性を検討するうえで最も重要な学問である。「建築構
造力学１Ａ・演習」および「建築構造力学１Ｂ・演習」において、柱や梁等の線材
の力学を学び、骨組構造を対象とした力学基礎理論を学んだ。本演習では、｢建築
工学｣として構造設計に必要となる、平面的な広がりを持つ2次元的構造部材並びに
3次元的な空間構造の力学における基礎理論について理解を深める。
　演習では、実際の構造設計で必要とされる壁板、床板、折板、曲板等の幅広い構
造理論を理解するための基礎的能力を学ぶ。

建築鉄筋コンクリート構造・演
習

　鉄筋コンクリート構造とは、鉄筋とコンクリートが材料特性を生かして相互に弱
点を補う複合構造である。我が国では、この構造が土木建築分野で数多く用いられ
ているため、特性を理解することは｢建築工学｣として重要である。
　演習では、まず、鉄筋とコンクリートの複合体として力に抵抗するしくみを理解
し、次いで、梁・柱・床・壁・基礎といった建築物の構成部材について、加わる力
に対して補強すべき鉄筋の配置方法を学ぶ。例題、課題を通じて鉄筋コンクリート
構造の部材の設計法を体得することが目標である。

建築鋼構造・演習

　鉄骨構造は、鉄筋コンクリート構造と並ぶ主要な構造のひとつであり、この構造
の基本的な専門知識について学ぶ。｢建築工学｣の科目であるが、学生の将来の専門
分野に関わらず、この構造の特性を理解しておくことが望ましい。
　鉄骨構造は鋼材の特徴から、構造力学で学んだ解法によって骨組の応力や変形が
精度良く予測できるので、構造力学と構造設計の結びつきが理解しやすい構造であ
る。演習では、構造力学を復習しつつ、鉄骨構造特有の、鋼材の性質、接合方法
(ボルト接合、溶接接合)、圧縮材の曲げ座屈、部材の設計について順に解説する。

建築耐震工学

　本講義では、｢建築工学｣として、建築物が地震時にどのように振動するのかを知
り、それをどのように考え・対処しているかを学ぶ。
　はじめに、過去の地震と地震被害および地震の発生機構から地震動の性質とその
表し方を学ぶ。続いて、基本となる一層建築物の振動について理解し、その後、耐
震設計に必要な地震荷重の考え方を学ぶ。また、近年多用されるようになっている
制震・免震構造について、その構成要素(ダンパー、アイソレーターなど)ととも
に、基本的考え方を学習する。

建築基礎構造

　建築物は基礎を介して地盤に支えられている。したがって、地盤の工学的性質や
建築基礎の設計法に関する知識は、安心安全な建築物を設計・施工するうえで重要
である。本講義は、建築構造および材料・施工分野の知識をベースとして概念や理
論と現場を融合させる、｢建築工学｣に属する科目である。
　本講義では、はじめに、土質試験法、地盤調査法を通して土の物理的・力学的性
質について解説する。つづいて、地盤の支持力と建築物規模に応じた基礎の設計法
や、基礎地盤被害として代表的な地盤沈下や液状化のメカニズムと対策について解
説する。

建築構造製図

　建築物を造るうえで必要となる設計図書には意匠図、構造図、設備図がある。こ
れらの図面は設計者の意志を他部門に伝える言語に相当する伝達手段となるので、
その図面に何が描かれているかが正確に読みとれなければ建築物の施工はできな
い。この演習では建築の基礎で学んだ知識を用い、｢建築工学｣として特に構造図の
描き方、読み方について学ぶ。
　本演習では、鉄筋コンクリート構造および鉄骨構造の構造図の作成を通して、構
造図の描き方、読み方を体得する。伏図、軸組図、構造詳細図、断面表などの意味
するところを理解し、表現できることが目標である。

建築施工

　本講義では、建築現場で個々の建築物を実際に作りあげる施工実務の基本を学
ぶ。｢建築工学｣を学ぶ者のなかでも、施工現場や関連する事業に将来携わることを
希望する者は特に、習得することが望ましい。
　建築の施工現場では最先端技術が惜しみなく用いられており、専門化が進んでい
ることから、実際の現場実務に携わっている企業の人材を非常勤講師として招聘
し、施工計画、工法、施工管理での具体的な手法を解説する。さらに、最新の施工
技術についても紹介する。
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授業科目の名称 講義等の内容 備考

別記様式第２号（その３の１）

（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

（建築都市学部　建築学科）

科目
区分

建築測量実習

　建築で扱う測量には、現地の状況を把握する敷地測量と設計図から決定した点を
施工中の建築物に設けるための工事測量がある。｢建築工学｣として、これらの測量
を行うための測量機器の操作方法およびデータ処理方法の学習が実習の目標であ
る。
　本実習では、少人数グループで、平板測量と水準測量およびトランシット測量の
3種類を扱う。実際に各測量が敷地測量および工事測量にどのように関わるのかを
学ぶ。また、実習後には、演習を実施し、各測量方法と測量機器の操作方法の理解
を深める。

建築材料Ａ

　建築材料は、大きく構造材料と仕上げ材料に分類される。構造材料は、名前のと
おり構造設計に密接に関連し、仕上げ材料は、意匠設計および設備設計に密接に関
連する。すなわち、本講義は、｢建築工学｣を学ぶ者にはもちろん、｢建築計画｣を学
ぶ者にとっても、素養として習得すべき科目である。
　本授業では、現代建築の代表的な構造材料である、木材・鋼材・コンクリートに
ついて、物性や力学的特性を解説する。

建築材料Ｂ

　建築材料は、大きく構造材料と仕上げ材料に分類される。構造材料は、名前のと
おり構造設計に密接に関連し、仕上げ材料は、意匠設計および設備設計に密接に関
連する。すなわち、本講義は、｢建築工学｣を学ぶ者にはもちろん、｢建築計画｣を学
ぶ者にとっても、素養として習得すべき科目である。
　本授業では、仕上げ材料について概説する。仕上げ材料には極めて多種多様な素
材を複合して使用するため、個々の素材の物性や力学的特性に加え、複合された部
位・機能の観点からも解説する。

建築環境計画・演習

　居住者にとって健康的かつ快適な建築環境を少ないエネルギーで実現するには、
直感やひらめきなどの感性ではなく、工学的な知識が必須である。本科目は｢建築
工学｣に位置づけられ、「建築環境工学・演習」で学んだ知識を発展させ、具体的
な建築環境計画・設計に反映していくための演習を行う。
　小規模な建築物を対象とし、まずは壁や開口部などのパーツに分けて、それぞれ
の性能設計を行う。これらのパーツを組み合わせ、建築物としての振る舞いを定量
的に予測する。建築の熱性能・設備が室内環境や年間エネルギー使用量に与える影
響を理解する。

建築設備計画

　建築設備の計画方法を実務に沿って学ぶ、｢建築工学｣の科目である。｢建築の基
礎｣の｢建築設備｣で学んだ基礎的な理論・具体例を応用展開する。
　本講義では、建築設備のうち主に空気調和設備、給排水設備の計画理論について
解説する。また、冷暖房熱負荷の計算、ファン静圧・ポンプ揚程の算定、給水・給
湯・排水負荷単位、各種配管の管径決定法などの設計用計算理論について学ぶ。

建築設備設計・演習

　建築設備の設計方法を実建築物を対象にして実務に沿って学ぶ、｢建築工学｣の科
目である。｢建築の基礎｣の｢建築設備｣で学んだ基礎的な理論・具体例を応用展開す
る。
　本演習では、設備設計用計算理論を駆使し、具体的な建築物を対象に、空気調和
設備(熱源機、搬送系)、給排水設備(搬送系、貯留槽)のスペックを合理的に決定す
る手順を学ぶ。
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授業科目の名称 講義等の内容 備考

別記様式第２号（その３の１）

（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

（建築都市学部　建築学科）

科目
区分

建築インターンシップＡ

　本科目は、３つの専門力を基盤として、様々な分野との協働により問題解決に向
けて実践していく力の体得を目指し、文系と理系の区別に捉われない幅広い専門性
を養っていくことを目指す。専門家の指導のもとでの就業体験を通じ、大学での講
義や演習では得られない専門分野の実践的知識に加え、講義等では気づかない様々
な立場の人間の考えや意見、問題点に触れることにより、自分自身の経験から職業
観・社会倫理を身につけていく。実習の対象は、建設会社や設計事務所のオープン
デスク等である。
　事前に研修期間・内容を研修先と打合せ、計画書を作成して担当教員に提出した
うえで研修に臨む。研修後は、体験した業務内容についてレポートをまとめ発表を
行う。

建築インターンシップＢ

　本科目は、３つの専門力を基盤として、様々な分野との協働により問題解決に向
けて実践していく力の体得を目指し、文系と理系の区別に捉われない幅広い専門性
を養っていくことを目指す。専門家の指導のもとでの就業体験を通じ、大学での講
義や演習で身に付けた知識や能力と現実とのギャップを体感しながら、自らの職業
観と社会倫理を実践を通じて身につけていく。実習の対象は、地方自治体や市民団
体による地域活動やワークショップ等である。
　事前に研修期間・内容を研修先と打合せ、計画書を作成して担当教員に提出した
うえで研修に臨む。研修後は、体験した業務内容についてレポートをまとめ発表を
行う。

建築プレゼンテーション英語

　国際社会において、英語によるプレゼンテーション能力は必要不可欠である。知
識としての英語だけでなく、コミュニケーションツールとしての英語の習得を目的
とする。本演習は｢実践スタディ｣に位置づけられる。コミュニケーションに重要な
のは、文法的正しさよりも伝えようとする意思であり、一方的に難解な情報・専門
知識を伝えることではない。また、自分の言葉で日本語から英語に置き換える過程
において、伝えたいことの本質を自ら問い直す必要がある。具体的には、建築プロ
ジェクトを仮定し、情報の聞き出し方や、口頭発表を通じたプレゼンテーション、
準備、質疑応答等のポイントを含めて実践する。そして人を大切にしたコミュニ
ケーションの本質を学ぶ。

海外建築研修

　本科目では、海外建築を視察する学科主催の研修旅行を通じ、優れた建築物や都
市景観を実地に見学し、専門分野の知識および空間・技術理解を体験的に深める。
研修に先立ち、見学対象の意匠・技術、設計者等に関する調査を行い、レポートに
まとめることで理解を促進する。さらに、外国語による建築解説や海外研究者等と
のワークショップを通して、グローバル人材に必須な国際的な視野と国際理解、文
化の相互理解の精神を身につける。

建築専門演習

　本演習は、卒業研究のプレゼミナールである。担当を希望する教員の研究室にお
いて研究・設計のための基礎力を習得するとともに、自身の適性を見極め就職・進
学に関して真剣に向き合う契機とする。その性質上、３年次後期で、卒業に必要な
単位数を十分に修得している学生のみを対象とする。
　建築学の分野の概説と各教員の専門分野や研究内容の説明を聞いたうえで、学生
が担当を希望する教員を選定し、各研究室でプレゼミ活動を実施する。加えて、学
生の興味に合わせ、自学科、他学科を問わず可能性の追求し、分野を超えた協働を
含めて、研究計画の具現化を図っていく。

卒業研究

　本演習は、自身の適性とこれまでの学びに基づいて、建築に関する研究・制作活
動を展開し、論文・設計としてまとめるための前段階の科目である。社会的に望ま
れていながらも未解決の課題を設定し、課題の解決方法を検討する。実践的な研
究・制作活動を通じ、リテラシー(問題解決力)とコンピテンシー(社会人基礎力)を
養うことを目的とする。
　各教員の専門分野や研究内容の説明を聞いたうえで、学生が担当を希望する教員
を選定し、各研究室で研究・制作活動を実施する。

卒業論文・卒業設計

　本演習は、自身の適性とこれまでの学びに基づいて建築に関する研究・制作活動
を展開し、論文・設計としてまとめるための後段階の科目である。｢卒業研究｣で設
定した課題について、調査・実験などで得られた結果を分析・考察し、論文・設計
として発表する。実践的な研究・制作活動を通じ、リテラシー(問題解決力)とコン
ピテンシー(社会人基礎力)を養うことを目的とする。具体的には　｢卒業研究｣で選
定した教員のもとで、引き続き研究・制作活動を実施する。なお、学生の希望によ
り他分野・学科の研究室の協働も含めて論文・設計として学修成果を取りまとめ発
表する。
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科目
区分

学科目 授業科目の名称 講義等の内容 備考

現代文明論

　本科目は東海大学に学ぶすべての学生が、建学の精神を理解し自らの思想を培うため
に開講される。すなわち歴史や世界への見識を高め、人類社会のあり方を見直すことを
通じて、地球規模で深刻化する困難な事態にあっても、時代を開拓しようとする力強い
思考や意欲を養うことを目的としている。理系、文系の枠を超えて、現代の課題の根源
を探るために不可欠な歴史的・系譜的な認識を深め、それを多様な角度から読み解く思
考法を身につけるとともに、人間的価値に基づいた倫理観によって未来を選択しうるこ
とを学ぶ。

入門ゼミナールＡ

　本授業は１年次生を対象とした全学共通のゼミナール形式の初年次教育科目である。
「大学での学び方」を学ぶことを目的とし、４年間の計画的な学習スケジュールを構築
しつつ、ノートの取り方や情報収集の方法、情報リテラシー、図書館の利用方法といっ
た、大学生活を送るうえで必要なアカデミックスキルの基礎的能力・知識をまずは養っ
ていく。さらに特定のテーマについて個人の関心に応じた調査・発表といった演習を通
じ、学生個別の学問的関心を喚起させ、自分自身が持つ興味や関心を正しく探求し表現
していく方法を学ぶ。

入門ゼミナールＢ

　本授業は１年次生を対象とした全学共通のゼミナール形式の初年次教育科目である。
「入門ゼミナールＡ」で培った個人的関心から生じた問いを、より公共的・普遍的な問
いへ変換させる能力を養うことを目的とする。具体的にはクリティカルリーディング、
レポートのまとめ方の学び、グループ演習・発表を通じて、「スキルの向上」を目指す
と同時に、所属学科における専門分野の基礎的知識や問題点に対しての取り組み方、倫
理観などの育成を通じて、本学が育成を目指す、自ら考え、集い、挑み、成し遂げてい
く力を身に付けるための学び方と姿勢を醸成していく。

シティズンシップ

　現代社会においては、思想信条、宗教、人種、民族、文化、性別、国籍等の異なる
様々な人々が相互に関わりながら暮らしている。背景の違いはあっても、共同体に参加
する人々のことを市民（シティズン）と呼ぶ。本科目では、「シティズンシップ（市民
性）」の観点から、多様な人々が民主政治の担い手である市民として、意見の違いを乗
り越え、相互の人権を尊重しあえる社会を形成するにはどうすればよいかを考えること
を目標とする。参加型授業を通じ、社会の様残な課題について話し合い、周囲と協同し
つつ解決方法を考えることで、社会参加のあり方を学ぶ。

地域・国際理解

　人は日々、ある地域で様々なひと・もの・ことに支えられながら生活している。豊か
な生活を営むために、地域で仲間をつくり、議論し、協同し、基盤となる豊かな地域を
持続させていく必要がある。一方、現代の地域社会はグローバル化の波にされされ、遠
く離れた地域ともひと・もの・ことを介して緊密に連動するようになっている。本科目
では、自らが暮らす地域社会と国際社会の現実を見つめ、多様な人々の視点に立ち、地
域社会・国際社会の様々な課題を発見し、その解決について考える。さらに、コミュニ
ティにおける自らの役割を認識することを目標とする。

現代教養講義

　現代教養とは、人々が現在の複雑化した文明社会を生きるために必要な知識である。
情報技術の発展や経済活動のグローバル化など、急激な社会的変化にされされる一方、
気候変動や階級格差など、様々な問題解決を迫られている。こうした現代社会の中でよ
り良く生きるため、高度に専門化した現代の科学的知識について、その枝葉にとらわれ
ず本質をつかみ、学ぶ必要がある。本科目は教員自身が現在取り組んでいる研究につい
て講義する。文理融合的な幅広い視野を重視しつつ、現代の新たな研究知見を学び、幅
広い知識と視野を養う。

健康・フィットネス理論実習

　本授業では、生涯を通じて活力あるライフスタイルを形成するための理論と実践方法
を講義と実習を通して学習する。また、健康・体力面だけでなく、仲間とともに身体活
動を通しての「友達づくり」や「仲間との信頼関係づくり」を体験し、コミュニケー
ション能力の向上をねらいとする。具体的には、健康的な生活習慣を身につけることに
重点を置き、健康に関する理論や重要性を理解するとともに、自己の体力に応じた
フィットネスの実践能力を習得する。

生涯スポーツ理論実習

　本授業では、生涯を通じて活力あるライフスタイルを形成するための理論と実践方法
を講義と実習を通して学習する。また、健康・体力面だけでなく、仲間とともに身体活
動を通しての「友達づくり」や「仲間との信頼関係づくり」を体験し、コミュニケー
ション能力の向上をねらいとする。具体的には、生涯を通じたスポーツライフスタイル
の獲得に重点を置き、スポーツの”おもしろさ”や”大切さ”などを学び、ライフス
テージに応じたスポーツの楽しみ方と実践能力を習得する。

（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

別記様式第２号（その３の１）

（建築都市学部　土木工学科）

授 業 科 目 の 概 要
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科目
区分

学科目 授業科目の名称 講義等の内容 備考

（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

別記様式第２号（その３の１）

（建築都市学部　土木工学科）

授 業 科 目 の 概 要

英語リスニング＆スピーキン
グ

　国際化時代の今日、日本国内外を問わず言語や価値観そして文化の異なる人々と英語
を使って意思疎通をはかることの重要性がさらに高まっている。その中での課題に柔軟
に対応し、問題を解決するための実践的英語コミュニケーション能力の基盤を作ること
を目標とする。学習者の英語力に合わせて効率よく学習できる習熟度別クラス編成で、
多様な種類の英語を理解するリスニング力と、自分の意志を適切に表現するためのス
ピーキング力を相互に関連させながら、総合的に英語力の向上を図る。

英語リーディング＆ライティ
ング

　国際化時代の今日、日本国内外を問わず言語や価値観そして文化の異なる人々と英語
を使って意思疎通をはかることの重要性がさらに高まっている。その中での課題に柔軟
に対応し、問題を解決するための実践的英語コミュニケーション能力の基盤を作ること
を目標とする。学習者の英語力に合わせて効率よく学習できる習熟度別クラス編成で、
多様な種類の英語を理解するリーディング力と、自分の意志を適切に表現するためのラ
イティング力を相互に関連させながら、総合的に英語力の向上を図る。
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科目
区分

学科目 授業科目の名称 講義等の内容 備考

（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

別記様式第２号（その３の１）

（建築都市学部　土木工学科）

授 業 科 目 の 概 要

土木数物の基礎

　大学4年間で学ぶ専門分野をスムーズに習得するための土木の基礎学問を扱う。土木工
学科に特化した、ごく基本的な数学（および物理）を対象としており、多くの初学者が
躓くと推測され、かつ複数の専門講義で共通して扱うテーマを扱う。例えば、専門土木
では扱う単位(Unit)が膨大になるため、単位の扱いに慣れるよう基礎学習を行う。また
複雑な構造物の設計計算を行えるように、計算力向上を見据えた演習を行う。物理学も
講義で扱うが、土木工学が対象とする力学に限り、熱・波・電磁気等は扱わない。

土木の数学

　土木工学の専門科目を理解し、修得するためには、数学の知識が必要不可欠となる。
本科目では、工学や自然科学で扱う数量（有効数字、次元、単位）をはじめ、土木工学
の専門分野で特に用いられる基礎的な数学（図形、三角関数、指数関数、対数関数、グ
ラフ、ベクトル、行列式、微分・積分、確率など）の項目を重点的に演習問題を解きな
がら学ぶ。また、専門科目においてそれらの数学がどのように使われているかを具体的
な事例に関連させて学習する。

土木の微積分

　この授業では、工学分野を理解するのに重要な微積分について学ぶ。微積分は、土木
工学の基礎として不可欠な科目であるとの位置づけから、この授業では正しい計算がで
きるようになることとそのために必要となる知識を重視する。具体的には、①１変数の
各種微分法、②偏微分の計算方法、③関数の展開、④１変数の積分・広義積分の計算
法、⑤２重積分を計算法、のスキルの育成を学修目標としている。

工科の線形代数

　「工科の線形代数」は、構造力学や水理学、土質力学の他、土木工学の多くの専門科
目の基礎となる最重要科目である。本授業では、土木工学の専門科目を理解する上で不
可欠な、線形代数の基礎的概念について学ぶことで、その後の専門科目へのスムーズな
理解につなげることを目的とする。具体的には、ベクトルや行列の概念やそれらの演算
について学んだ上で、土木工学において非常に重要な連立一次方程式の解法、逆行列や
固有値、固有ベクトルの求め方について学習する。

基礎統計学

　土木工学が扱う自然・社会ならびに工学的諸問題の解明にあたっては、様々な要素が
混在したデータの中から本質的な情報を効率よく取り出し、実態を的確に把握して計画
や設計の意思決定を行なう必要がある。交通量の調査、材料特性の評価や品質管理など
不確定な要素を含む量を扱ったり、限られたデータの中から必要な情報を効率よく取り
出す場合には統計学の知識が必要となる。本科目では、調査や実験によって得られた
データの基礎的な統計処理の方法、確率の概念と性質、また一部から全体を推し計る統
計的推測方法について学習する。

土木解析学

　土木工学の基礎理論の多くは微分方程式の形で表現され、微分方程式の解が構造物の
設計の基礎をなしているケースも多い。「土木解析学」では、このような土木工学の基
礎をなす微分方程式を学び、その解法を理解し、修得することを目的としており、特に
常微分方程式について学習する。１階の常微分方程式として、変数分離形、同次形、完
全微分形、線形微分方程式などを扱い、２階の常微分方程式として、定数係数の線形微
分方程式を主に取り扱う。

物理学

　物理学は自然科学のみならずあらゆる工学の根底をなす学問であり、土木工学の基礎
となる必須の素養である。「物理学」の講義では、基本的ないくつかの自然法則に基づ
いて理解できることを追求しつつ、そのような必須の物理学の素養を身に着けることを
目的としている。具体的には、粒子の運動法則の学習からスタートし、次いで、「仕
事」、「エネルギー」、「運動量」などの重要な概念を学習する。さらにこれらの概念
を剛体と呼ばれる系（変形しない巨視的な物体）に拡張して適用することを学習する。

化学基礎

　「化学基礎」は、土木工学の基礎となる科目で、工学分野のうち、特に土木工学分野
において専門的学問を学習する上で必要となる化学の基礎知識を習得することを目標に
している。具体的には、物質の組成、構造、反応などについて取り扱う。物質の体系
化、物質を構成する原子の電子配置と周期表の関係や原子間の結合である化学結合、物
質の三相（気体、液体、固体）の各状態の特徴、化学反応の速さと平衡、酸・塩基およ
び酸化還元反応、などについて学ぶ。

基礎情報処理

　ICT（情報通信技術）の活用能力は、大学生活、就職活動、研究、業務など様々な社会
生活の中で必須になっているばかりか、土木工学分野においても必須の基礎科目であ
る。本科目では、コンピュータやネットワークの基礎知識を学習するとともに、演習を
通して、研究や土木分野の業務で使えるレベルの実践力をも身につけることを目的とす
る。具体的な内容としては、①情報デザイン、②コンピュータの構成・特性、③ネット
ワーク基礎知識・情報モラル・セキュリティ、④文書作成、⑤データの活用、⑥プレゼ
ンテーション技法などを学習する。
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科目
区分

学科目 授業科目の名称 講義等の内容 備考

（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

別記様式第２号（その３の１）

（建築都市学部　土木工学科）

授 業 科 目 の 概 要

プログラミング基礎

　土木工学では、材料力学、流体力学や土質力学などの物理学や数学を基礎とした学問
を学ぶ。これらは構造物の設計など、よりよい生活環境を創造するために欠かすことの
できない基礎科目である。構造物の挙動や自然の現象を理解するためには、四則演算か
ら始まり、答えを見つけることが難しい微分方程式を数値解析によって解かなければな
らない。
　本講義では、MS OfficeアプリケーションのExcel やWordなどに登載されているマク
ロ・VBA (Visual Basic for Applications)を使ってプログラミング技術の基礎を学習す
る。科学技術計算に欠かせないプログラミング技術の基礎を、VB言語を通して学習する
ことを目的とする。

土木基礎力学１（演習含む）

　「土木基礎力学１（演習含む）」は、土木工学の各種専門科目（構造力学、土の力
学、水理学など） の基礎となる重要科目で、より安全でより経済的な土木・建築構造物
を設計するための初歩的知識を修得することが目的である。この授業では、① 構造物に
作用する力とそのつり合い、② 構造材料の力学的特性と評価方法、③ 構造物に力が作
用したとき、その内部に生じる力の分布と変形、④ 構造部材の断面の諸性質、⑤ 構造
物（部材） の安全性の評価方法、などについて学習する。

土木基礎力学２（演習含む）

　「土木基礎力学２（演習含む）」は、土木工学の各種専門科目（構造力学、土の力
学、水理学など）の基礎となる重要科目で、より安全でより経済的な土木・建築構造物
を設計するための初歩的知識を修得することが目的である。この授業では「土木基礎力
学１」で学んだ力学の基礎の上に、はりの断面力図（せん断力図、曲げモーメント図）
や断面諸量（断面１次、２次モーメントなど）の求め方について修得する。その上で、
はりに発生する応力やはりの設計の考え方を学習する。

防災まちづくり

（概要）本科目は、 地震などの自然災害の発生により、人口、建造物、産業経済が集
積した都市は、甚大な被害を受けるとともに、長期間に渡る復興へのプロセスが必要と
なる。本科目は、災害に対する都市の脆弱性を理解し、防災・減災のまちづくりを目指
すための災害発生前の対策（防災計画、避難計画、防災教育、災害情報の活用）、災害
発生時の対応（災害救助、災害ボランティア）、災害発生後の復興へのプロセス（復興
まちづくり、住まいの確保、産業再生）を災害の事例等から学ぶ。

（オムニバス方式／全14回）

（28　梶田　佳孝／7回）
  防災計画、防災教育、災害情報の活用、復興まちづくりについて担当する。
（32　鈴木　美緒／7回）
　避難計画、災害救助、物資輸送について担当する。

オムニバス方式

地震防災基礎

　本科目は都市に地震防災対策を講じ、安心安全で豊かな社会を構築するために必要な
基礎知識を習得することを目的とするものである。講義前半では振動学の基礎を学習し
た上で構造物の地震応答解析手法を修得する。後半では、まず地震学の基礎を学んだ上
で、地震動、地盤振動の解析手法を修得する。さらに、耐震設計法を学び、その基本的
な考え方を修得する。以上の知識をもとに、近年の地震被害について考察し、構造物や
地盤の被害の発生メカニズムの理解を深めるとともに、今日の防災対策について学習す
る。

都市防災工学

（概要）本科目は、都市の防災力を向上させ、安心安全で豊かな社会を構築することを
目的とした科目で、津波や洪水などに対する都市の防災など、わが国において多発して
いる様々な自然災害について、その発生のメカニズムや被害の実態について学ぶととも
に、これらの自然災害について都市の防災力を向上させるための様々な手法について修
得することを目的とする。具体的には、津波、高潮、河川の洪水などの水関係の災害、
構造物の地震被害、地盤の液状化や斜面災害を対象とし、それらの防災スキルを涵養す
る。

（オムニバス方式／全14回）

（31　三神　厚／7回）
　インフラやライフラインの地震防災について担当する。
（35　藤原　覚太／7回）
　地盤の液状化、斜面災害など地盤の災害と防災について担当する。

オムニバス方式

構造力学１

　本科目は、都市にインフラを整備するとともに、都市の防災力を向上させ、安心安全
で豊かな社会を構築することを目的とした科目で、土木構造物を設計するための基礎と
して、構造物が静止･安定するための力学に関する学ぶ。安定な構造物のうち、静的つり
あい条件だけで解析できる静定構造物とこの静的つりあい条件に変形の条件を加えなけ
れば解析できない不静定構造物を学習する。学習対象は、土木構造物を構成する静的お
よび不静定のはり、トラスや柱などであり、これらに関する構造解析の力を養う。

構造力学演習

　「構造力学演習」では「構造力学１」で学んだ基礎理論について、問題演習を通じ
て、その理解を深める。構造力学は、都市にインフラを整備するとともに、都市の防災
力を向上させ、安心安全で豊かな社会を構築することを目的とした土木工学の最重要科
目の１つである。具体的な問題演習の対象としては、①静定ばりの反力や断面力、影響
線、②静定ばりのたわみ、③静定ばりのたわみ、④応力法を用いた不静定ばりの解法、
④静定トラスの解法、⑤長柱と短柱の解法、などである。
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科目
区分

学科目 授業科目の名称 講義等の内容 備考

（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

別記様式第２号（その３の１）

（建築都市学部　土木工学科）

授 業 科 目 の 概 要

構造力学２

　本科目は、都市にインフラを整備するとともに、都市の防災力を向上させ、安心安全
で豊かな社会を構築することを目的とした科目である。構造力学は静止･安定している構
造物の力学に関する学問であり､土木構造物を設計するための基礎となる学問である。
「構造力学１」で、静定構造物と簡単な不静定構造物を学習した後、「構造力学２」で
は、応用的な構造力学を学習する。具体的には、仮想仕事およびエネルギー法を用いた
静定および不静定構造物の解析法、不静定トラスの解法、たわみ角法を用いたラーメン
の解法、について学び、修得する。

橋梁工学

　本科目は、都市にインフラを整備し、防災力を向上させ、安心安全で豊かな社会を構
築することを目的とした科目で、まず鋼橋の設計に必要な共通の基礎知識として、鋼橋
の発展と歴史、橋梁形式の種類と特徴、鋼橋の設計法、設計荷重、材料と許容応力度、
部材の接合法などを学習する。次に桁橋（プレートガーダー）について、主桁、対傾
構、横桁、横構、床版などの詳細構造を理解した後、断面力の算出方法、断面決定の理
論などを学習する。さらに、鋼単純合成Ⅰ桁橋に関し、構造の詳細や断面計算法を、ト
ラス橋の構造と力学および設計法として、上弦材、下弦材、斜材、格点等の構造詳細、
断面決定法などを学習する。加えて、吊橋の基本についても習得する。

土質力学１

　すべての土木構造物は地盤上または地盤内に構築されている。頻発する自然災害や経
年劣化により、我が国の都市の防災水準は高まりつつある。長期的かつ安定して構造物
を供用するには、土に関する力学理論を知る必要がある。「土質力学１」ではまず初学
者向けに、土に関する基本用語を習得する。その後、土中の水に関する分野、土中内で
の応力の検討、圧密と呼ばれる地盤の長期変形現象に取り組む。いずれも土質力学の根
幹をなし、かつ「土質力学２」に向けた礎となる項目である。

土質力学演習

　人々が安心・安全に居住する都市や町を実現するため、ハード対策の観点から、高水
準の防災機能を付与した構造物の構築が必要である。長期的かつ安定した構造物を供用
するには、力学理論に裏付けされた、設計計算を精度よく行う必要がある。本科目（土
質力学演習）では、主に「土質力学１」で学んだ力学理論をもとに演習問題に取り組む
ことで、実務に対応可能な技術者としてのスキル向上を目指す。

土質力学２

　地盤は、ビル・道路・ダム・橋梁などを長期にわたって安全に支持する役目を担って
いる。地盤の改変や荷重の増加により変形や沈下、場合によっては破壊が生じ、これら
の構造物に重大な影響を与えることもある。また我が国では地震や台風、土砂災害など
の自然災害が多発する地勢条件にある。「土質力学２」では、「土質力学１」の応用と
して、破壊問題（斜面崩壊、クーロンの破壊基準、支持力、土圧）を中心に取り扱う。
近年頻発する自然災害とも密接に関連するテーマであり、いずれも次世代の都市防災を
担うの重要な知識体系である。

道路工学

　道路はあらゆる社会・経済・文化活動を支える最も根幹的な社会資本である。物資移
動で経済が成立し、人の交流で新たな文化が生まれ、これらを支えるものが道路交通で
あり、道路の整備状況がその国の経済、文化をはかるバロメータともいえる。本科目で
は、道路舗装の人の知恵と技術による変遷、道路を有効に機能させる交通流理論基礎や
道路新設時の技術基準、環境に配慮した道路舗装の設計法の考え方とその施工法等を理
解することで、将来計画に即した安全で経済的な道路建設、安全でかつ耐久性を持つ道
路施工の基礎知識を養う。

コンクリート工学１

　本科目は、都市の防災力を向上させ、安心安全で豊かな社会を構築するために、建設
材料（マテリアル）についての知識を修得することを目的とした科目である。特に、
「コンクリート工学１」では、建設材料として、鉄鋼、木材、石材、歴青材料、高分子
材料、コンクリート材料などを対象に、材料の分類や基本的性質や評価方法、用途など
について講義することで、建設構造物をより安全に、より機能的にかつ経済的に構築す
るための材料の選定と設計および施工に関する基礎知識を養う。

コンクリート工学２

　本科目は、都市の防災力を向上させ、安心安全で豊かな社会を構築するために、建設
材料（マテリアル）についての知識を修得することを目的とした科目である。特に、
「コンクリート工学２」では、建設材料で最も使用量が多いコンクリートの力学的性質
（強度、弾塑性）、力学以外の特性（堆積変化、耐久性、水密性）、配合設計、施工
（運搬、打ち込み、締固め、養生）について講義することで、建設構造物をより安全
に、より機能的にかつ経済的に構築するための材料の選定と設計および施工に関する基
礎知識を養う。
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科目
区分

学科目 授業科目の名称 講義等の内容 備考

（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

別記様式第２号（その３の１）

（建築都市学部　土木工学科）

授 業 科 目 の 概 要

コンクリート構造

　都市の防災力を向上させ、安心安全で豊かな社会を構築するために不可欠な、鉄筋コ
ンクリート構造物について学習する。鉄筋コンクリート構造物は、コンクリートと鉄筋
という異なる性質の材料の特長を最大限に生かした構造であり、現代の社会資本におい
ては必要不可欠なものであるため、その成り立ちを理解することは、極めて重要であ
る。この授業では、①コンクリート・鉄筋の力学的性質と鉄筋コンクリートの成立理
由、②曲げモーメントを受けるＲＣはり、　③せん断力を受けるＲＣはり、④軸力と曲
げモーメントを受けるＲＣ柱、⑤設計理論についての基礎知識を養う。

メンテナンス工学

　本授業は、都市の防災力を向上させ、安心安全で豊かな社会を構築するために、社会
基盤の維持管理(メンテナンス)に必要となる基礎知識を系統立てて習得することを目的
としている。社会基盤は、生活や経済活動の発展を支える公共財であり、今日に至るま
で継続的な投資がなされ、膨大なストックが形成されてきた。2030年頃には、構造物の
維持費と建設費の割合はほぼ同程度になると予測されており、既存の社会ストックを合
理的かつ効率的に、維持することに寄与できる技術者を養成する。

土木施工

　この講義では、都市の防災力を向上させ、安心安全で豊かな社会を構築するため、土
木工事に必要な各種施工法の基礎知識を学習する。工事の対象は、①交通・運輸施設；
道路・橋梁・トンネル・空港・港湾・パイプライン、②エネルギー・産業関係施設；ダ
ム・発電所・LNG施設・工場施設・ドッグ、③生活環境施設；上下水道・廃棄物処分場・
宅地造成・公園・治山・治水などである。土木工事には、掘削・水替え・土工・仮設・
基礎工・コンクリート打設・発破などの作業が含まれ、建設材料学、コンクリート工
学、地盤工学などの基礎知識の上に体系づけられるこれらの建設の過程を土木施工法と
して学習する。

建設マネジメント

　建設技術によって実現される都市の社会基盤には、人間生活の利便性を向上し、自然
災害等から生活や社会を守る防災の目的がある。公共事業では国民の税金が建設事業に
充てられるため、その事業には適正な価格が設定されるべきで、それを請け負った施工
者はQ（品質確保）、C（適正な利益の確保）、D（工程遵守）、S（安全の確保）、E（環
境保全）を管理しながら建設工事を進める必要がある。本講義では社会基盤整備の位置
付け、目的を正確に理解した上で、その目的を達成するための適切な道筋、つまり建設
マネジメントを学び、より豊かで安全安心な社会基盤整備を構築することに寄与できる
技術者を養成する。

測量学１

　測量学（Surveying）とは、地形などの自然環境や都市を構成する道路・建物など地球
上三次元空間の位置関係を測定し、地図を作成したり数値データ（面積、体積など）を
得る学問である。三次元座標（X、Y、Z）を決める基本測定は、距離、角度、高さの３つ
で、人が測定機材を使用し屋外で測定するため、注意深く測定しても必ず誤差が生じ
る。測量学とは、許容できる範囲内の誤差の消去方法を学ぶ学問と言ってもよく、「測
量学１」では、測量の基本事項と誤差とその性質ならびに距離・水準（高さ）測量を学
習する。

測量学２

　「測量学２」では、「測量学１」の距離・水準測量に角測量を加え、これらを利用し
て行うトラバース測量を中心に、面積測量、平板測量、電磁波およびGPS測量による自然
環境及び都市の計測について学ぶ。トラバース測量は地図を作るための基準点測量、座
標値から計算する面積測量、路線測量などに広く利用されますので、これを十分に理解
し活用できるこ力を養う。なお、測量は内業（室内での計算・作図）と外業（屋外での
測定・計測）に大別され、「測量学１・２」は内業に該当する。外業である「測量実
習」を受講して初めて測量を学んだこととなる。

測量実習

　「測量学１」、「測量学２」で、測量理論を十分理解することはもちろん重要である
が、理論のみでは実際に役立てることはできず、測量器機・器具の取り扱いに慣れて、
観測・計算・図化などの作業が正しく能率よくできるように習熟し十分な経験を重ねる
ことが大切で、測量の学習では理論と実技とを関連させることが必要不可欠である。測
量実習では自然環境及び都市を実測するための基本的な測量である地面の高低差を測り
標高を求める水準測量、距離と角度を測り測点の相対的な位置を決定するトラバース測
量ならびに距離と方向を求めるスタジア測量を行う。

地形情報処理学

　電磁波を媒体とし、人工衛星や航空機などの観測から地球上の地形、環境、都市に関
するデータを収集、処理、分析、評価し、その結果を画像や図表に表示する技術をリ
モートセンシングと呼ぶ。その代表的な例は天気予報用の衛星、地球資源調査のための
ＬＡＮＤＳＡＴなどであり、毎日、都市を含む地球全体を観測している。これらの観測
システムの原理や方法に関する基本問題を解説すると共に、これらのシステムから得ら
れる地形情報及びその属性情報の検討を行い、その利用方法としてのＧＩＳ（地球情報
システム）について、その概要を学習する。
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科目
区分

学科目 授業科目の名称 講義等の内容 備考

（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

別記様式第２号（その３の１）

（建築都市学部　土木工学科）

授 業 科 目 の 概 要

都市デザイン

　都市を構成する要素は、建築をはじめとして多種多様であり従来の都市計画から都市
再生へ、または、都市活用へと社会的要求が変化している。都市とは何か？都市空間と
は何か？また、それらはどのようにデザインされるのか？について、人の生活と密接に
関係のある建築計画やデザイン、都市デザインの例から、今日までの基本的な捕らえ方
を、建築家や都市計画家の思想とデザインを通じて、都市をデザインする計画手法や考
え方、思想に関して学ぶ。本科目は過去から現在、そして未来へと変わりゆく手法やデ
ザインを体系的に捉え、且つ、人・建築・都市・文化を総合的に理解する。

都市・地域計画

　人口減少、少子高齢化、産業構造の変化、情報化に対応して都市や地域の発展を計画
的に誘導していく必要性が高まっている。また、環境に配慮した都市・地域づくり、市
民の参加した都市づくりが求められている。本科目では、西欧近代の都市計画の歴史、
日本の都市・地域計画の歴史を振り返り、日本の都市・地域計画制度の仕組みを学ぶ。
その上で、都市・地域計画における調査・計画・実施という計画づくりの手法とプロセ
スを理解し、個々の建設事業、建築行為がどのような計画的配慮の下になされるべきか
を学ぶ。

計画数理

　土木工学だけでなく、経営学や情報学における調査や計画において必要となる多変量
解析及び計画をシステマティックで合理的に分析するオペレーションズリサーチの技法
である最適化手法のとしてスケジュールの問題、線形計画法、動的計画法、ゲーム理論
などについて学ぶ。基礎的な統計手法については基礎統計学で学び、本科目はより高度
な内容となる。それぞれの手法がどのような都市や環境問題に適用することができるの
かを理解する。

地域マネジメント

　人口減少時代に移行した日本の公共施設のあり方は社会の大きなテーマである。土木
分野では老朽化した都市インフラの維持管理と更新・再編、建築分野では少子高齢化に
伴う公共建築ストックの複合化・再配置・縮減と維持管理、また地域政策・地域経済面
では財政健全化に向けた新たな方策等が模索・試行されている。
　本講義では｢地域デザイン｣の視点、すなわちハード面での都市・建築施設の再編整
備・更新、ソフト面での維持管理・運営のあり方について、実践事例を交えながら課題
提起と方策を考究する。

交通計画

　本科目は、まず、都市交通計画の考え方を概説するとともに、パーソントリップ調査
を基礎とする交通調査の手法、OD表の構造を説明し、それに立脚する交通需要予測の手
法を概説する。次いで、総合的な都市交通計画の考え方とプロセス、個別の施設計画と
して、環境に配慮した公共輸送計画(鉄道、バス、新交通システム)、道路の計画と設計
論(道路網計画、道路の交通量と設計)について概説し、最後に地区レベルの交通計画と
して、地区の街路網計画、歩車共存のコミュニティ道路の設計手法を学ぶ。

公共政策学

　公共政策は、社会の公的な問題に対して、地方自治体や国をはじめ、NPOやNGO、住民
などが担うさまざまな方針や施策、事業であり、社会基盤の整備や利活用による都市づ
くりも公共政策の一つである。公共政策は、公共に関わる多くの分野を対象とし、政策
課題の発見・設定、政策案の形成、政策決定、政策実施、政策評価の各段階に分けるこ
とができる。本講義では、社会資本整備に携わる技術者にとって重要な公共的政策につ
いて、政治学、経済学、観光学の側面から学ぶとともに、海外との政策の比較から日本
における公共政策はどんなものかについて学ぶ。

まちづくり関連法規

　まちづくりに必要な建築関連法令の体系と位置づけを理解し、主要な法規について学
ぶ。本科目では、主に建築基準法における建築行為に関わる諸手続き(制度規定)、建築
物の敷地、構造及び建築設備に関する規定(単体規定)、都市計画等に関する規定(集団規
定)について、知識として修得し、その根拠や意味に関して学習する。また、単体の建築
が集団となるまちづくりに取り組むにあたって、知っておかなければならない土地・建
物、取引等、まちづくりに関わる法制度である「都市計画法」などを学ぶ。

水理学１

　水理学は水に関する力学的現象を解析し、水に係わる諸問題に対する解法を提供する
ことを目的として発達してきた学問である。都市と環境の維持、防災には水害対策が欠
かせず、「水理学１」では実用的な水工技術と理論的な流体力学とを合わせた水の力学
を学ぶ。土木工学において水理学を基礎とする工学を水工学と呼び、河川工学・上下水
道工学・海岸工学などがある。これらの水工学を理解するうえで、水理学の知識は必要
不可欠であり、本講義ではその基礎を学ぶことを目的とする。
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科目
区分

学科目 授業科目の名称 講義等の内容 備考

（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

別記様式第２号（その３の１）

（建築都市学部　土木工学科）

授 業 科 目 の 概 要

水理学演習

　水理学演習では「水理学１」で学んだ水理学の理論や基礎を徹底するための演習を行
う。水理学は都市、環境の維持に必要な水管理の基礎を学ぶ学問であり、本科目では水
の基本的性質、静水圧算定法、運動量保存則とベルヌーイの定理等を理解し、これらに
係わる諸量を計算出来るスキルを身につけてもらう。また、管水路と開水路の基礎的流
体力学を理解し、これらの水路における水圧、水深、流速等を定常な場合について概略
計算出来るようにし、基礎知識を体得することを目的とする。

水理学２

　本講義では、「水理学１」および「水理学演習」に引き続き、都市と環境の維持に必
要な、河川や海岸管理の基礎となる水の流れや圧力について学ぶ。「水理学１」の復習
を行いながら、より発展的な内容を学習する。まず、水に関わる力学的基礎原理（静水
圧、運動量保存則およびエネルギー保存則）の理解を深める。また、乱流の基礎理論お
よび管水路での流体運動について、より応用的な問題への対応法を学び、開水路での流
体運動についても、河川管理に役立つ実用的内容を学ぶ。

河海工学

　本講義では、都市の環境維持に不可欠である自然災害対策について、特に河川、海岸
工学の観点から学ぶ。我が国で地震災害と共に重要な海岸災害の詳細を概説し、海の波
の基本的性質（発生・伝播・変形）、高波災害への対処法と、海岸・港湾構造物の設計
法を紹介する。そして、高潮と津波による災害対応法についても解説する。加えて、我
が国の河川の特徴および降雨の継続時間、強さと頻度などの水文特性を統計的に処理す
る方法、地表の地質や植生および地形特性などを考慮に入れた降雨の流出機構、ならび
に流水理論に基づいた降水流下予測などについて学習し、治水・利水の計画・設計・施
工に関わる基本的技術について学ぶことを目的とする。

環境工学

（概要）豊かな水環境は貴重な生態系を支え、私たちの生活を潤す。一方私たちの開発
行為は、その大切な水環境に多大な影響を及ぼす。自然と共生し、バランスのよい都
市・環境創造を目指すことは、土木関連に従事するにあたって重要な目標である。その
ためには、地球上の貴重な資源である水への理解と、その水環境がどのようなものか正
確に把握していなければならない。本講義では水利用、水環境保全を目標とした水環境
に対する工学的アプローチについて学び、水質と言われる評価基準を理解し、それを目
的に応じて変換させる、水質変換工学がについて学ぶことを目的とする。

（オムニバス方式／全14回）

（27　笠井　哲郎／7回）
　水環境と人間生活を支える土木技術との関わりについて、性能の変化、高耐久化等の
技術の進歩とリサイクル等の面から講義する。
（33　寺田　一美／7回）
　河川と海の関係(沿岸域）での水質・物質収支等、科学的な水域管理、沿岸生態系にお
ける自然の浄化機能の定量化など、環境を科学的に分析する力を養う。

オムニバス方式

上下水道工学

　都市における健康的な生活の維持のため、良質で安全な水を安定的に供給すること
は、土木従事者にとって非常に重要な任務の一つである。本講義では、水資源の利用と
都市の水環境について概説し、水質に関する専門知識を習得し、上水道の基礎システム
および下水道の処理システムについて学ぶ。具体的には水質基準の意義とその変遷につ
いて学び、急速ろ過システム、膜ろ過等の水処理技術について理解を深める。また高度
処理や生物処理についても詳しく学ぶことで、環境へ配慮した水管理について学習する
ことを目的とする。

土木実験

　「土木実験」は、これまで学んできた講義内容の理解を深め、実践力を養うことを目
的として、材料実験、構造実験、土質実験、水工実験の４つの実験を行う。材料実験で
は、コンクリートを構成する主要材料の基本的特性について、構造実験では、はりやト
ラスの載荷実験による応力や変位の測定、土の状態や性質を表す諸定数の決定法、流れ
の基本的な物理量の測定、を通して、土木工学の基礎理論や現象の理解を深める。

環境防災実験

　「環境防災実験」は、これまで学んできた講義内容の理解を深め、実践力を養うこと
を目的として、土木構造物の建設や各種災害に伴って生じる現象を理解するための基礎
的な実験を行う。実施する実験は、土質実験（地盤沈下や斜面崩壊などのメカニズム理
解、対策のための実験など）、水工実験（洪水や波の現象と被災メカニズムの理解のた
めの実験）、構造実験（構造物の振動応答に関する実験）、材料実験（コンクリートの
配合設計と配合の違いによる力学特性の変化に関する実験）の4種類から構成される。
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科目
区分

学科目 授業科目の名称 講義等の内容 備考

（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

別記様式第２号（その３の１）

（建築都市学部　土木工学科）

授 業 科 目 の 概 要

土木設計製図

　土木技術者は計画、設計、施工および維持管理等のいずれかの部門で土木構造物と関
わりを持つことになるが、「土木設計製図」は、そこで要求される構造物の設計製図の
考え方や手法についての知識を”実践”を通じて実際に使うことができる能力に変換し
ていくことを目的とした科目である。土木構造物は長期間の供用に耐えることを要求さ
れるため、一般にコンクリートまたは鋼で造られている。本科目では、まず製図の基礎
を学習した後、鉄筋コンクリート構造物および鋼構造物の設計の手法を習得することを
目標とし、これらの標準的な設計計算および製図を行う。

まちづくり演習

　本科目は、これまで学んできた学修内容を基礎として、実際のフィールドにおいて
様々な声を聴き、体験し、知識と現実を結び付けて自ら考え、行動していくことを目的
として開講される。具体的には、近隣の１つの市町村を対象に、グループワークによ
り、地域の産業経済、自然環境、福祉、文化、防災、歴史文化、都市基盤などの現状を
理解しながら、まちの課題を発見、整理し、特定のテーマを取り上げ、自由な発想のも
とに、その解決策を検討・提案し、まとめ発表するパブリックアチーブメント型で学習
する。「都市・地域計画」の基礎的知識を踏まえつつ、都市・地域デザインに関連する
さまざまな取り組みや事例を活用しながら、多分野にまたがる問題の把握と、多分野に
またがる解決方法を模索し、都市・地域デザインに対する幅広い視野と知識を実践的に
養っていく。

公務員受験対策専門演習

（概要）本科目は、土木工学を修めた専門技術者が社会の様々な分野で活躍するため
に、土木の専門知識を十分に活用して計画の立案、設計、施工および維持管理の業務を
遂行するための実践力を養い、公務員試験合格に導くことを目的にしている。そのため
に必要な幅広い知識として、測量学、材料力学およびコンクリート工学、構造力学、水
理学、土の力学等の専門基礎科目の基礎的事項や理論を再確認するとともに基礎知識の
完全定着を図るための復習と実践レベルの演習を行う。

（オムニバス方式／全14回）

（28　梶田　佳孝／3回）
　「測量学」の分野について、基礎的な部分から現代の技術までを教授する。
（35　藤原　覚太／3回）
　「土質力学」の分野について、基礎的な部分から現代の技術までを教授する。
（33　寺田　一美／3回）
　「水理学」の分野について、基礎的な部分から現代の技術までを教授する。
（31　三神　厚／3回）
　「構造力学」の分野について、基礎的な部分から現代の技術までを教授する。
（27　笠井　哲郎／2回）
　「コンクリート工学」の分野について、基礎的な部分から現代の技術までを教授す
る。

オムニバス方式

建設ＣＡＤ

　近年のコンピュータを利用した技術革新には目覚ましいものがある。現在の技術系事
務所には、コンピュータを利用した設計システムが必ずあり、技術者はこれを使いこな
せることを要求され、使いこなすことにより様々なアイデアを具現化することができ
る。本科目では、学生がComputer-Aided-Designを実践的な道具として用い、基礎的な建
設系図面を描けるように指導する。一般的に用いられているCADソフトの中で最も普及し
ているソフトはAuto CADであり、本科目ではAuto CADを用いて授業を進める。授業はコ
ンピュータ教室にて、前半は基本的な作図技術を習得し、後半は現実的な作図演習を行
うことで実践的なスキルを身につけることを目的とする。

土木技術者のための基礎英語

　土木技術者は、海外で土木事業を行い、世界各国の都市の発展に大きく貢献する機会
が増えている。本科目は、その機会に備え、土木技術英語の基礎に加え、様々な文化や
考え、環境の変化や問題点の認識ができる国際的な受容性を身に付けていくことを目的
とする。最近の土木技術に関する英語文献を講読することを通じて、土木に関連する専
門英語の特徴や用語を理解するとともに、土木技術分野の最新の動向を把握することに
加え、文化や環境に基づく問題点の把握も試みていく。また、土木技術英語に特有な英
語の用法を利用しながら英作文の作成、情報発信だけではなく、情報収集につなげてい
く人を意識した「コミュニケーション力」と「プレゼンテーション力」についても英語
によるグループワーク等を通じて身に付けていく。

土木工学ゼミナール

　「土木工学ゼミナール」は、現在の社会基盤整備における土木技術の役割や方向性に
ついて理解を深め、土木技術者に対して求められる基本的な知識と素養の向上を図るこ
とを目標とする。土木工学に関する基礎知識及び一般的な専門知識を一通り修得した後
に、都市と防災、都市と環境に関連する幅広い専門分野の中から1分野を選び、少人数ゼ
ミナール形式により担当教員の提示するテーマあるいは学生諸君の関心あるテーマにつ
いて資料収集、課題の究明、解決策等について土木工学だけに捉われず幅広い分野を対
象に主体的に取り組み、課題発表や討論を通じ問題解明の認識を深め、実践力を養って
いく。

卒業研究１

　「卒業研究１」は、現在の土木工学が直面する諸問題の解決に必要とされる研究テー
マを自主的に見出し、研究テーマに関連する文献の調査、整理を通じ問題点の把握と解
決方法を自分自身の力で遂行する能力をを養うことを目的とする。「卒業研究１」で
は、研究の目的や焦点を定める作業を中心に行い、３年次後期までに学習した講義およ
び実験実習内容等をもとに、主体的に自分の研究テーマを選び、担当教員の個人的な指
導を受けながら研究を開始する。
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科目
区分

学科目 授業科目の名称 講義等の内容 備考

（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

別記様式第２号（その３の１）

（建築都市学部　土木工学科）

授 業 科 目 の 概 要

ゼ
ミ
ナ
ー

ル
卒業研究２

　「卒業研究２」は、「卒業研究１」で設定した研究目的と方法に従って、実際に調査
や実験を行いながらデータを収集し、そのデータを統計的に分析し、グラフや表などを
作成して結果をまとめ、最終的に「卒業研究論文を完成させる」ことを目標とする。設
定した目的の達成には論理的な思考法、技術的な解析法など多岐にわたる理論や知識が
必要とされるため、研究の過程でそれらの理解修得に積極的に取り組むとともに、研究
の意義や達成度を満たす有意義な成果を上げるよう努力していく必要がある。卒業への
総まとめとして、自ら考え、研究室やフィールドにおいて様々な人と集い、目標に挑
み、そして成し遂げていくことにより、社会や大学院においてより高度な「実践力」を
発揮することを目指す集大成の科目である。

建築構造製図

　建築物を造るうえで必要となる設計図書には意匠図、構造図、設備図がある。これら
の図面は設計者の意志を他部門に伝える言語に相当する伝達手段となるので、その図面
に何が描かれているかが正確に読みとれなければ建築物の施工はできない。この演習で
は建築の基礎で学んだ知識を用い、｢建築工学｣として特に構造図の描き方、読み方につ
いて学ぶ。
　本演習では、鉄筋コンクリート構造および鉄骨構造の構造図の作成を通して、構造図
の描き方、読み方を体得する。伏図、軸組図、構造詳細図、断面表などの意味するとこ
ろを理解し、表現できることが目標である。

建築デザイン入門

　過去の建築デザインを概観することは、意匠設計・計画に限らず史学やまちづくりな
ど多岐にわたる観点に触れることができる。本講義では具体的な建築作品を取り上げ、
デザインの特徴や設計思想などを詳述し、建築を考えるうえで必要な建築を見る｢眼｣と
考える｢核｣を養う。

建築計画Ａ

　本講義では、集落・集合住宅、教育施設、生涯学習・コミュニティ施設等の今日的課
題や今後の対応等を考究することを目的とする。
　世界・日本のさまざまな風土・地形と集落立地、家族と住居形式の関係、特色ある各
種教育施設、生涯学習・コミュニティ施設事例等を話題に取り挙げながら、要点と実例
を紹介する。また、講義内容と関連した各種建築実例のフィールドワーク課題を出題
し、フィールドワークでの調査・分析・考察等を通して関連する建築の計画・設計上の
課題、今後の対応等を考究する。

建築計画Ｂ

　本講義では、各種公共施設が直面する今日的社会状況と課題や今後のあり方等を考究
することを目的して、施設の機能・用途別に話題性のある計画・設計実例を紹介しなが
ら、計画・設計プロセスにおいて必要となる建築知識、技能・技術等について講述す
る。
　講義では各種演習・フィールドワークなどを通して、各種公共施設の計画・設計上の
要点と実例を紹介する。取り挙げる具体的施設としては、博物館・美術館・劇場等の芸
術文化施設、病院・高齢者施設などの医療・福祉施設、商業・業務・行政施設、および
それらの複合施設などとする。

空間計画

　本講義では、建築設計時の面積規模の適正な設定手法や、人間工学的な要求条件など
の概要について学び、空間計画の基礎、及びその応用手法について学習していく。建築
学についての基礎的な知識を得るだけでなく、将来、建築技術者として活躍するために
必要となる基本的職能・資質を修得することを目的とする。

西洋建築史１

　建築の創造は、個人の発想と才能だけから生まれるものではなく、先人たちが試みた
様々な教訓と実験を基礎として展開された。このため、すでに存在している歴史的建造
物を空間体験し、その感動を呼ぶ要因や背景を分析することが重要である。
　本講義は、ヨーロッパの古代から中世を中心に、人間社会の活動の結晶である歴史的
な建築や都市が、どのように発達・多様化し、人間社会にとってどのような意味をもっ
てきたかについて考察し、設計等に取り組むための基礎を固めることを目標とする。

日本建築史１

　建築史を学ぶ意味は、過去そのものを知ることではなく、現在の建築の位置付けを過
去から問い直し、正しく把握することにある。特に住宅は、人の生活と平面・意匠の選
択の関係が最も明確に示される存在であり、それを取り巻く都市・集落の構成、社会構
造の変化、技術の進歩とも深く関係する。
　本講義では、日本の住宅と都市の歴史を概観することにより、建築に対する視野を広
げ、設計等に取り組むための基礎を固めることを目標とする。

建築法規

　建築基準法は、建築物等に関する基本法であり、建築物の安全性と良好な環境衛生条
件確保のための最低基準等を定める。1950年の制定以降、地震・大火等の大災害、建築
技術の進歩等の社会情勢の変化に合わせて改正され、複雑かつ難解な構成となった。
　本講義では、将来建築に携わる者に不可欠な基礎として、建築基準法における建築行
為に関わる諸手続き、建築物の敷地・構造・建築設備に関する規定(単体規定)、都市計
画等に関する規定(集団規定)について知識を修得し、その根拠や意味に関する理解を深
めることを目標とする。

建
築
士
受
験
科
目

主
専
攻
科
目
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図面―2



湘南校舎配置図

　校地等敷地（校地面積）

　運動場敷地（校地面積）

　その他（校地面積外）

　建築都市学部が使用する校舎

図面―3
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１ 設置の趣旨及び必要性 

 

１．東海大学の 2022年度改組改編 

東海大学では、建学 80周年にあたる 2022年４月に全学的な改組改編を行う。その目的は、

来るべき社会の変化に対応し、地球市民として未来を創造していく人材育成を推進すること、

そして、建学以来継承してきた文理融合の理念と一貫教育を基軸とした教育・研究活動をよ

り一層進化・推進し、学生が幅広い知識を養い、深い理解力をもって社会に貢献することで

ある。改組改編の概要としては、学部学科の再編により、全国５キャンパス８校舎 23 学部

62 学科・専攻体制とする。学部学科の新設状況は次のとおりである。 

 

①湘南キャンパス 

湘南キャンパスにおいては、理工系から情報系、社会・人文科学、体育スポーツまで、文

理融合型総合大学ならではの多様な学部構成を活かし、受験生の多様なニーズに応えられる

よう、既設の学科・課程を統合してシナジー効果を引き出すための集約型学科構成を目指し、

湘南校舎（神奈川県平塚市）に次の学部学科を新設する。 

児童教育学部（児童教育学科）を新設する。 

情報理工学部に情報メディア学科を新設する。 

建築都市学部（建築学科、土木工学科）を新設する。 

工学部に機械システム工学科、医工学科、生物工学科を新設する。 

 なお、児童教育学部（児童教育学科）の新設は設置認可申請中であり、工学部医工学科の

教育研究は、湘南校舎及び伊勢原校舎（神奈川県伊勢原市）で行う。 

 

②東京キャンパス 

東京キャンパスにおいては、都心からほど近くに位置する利便性の高い立地を活かし、来

るべき国際社会で活躍できる人材を育成するため、高輪校舎（東京都港区）に次の学部学科

を新設する。 

経営学部（経営学科）を新設する。 

国際学部（国際学科）を新設する。 

情報通信学部に情報通信学科を新設する。 

なお、これらの学部学科の教育研究は、湘南校舎及び高輪校舎で行う。 

 

③静岡キャンパス 

静岡キャンパスにおいては、海洋国家日本を支える人材を養成してきた既設の海洋学部の

さらなる充実と静岡地域における人材育成に関するニーズに応えるため、静岡校舎（静岡県

静岡市）に次の学部学科を新設する。 

海洋学部に海洋理工学科（海洋理工学専攻、航海学専攻）を新設する。 

人文学部（人文学科）を新設する。 

 

④九州キャンパス 

九州キャンパスにおいては、熊本・阿蘇の地でこれまで育んできた教育資源を継承し、文 
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理分断からの脱却を目指す教育を推進するとともに、農学部のさらなる充実を図るため、熊

本校舎（熊本県熊本市）において、文理融合学部（経営学科、地域社会学科、人間情報工学

科）を新設し、臨空校舎（熊本県上益城郡）において、農学部に農学科、動物科学科、食生

命科学科を新設する。なお、農学部の教育研究は、熊本校舎及び臨空校舎で行う。 

 

２．建築都市学部設置の社会的背景・必要性、教育研究上の目的・養成する人材 

１）建築都市学部の設置 

建築・都市は、私たちの生活や社会の根幹を支える社会資本である。近年、建築・都市を

取り巻く状況は、地球環境問題や大災害の多発、拡大成長期に造られた都市基盤の老朽化と

その更新、ストック型社会への転換、技術の進展による新たな価値観の創出、急激な社会環

境の変化による地域社会・家族関係・ライフスタイルの変容など、劇的な構造変化と諸問題

をもたらしている。 

特に、技術革新や超少子高齢社会の出現は、設計・建設過程における職務環境にも変化を

生じさせており、建築・都市に関わる各分野が担う役割も、多様化・複雑化が進んでいる。

こうした課題に応えるには、最新かつ高度な専門知識と技術力に加え、人間・社会・生活・

文化・歴史に対する幅広い視野と柔軟な発想力が必要とされる。 

具体的に身近な社会をみると、「地域」は地球環境の変化がもたらす想定を超えた災害への

対策をはじめ、超少子高齢社会に対応するための地方創生、地域らしさの創出、地域経済の

活性化など、未来に向けて抱える課題は多い。その課題に対し、自ら調査・発見し、地域と

恊働して解決を図ることができる「柔らかな技術者」の育成は、地域コミュニティの中核的

役割を持つ建築都市学部が、取り組むべき使命といえる。 

以上の背景と課題の解決に向け、新たに設置される建築都市学部では、従来の「工学」の

枠組みを越え、ソフトとハードの両面から建築・都市の課題に取り組む新しい学生の育成を

目指す。また、地域に根ざした建築・都市のあり方を、既存の建築・土木分野のみならず、

社会学・経済学など文系分野の教員の参画等により多角的に学ぶことで、住環境から都市環

境、地球環境まで及ぶ広い視野と高い技術力を備え、持続可能な社会システムの構築をめざ

すグローカルな人材を養成することを目的とする。 

 

２）建築学科の設置 

現代の日本、そして世界が抱える問題や課題を考える時、建築に関する分野は、構造・材

料・設備・環境・建築設計に代表されるハード面から、歴史や地域、生活文化を背景にした

建築史・建築計画・まちづくり等、ソフト面まで、多岐で広範な分野にまたがっている。そ

して、これらの分野は、これから生じるであろう大きな変化の波とも密接に関係している。 

建築学科においては、技術の進歩、環境の変化、社会の変化を捉える幅広い視野と、建築

学の幅の広い専門性を兼ね備えた「柔らかな技術者」の育成を目指している。具体的には「建

築計画」、「建築工学」、「地域デザイン」をカリキュラムの柱とし、文系・理系の枠にとらわ

れず、社会・生活の「変化を捉える力」を備え、新しい視点を持って地域と社会の発展に継

続的に寄与できる人材を養成する。 
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【ディプロマ・ポリシー】 

建築都市学部建築学科では、以下の能力を備えたと認められる者に学位「学士（工学）」を

授与する。 

 

『知識・理解』 

都市・建築空間創出のための「建築計画」、「建築工学」、「地域デザイン」に関する３つの

専門知識。 

 

『汎用的技能』 

３つの専門力「建築計画」、「建築工学」、「地域デザイン」を基盤として様々な分野との協

働により問題解決に向けて実践していくための汎用的技能。 

 

『態度・志向性』 

文系・理系の枠にとらわれず、「変化を捉える力」を持ち、新しい視点により地域と社会の

発展に継続的に寄与しようとする態度。 

 

【具体的な人材像】 

・高い専門性に加え多分野の知識を広範に併せ持つ建築士・施工管理技術者 

・専門分野を極めた建築・景観計画コンサルタント、専門工事技術者、地域・都市マネジメ

ントリーダー、建築学術研究者 

 

 

３）土木工学科の設置 

社会基盤は、安全で安心できる社会、円滑な産業経済活動を支えるために必要不可欠であ

り、それらを建設し、維持・管理、活用することができる技術力を有することが必要である。

さらに、急激な技術の進歩と、これに伴う社会環境の変化、そして地球環境の変化や想定外

の災害など、情報化社会においては、従来の分野や区分けを超え、様々な価値や多様性が生

まれており、土木分野もこれらに対応し、問題解決に向かうマネジメント力が求められてい

る。 

土木工学科においては、従来のライフラインの整備、国土保全、社会基盤の建設から、自

然環境の保全、災害の軽減、エネルギーなど、持続可能社会の構築を視野に入れた土木工学

の幅広い専門性を有し、社会経済や自然環境の変化に加え、想定外の環境変化にも対応でき

る柔軟性をもった人材を育成する。具体的には、「都市と防災」、「都市と環境」をカリキュラ

ムの柱とし、身に付けた技術力をもって、地域の発展に還元することができる技術力と実行

力を伴った人材を養成する。 

 

【ディプロマ・ポリシー】 

建築都市学部土木工学科では、以下の能力を備えたと認められる者に学位「学士（工学）」

を授与する。 
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『知識・理解』 

幅広い教養を身に付け、社会や自然における土木技術の役割をしっかりと理解し、土木工

学分野の基礎知識を持つと共に、専門分野の土木技術の知識と技術を持つこと。 

 

『汎用的技能』 

土木工学の専門知識と専門的技術を活用し、都市が抱える諸課題に対して土木技術者とし

て挑戦する実践力を持つこと。 

   

『態度・志向性』 

土木技術を駆使した安心安全で豊かな国土を創造し、持続可能な都市の実現のあり方を自

ら考えるとともに、身に付けた技術力をもって、地域の発展に還元する姿勢を持つこと。 

 

【具体的な人材像】 

・防災のハードとソフトの知識を併せ持つ公務員などの土木技術者 

・自然環境との調和した技術を有する土木分野のマネジメントリーダー 

 

 

３．研究対象とする中心的な学問分野 

１）建築学科の学問分野 

構造・設備・材料などのハード面と生活・社会・歴史・文化などのソフト面、および地域

に根ざしたローカルな視点と都市・地球環境レベルのグローバルな視点の両面から思考し、

豊かで持続可能な生活及び都市空間、社会システムの実現のために、建築・都市の分野から

貢献しうる、指導者的人材を養成するためには、建築・都市の諸課題を読み解く能力の修得

が必要である。 

具体的には、「建築計画（建築計画・歴史意匠、建築意匠設計）」、「建築工学（建築構造・

材料施工、建築環境・設備）」、「地域デザイン（地域・都市マネジメント）」に関する３つの

専門力を修得していく。工学系の専門知識・技術に加え、インターンシップ等の「実践スタ

ディ」や卒業研究等の「ゼミナール」により、３つの専門力を基盤として”様々な分野との

協働により問題解決に向けて実践していく力”を体得することにより、文系と理系の区別に

捉われない幅広い専門性をもった人材を育成するための研究活動と教育活動を行う。 

 

２）土木工学科の学問分野 

社会基盤施設の計画・設計から災害復旧、復興までの社会基盤施設の整備・管理、国土を

守る技術と自然や全ての生き物と優しく、共生する環境の創造と、次世代のための安全で快

適な都市・地域空間づくりの手法について、施設建設に関するハードと計画や政策立案のソ

フトの両面の視点で学び、また、日本の各地域で頻発する災害や地球レベルで発生する自然

や都市環境の保全の技術的課題を発見し、そこにある原理を理解して問題の解決に貢献でき

る能力を修得する。 

具体的には、数学や物理学（力学）、情報の基礎などの「土木の基礎」を構築した後、「都

市と防災」、「都市と環境」の各分野の専門能力をバランスよく修得させる。次いで、それら
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に関する演習や実験・実習を通じ、理解や知識を確実なものにし、実践力を養っていく。以

上で培った知識を「実践力科目群」、「ゼミナール科目群」において集約し、土木工学に関す

る諸問題に取り組み、地球環境と共生するために必要な‟工学的な専門性”と、問題解決のた

めに必要な、‟多分野を跨ったコミュニケーション力”と、‟多分野を跨ってマネジメントし

ていく力”を養成するための教育活動と研究活動を行う。 

 

 

２ 学部・学科等の特色 

 

１．建築都市学部 

建築都市学部は、中央教育審議会答申「我が国の高等教育の将来像（平成 17 年１月）」で

提言された大学が担うべき７種の機能のうち、「３幅広い職業人養成」をめざす。具体的には、

建築・都市の今日的な課題に取り組むために不可欠な、建築学・土木工学に関する最新かつ

高度な専門知識と技術力に加え、人間・社会・生活・文化に対する幅広い視野を備えたグロ

ーカルな人材を養成する。 

教育システムの特徴として、３点が挙げられる。第一に、専門分野の基礎・基本を重視し、

低学年において専門的素養を広く身につけた上で、各自が興味を持った分野を選択して、時

代が要請する課題を考えながら深く学習し、高度な専門力を育成する。第二に、実験・演習・

インターンシップなど実践的科目を重視して、社会的実践力を経験的に育成する。第三に、

総合大学のメリットを活かし、社会学・経済学・歴史学・環境科学など他学部の科目履修を

促すことで、幅広い視野と柔軟な発想力を育成する。以上に加え、少人数によるゼミナール

科目により、複数の人間が相互に協調しながら問題解決能力を育み、社会の要請に柔軟に対

応できる専門技術者を養成することを教育の特徴とする。 

 

２．建築学科 

建築学科では、修得すべき３つの専門力「建築計画」、「建築工学」、「地域デザイン」をカ

リキュラムの柱（コース）とし、３つの専門力（基礎）を２年次終了までに修得する。３年

次以降、個々の学生は自身の基軸を３コースの何れかに定めることとなるが、一級建築士受

験資格を満たすために基軸としたコース以外の科目も履修する。これにより、基軸とした１

コースの専門力（発展）をより高めつつ、他２つの専門力（発展）も修得できる。工学系の

専門知識・技術に加え、インターンシップ等の「実践スタディ」や卒業研究等の「ゼミナー

ル」により、３つの専門力を基盤として”様々な分野との協働により問題解決に向けて実践

していく力”を体得し、文系と理系の区別に捉われない幅広い専門性をもった人材を育成す

るための教育を推進する。 

 

３．土木工学科 

土木工学科では、「都市と防災」、「都市と環境」をカリキュラムの柱とし、まずは、それら

の基礎である「土木の基礎」を１年次終了までに概ね修得する。２年次以降、「構造」、「土質」、

「水理」の工学的な専門力を高めながら、自然災害に対しての人々の生命を守る防災分野、

自然との共生を目指す環境分野を修得する。それらを実践するための実験、実習等の「実践
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力」や卒業研究等の「ゼミナール」により、防災と環境の専門力を基盤として、様々な分野

とのコミュニケーション力、実践力、マネジメント力を体得し、工学分野以外を含めた、幅

広い専門性をもった人材を育成するための教育を推進する。 

 

 

３ 学部・学科等の名称及び学位の名称 

 

１．学部の名称 

建築都市学部は、私たちの生活や社会の根幹を支える社会資本である建築と都市について、

多角的に学ぶという設置目的から、「建築都市学部」と命名した。「都市」については、従来

の「工学」の枠組みを越えて人間関係・地域社会などのソフト面からも思考すること、２学

科各々の視点から都市問題を扱うことから、英語名称として土木工学を意味する「Civil 

Engineering」ではなく「Urban Planning」とした。 

 

２．学科の名称 

１）建築学科 

技術の進歩、環境の変化、社会の変化を捉える幅広い視野と、構造・材料・設備・環境・

建築設計に代表されるハード面から、歴史や地域、生活文化を背景にした建築史・建築計画・

まちづくり等、ソフト面まで、多岐で広範な建築学の専門性を兼ね備えた人材の育成を目指

すため、「建築学科」とした。 

 

２）土木工学科 

従来のライフラインの整備、国土保全、社会基盤施設の建設から、自然環境の保全、災害

の軽減、エネルギーなど、持続可能社会の構築を視野に入れた土木工学の幅広い専門性を有

し、社会経済や自然環境の変化に加え、想定外の環境変化にも対応できる柔軟性をもった人

材の育成を目指すため、「土木工学科」とした。 

 

３．学位の名称 

建築都市学部においては、学位は専門領域を広くカバーできる人材であることをアピール

すること、建設業界に受入れやすいこと、国際的な観点からも一般的に受入れられる名称で

あることが重要である。こうした背景により、建築都市学部を構成する２学科の学位の名称

を「工学」としている。 

 

【日本語名称】 

学部名称 ：建築都市学部 

学科名称 ：建築学科 

土木工学科 

学位名称 ：学士（工学） 
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【英訳名称】 

建築都市学部 ：Undergraduate School of Architecture and Urban Planning 

建築学科     ：Department of Architecture 

土木工学科   ：Department of Civil Engineering 

学士（工学） ：Bachelor of Engineering 

 

 

４ 教育課程の編成の考え方及び特色 

 

１．教育課程の編成方針 

 

１）建築学科【カリキュラム・ポリシー】 

建築都市学部建築学科が定めるディプロマ・ポリシーに基づき、以下に示す教育課程を編

成し、実施する。 

 

『教育課程・学修成果』 

建築学科の教育課程の編成方針は、全ての講義・演習・実習・実験科目において、建築学

科の教育方針にもとづくカリキュラムを構築し、多様な学生の資質に応じた実践力が身に付

くように指導することを基本とする。 

１、２年次には、教養科目と共に学科の専門基礎科目として、「建築計画」、「建築工学」、

「地域デザイン」の専門力（基礎）を修得するための科目群「建築の基礎」中の科目が開講

される。「建築デザイン入門」、「建築の理数学」、「建築デザイン演習１」、「建築法規」、「建築

構造力学１Ａ・演習」、「建築環境工学・演習」などの科目が用意されている。 

３年次以降には、学科の発展科目として「建築計画」、「建築工学」、「地域デザイン」の専

門力（発展）を修得するための科目群「建築計画」、「建築工学」、「地域デザイン」、および３

つの専門力を基盤として”様々な分野との協働により問題解決に向けて実践していく力”を

体得し、文系と理系の区別に捉われない幅広い専門性を修得するための科目群「実践スタデ

ィ」、「ゼミナール」中の科目が開講される。科目群「建築計画」では、建築計画・歴史意匠、

建築意匠設計に関する科目が用意されている。科目群「建築工学」では、建築構造・材料施

工、建築環境・設備に関する科目が用意されている。科目群「地域デザイン」では、地域・

都市マネジメントに関する科目が用意されている。科目群「実践スタディ」、「ゼミナール」

では、「建築インターンシップＡ」、「建築プレゼンテーション英語」、「建築専門演習」、「卒業

論文・卒業設計」などの科目が用意されている。 

 

『学修成果の評価方法』 

建築学科のディプロマ・ポリシーに示されている『知識・理解』『汎用的技能』『態度・志

向性』に関して、修得単位数・ＧＰＡによる分析評価等を用いた学生による自己評価により、

学修成果の評価を行っている。その集計結果は、ＦＤ活動等をとおして教育の質向上のため

のＰＤＣＡサイクルにつなげている。 
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２）土木工学科【カリキュラム・ポリシー】 

建築都市学部土木工学科が定めるディプロマ・ポリシーに基づき、以下に示す教育課程を

編成し、実施する。 

 

『教育課程・学修成果』 

土木工学科の教育課程の編成方針は、全ての講義・演習・実習・実験科目において、土木

工学科の教育方針にもとづくカリキュラムを構築し、多様な学生の資質に応じた実践力が身

に付くように指導することを基本とする。 

１年次には、教養科目と共に学科の専門基礎科目として、「都市と防災」、「都市と環境」の

専門力（基礎）を修得するための科目群「土木の基礎」中の科目が開講される。「土木の数学」、

「土木の微積分」、「土木解析学」、「プログラミング基礎」、「土木基礎力学１（演習含む）」な

どの科目が用意されている。 

２年次以降には、学科の発展科目として「都市と防災」、「都市と環境」の専門力（発展）

を修得するための科目群「都市と防災」、「都市と環境」および３つの専門力を基盤として”

様々な分野との協働により問題解決に向けて実践していく力”を体得し、幅広い専門性を修

得するための科目群「実践力」、「ゼミナール」中の科目が開講される。科目群「都市と防災」

では、構造力学、土質力学、コンクリート工学に関する科目が用意されている。科目群「都

市と環境」では、水理学、測量学、都市・交通計画に関する科目が用意されている。科目群

「実践力」、「ゼミナール」では、「環境防災実験」、「土木工学ゼミナール」、「公務員受験対策

専門演習」、「卒業研究１・２」などの科目が用意されている。科目群「建築士受験科目」で

は、「建築計画Ａ」、「建築構造製図」、「建築法規」などの科目が用意されている。 

 

『学修成果の評価方法』 

土木工学科のディプロマ・ポリシーに示されている『知識・理解』『汎用的技能』『態度・

志向性』に関して、修得単位数・ＧＰＡによる分析評価等を用いた学生による自己評価によ

り、学修成果の評価を行っている。その集計結果は、ＦＤ活動等をとおして教育の質向上の

ためのＰＤＣＡサイクルにつなげている。 

 

３）「ディプロマ・ポリシー」「カリキュラム・ポリシー」と教育課程の関連 

上記１）、２）のカリキュラム・ポリシーは、ディプロマ・ポリシーの達成のため、後述す

る教育課程に基づき、資料のとおり図式化することができる。【資料１】参照 

 

２．教育課程の構成 

１）現代文明論・現代教養科目・英語科目（教養科目）  

教養科目として、１年次から２年次にかけ、「Ⅰ現代文明論」、「Ⅱ現代教養科目」、「Ⅲ英語

科目」の科目区分に必修科目を開講する。これらの科目の学びをとおして、現在の複雑化し

た社会の課題に対して、幅広い視点から、自らの考えを深め、行動していく姿勢を育てると

ともに、後述する主専攻科目と影響しあいながら、ディプロマ・ポリシーの達成に向け、学

修を進めていく。 

教養科目の学びは以下のとおりである。 
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「Ⅰ現代文明論」 

幅広い分野の問題点や課題の発見、そして解決への姿勢を育てていくことを目的とした「現

代文明論」や「現代教養講義」の履修をとおして、自らの人生の過ごし方や、その姿勢につ

いて考える機会を設定している。 

 

「Ⅱ現代教養科目」 

“基礎教養科目”において、大学教育や学部教育への理解を深める「入門ゼミナールＡ」、

「入門ゼミナールＢ」を開講し、“発展教養科目”において、国際・地域を基点として社会に

ついて学び、そこでの課題の把握とその解決について能動的に考える授業を展開する「シテ

ィズンシップ」、「地域・国際理解」、「現代教養講義」を開講する。 

また、“健康スポーツ科目”において、生涯にわたり心・体・社会的に健やかに充実した生

活を送るための基盤として、「健康・フィットネス理論実習」「生涯スポーツ理論実習」を開

講する。 

 

「Ⅲ英語科目」 

“英語コミュニケーション科目”において、国際的に幅広く社会と関わる素地を身につける

ため、「英語リスニング＆スピーキング」、「英語リーディング＆ライティング」を開講する。 

  

２）主専攻科目（専門科目） 

①建築学科 

「建築の基礎」科目群 

学科の基礎科目群として位置付けられる。これにより、「建築計画」、「建築工学」、「地域

デザイン」の３つの専門力（基礎）を修得する。 

「建築計画」および「地域デザイン」分野全般の入門科目として、第１セメスターに「建

築デザイン入門」を配当する。さらに、これらの分野を横断する知識の基礎科目として、

第１セメスターでの「空間計画」、第２セメスターでの「建築法規」、第３セメスターでの

「建築計画Ａ」、「住宅論」を配当する。また、歴史意匠の基礎科目として、第３セメスタ

ーに「日本建築史１」、第４セメスターに「西洋建築史１」を配当する。建築意匠設計の基

礎科目として、第 1 セメスターでの「建築デザイン演習１（設計製図基礎）」、第２セメス

ターでの「建築デザイン演習２（空間基礎造形）」、第３セメスターでの「建築デザイン演

習３（住宅建築設計）」とステップアップする。また、第２セメスターに「デジタルデザイ

ン演習」を配当し、CADを用いた実践的な製図技術を修得する。 

「建築工学」分野全般の入門科目として、第 1 セメスターに「生産・構法Ａ」を、第 2

セメスターに「生産・構法Ｂ」を配当する。さらに、この分野に共通する知識の基礎科目

として、第 1 セメスターに、「建築の理数学」を配当する。また、建築構造の基礎科目とし

て、第２セメスターでの「建築構造力学１Ａ・演習」、第３セメスターでの「建築構造力学

１Ｂ・演習」とステップアップする。材料施工の基礎科目として、第３セメスターに「生

産・構法実験」を配当する。建築環境・設備の基礎科目として、第２セメスターに「建築

環境工学・演習」、第３セメスターに「建築設備」を配当する。 

 



11 

 

「建築計画」科目群 

学科の発展科目群の１つとして位置付けられる。建築計画・歴史意匠、建築意匠設計に

ついて学修することにより、「建築計画」の専門力（発展）を修得する。 

建築計画の発展科目として、第４セメスターに「建築計画Ｂ」を配当し、「建築の基礎」科

目群の同Ａからステップアップする。 

歴史意匠の発展科目として、第４セメスターに「日本建築史２」を、第５セメスターに

「西洋建築史２」を配当し、「建築の基礎」科目群の各同１からステップアップする。また、

第６セメスターに「近現代建築史」を配当する。さらに、第５セメスターに「建築文化史」

を配当し、日本・西洋・近現代の建築史を俯瞰する。 

建築意匠設計の発展科目として、第４セメスターに「建築デザイン演習４（公共建築設計

Ａ）」、第５セメスターに「建築デザイン演習５（公共建築設計Ｂ）」、第６セメスターに「建

築デザイン演習６（提案型建築設計）」を配当し、「建築の基礎」科目群の同１～３から引

き続きステップアップする。 

 

「地域デザイン」科目群 

学科の発展科目群の１つとして位置付けられる。地域・都市マネジメントについて学修

することにより、「地域デザイン」の専門力（発展）を修得する。 

個々の建築に向けていた視点をローカル規模に拡大した地域マネジメントの発展科目とし

て、第５セメスターでの「地域まちづくり」、第６セメスターでの「地域デザイン・演習」、

第７セメスターでの「地域マネジメント」とステップアップする。 

また、「地域まちづくり」を踏まえてさらに視点をグローバル規模に拡大した都市マネジ

メントの発展科目として、第６セメスターでの「都市計画」、第７セメスターでの「都市デ

ザイン」とステップアップする。 

 

「建築工学」科目群 

学科の発展科目群の１つとして位置付けられる。築構造・材料施工、建築環境・設備に

ついて学修することにより、「建築工学」の専門力（発展）を修得する。 

建築構造全般の発展科目として、第５セメスターに、「建築構造力学２・演習」を配当し、

「建築の基礎」科目群の同１Ａ・Ｂからステップアップする。また、各種構造材料や設計

手法を専門的に学ぶ発展科目として、第４セメスターに「建築鉄筋コンクリート構造・演

習」、「建築鋼構造・演習」、第５セメスターに「建築耐震工学」、第６セメスターに「建築

構造解析・演習」、「建築基礎構造」、「建築構造製図」を配当する。 

建築材料の発展科目として、第５セメスターでの「建築材料Ａ」、第６セメスターでの「建

築材料Ｂ」とステップアップする。また、建築施工の発展科目として、第５セメスターに

「建築施工」、「建築測量実習」を配当する。 

建築環境の発展科目として、第５セメスターに「建築環境計画・演習」を配当し、「建築

の基礎」科目群の「建築環境工学・演習」からステップアップする。また、建築設備の発

展科目として、第６セメスターに「建築設備計画」「建築設備設計・演習」を配当し、「建

築の基礎」科目群の「建築設備」から引き続きステップアップする。 
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「実践スタディ」科目群 

学科の発展科目群の１つとして位置付けられる。「インターンシップ」、「プレゼンテーシ

ョン英語」等について学修することにより、３つの専門力を基盤として”様々な分野との

協働により問題解決に向けて実践していく力”を体得するための一助となる。 

実務体験や協働する地域との関わり体験から実践力を身につけることを目的に、「建築の

基礎」科目群を修得したうえで、第４セメスターに「建築インターンシップＡ」を、第５

セメスターに「建築インターンシップＢ」配当し、第５セメスターに「建築プレゼンテー

ション英語」、「海外建築研修」を配当する。 

 

「ゼミナール」科目群 

学科の発展科目群の１つとして位置付けられる。「建築専門演習」は卒業研究のプレゼミ

ナールであり、選択科目となる。「卒業研究」は必修科目であり、学生が担当を希望する教

員を選定し、各研究室で研究・制作活動を実施する。「卒業論文・卒業設計」は必修科目で

あり、卒業研究を修得後、卒業研究指導教員のもとで、引き続き研究・制作活動を実施す

る。他分野・学科の研究室の協働も含めて論文・設計として学修成果を取りまとめ発表す

る。これにより、３つの専門力を基盤として”様々な分野との協働により問題解決に向け

て実践していく力”を体得し、文系と理系の区別に捉われない幅広い専門性を修得する。 

  

②土木工学科 

「土木の基礎」科目群 

学科の基礎科目群として位置づけられる。これにより、「都市と防災」、「都市と環境」の

２つの専門力（基礎）を修得する。 

第１セメスターでは、「土木数物の基礎」、「土木の数学」、「工科の線形代数」、「基礎情報処

理」、「土木基礎力学１（演習含む）」を配当する。 

第２セメスターでは、「土木の微積分」、「土木解析学」、「物理学」、「化学基礎」、「プログ

ラミング基礎」、「土木基礎力学２（演習含む）」を配当する。 

第３セメスターでは、「基礎統計学」を配当する。 

 

「都市と防災」科目群 

学科の発展科目群の１つとして位置づけられる。構造力学、土質力学、コンクリート工

学について学修することにより、「都市と防災」の専門力（発展）を修得する。 

第１セメスターでは、「防災まちづくり」を配当する。第３セメスターでは、「構造力学

１」、「構造力学演習」、「土質力学１」、「土質力学演習」を配当する。第４セメスターでは、

「地震防災基礎」、「構造力学２」、「土質力学２」、「コンクリート工学１」を配当する。 

第５セメスターでは、「都市防災工学」、「橋梁工学」、「コンクリート工学２」、「コンクリ

ート構造」、「メンテナンス工学」、「土木施工」を配当する。第６セメスターでは、「道路工

学」、「建設マネジメント」を配当する。 

 

「都市と環境」科目群 

学科の発展科目群の１つとして位置づけられる。水理学、測量学、都市・交通計画につ
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いて学修することにより、「都市と環境」の専門力（発展）を修得する。第１セメスターで

は、「測量学１」を配当する。第２セメスターでは、「測量学２」を配当する。第３メスタ

ーでは、「測量実習」「都市デザイン」「水理学１」「水理学演習」を配当する。第４セメス

ターでは、「都市・地域計画」「計画数理」「水理学２」を配当する。第５セメスターでは、

「交通計画」「河海工学」「環境工学」「上下水道工学」を配当する。第６セメスターでは、

「地形情報処理学」「公共政策学」を配当する。第７セメスターでは、「地域マネジメント」

「まちづくり関連法規」を配当する。 

 

「実践力」科目群 

学科の発展科目群の１つとして位置付けられる。実験、製図、公務員対策講座、技術英

語等について学修することにより、２つの専門力を基盤として“多分野を跨ったコミュニ

ケーション力”と、‟多分野を跨ってマネジメントしていく力”を修得するための一助とな

る。一部が選択科目となる。 

第５セメスターでは、「土木実験」を配当する。第６セメスターでは、「環境防災実験」、

「土木設計製図」、「まちづくり演習」、「公務員受験対策専門演習」、「土木技術者のための

基礎英語」を配当する。第７セメスターでは、「建設ＣＡＤ」を配当する。 

 

「ゼミナール」科目群 

学科の発展科目群の１つとして位置付けられる。「土木工学ゼミナール」は、卒業研究の

プレゼミナールであり、選択科目となる。「卒業研究」は必修科目であり、学生が担当を希

望する教員を選定し、各研究室で研究活動を実施する。他分野・学科の研究室の協働も含

めて論文として学修成果を取りまとめ発表する。これにより、２つの専門力を基盤として

土木工学に関する諸問題に取り組み、地球環境と共生するために必要な‟工学的な専門性”

と、問題解決のために必要な、‟多分野を跨ったコミュニケーション力”と、‟多分野を跨

ってマネジメントしていく力”を修得する。 

第６セメスターでは、「土木工学ゼミナール」を配当する。第７セメスターでは、「卒業

研究１」を配当する。第８セメスターでは、「卒業研究２」を配当する。 

 

「建築士受験科目」科目群 

学科の発展科目群の１つとして位置づけられる。建築製図、建築計画、建築史、建築法

規について学修することにより、二級・木造建築士の受験資格に必要な専門力（発展）を

修得する。第１セメスターでは、「空間計画」、「建築デザイン入門」を配当する。第３セメ

スターでは、「日本建築史１」、「建築計画Ａ」を配当する。第４セメスターでは、「西洋建

築史１」、「建築計画 B」を配当する。第５セメスターでは、「建築法規」を配当する。第６

セメスターでは、「建築構造製図」、「建築法規」を配当する。 
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５ 教育方法，履修指導方法及び卒業要件 

 

１．教養科目と主専攻科目（専門科目）の計画的な融合  

本学は、教養科目と主専攻科目（専門科目）の融合の実現を目指し、１年次から２年次に

かけて、次のとおり教養科目を配置している。 

大学教育や学部教育への理解を深め、大学生活を送るうえで必要なアカデミックスキルの

基礎的能力・知識を養う「入門ゼミナールＡ」、「入門ゼミナールＢ」、生涯にわたり心・体・

社会的に健やかに充実した生活を送るための基盤となる“健康スポーツ科目”や国際的に幅

広く社会と関わる素地を身につける“英語コミュニケーション科目”により、主専攻科目（専

門科目）への円滑な学びへと導いていく。 

また、多様な人々が民主政治の担い手である市民として、意見の違いを乗り越え、相互の

人権を尊重しあえる社会を形成するにはどうすればよいかを考えることを目標とする「シテ

ィズンシップ」、多様な人々の視点に立ち、地域社会・国際社会の様々な課題を発見し、その

解決について考える「地域・国際理解」の学びを通じて、学生が社会の構成員であることを

自覚し、社会と関わろうとする自発的な意識を高め、公共に資する判断と行動の必要性を認

識することにより、自らが社会の持続的な発展に向けて取り組んでいく必要性を認識し、深

化させていく。 

以上を礎に、２年次に学修する本学の基幹科目である「現代文明論」や「現代教養講義」

により、正しい姿勢や倫理観をもって、自ら考え、問題解決を目指して、挑み、仲間と集い、

成し遂げていく姿勢を身に付けていく。そして、「主専攻科目（専門科目）」の学びと融合し

ながら、現代社会に必要とされる専門知識や技術に加え、倫理観をもって、様々な課題に積

極的に取り組んでいく姿勢を育成していくカリキュラム体系となっている。 

 

２．教養科目に基づく専門科目の展開 

１）建築学科 

建築学科の学修の流れは、教養科目による知識の修得と社会的実践力の向上と連動し、建

築計画・地域デザイン分野への入門科目的位置付けである「建築デザイン入門」および建築

工学分野への入門科目的位置付けである「生産・構法Ａ」、「生産・構法Ｂ」を通じて、幅広

い建築分野の理解と建築学科での学びの可能性の理解、将来の進路へのきっかけ作りを行っ

ていく。 

あわせて、教養科目で養っていく学問の深み、社会との関わりを理解しながら、専門科目

での学修を以下の方針で学修を進めていく。その特徴は以下のとおりである。 

Ⓐ第１～３セメスター（一部科目は第４セメスター）では、将来いずれの分野を希望しよう

とも共通する「建築の基礎」科目群を中心に習得する。 

Ⓑ第４～７セメスターでは、建築の基礎の学びの過程で発見される自身の適正に応じた基軸

を「建築計画」、「建築工学」、「地域デザイン」のいずれかに定め、対応する科目群を中心

に習得してより深い学修を進める。 

Ⓒ第４・５セメスター時の「実践スタディ」科目群により、専門科目を社会と連動させる。 

Ⓓ第７・８セメスターでは、「ゼミナール」科目群を履修し、専門分野の学びをより社会と連

動させつつ、卒業設計・卒業論文に取り組む。なお、意欲的に学習を進め、第５セメスタ
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ーまでに十分な数の専門科目を修得している学生に対しては、第６セメスターからの「ゼ

ミナール」科目群の履修を認める。 

 

２）土木工学科 

土木工学科の学修の流れは、教養科目による知識の修得と社会的実践力の向上と連動し、

都市と防災分野への入門科目的位置付けである「構造力学」、「土質力学」および都市と環境

分野への入門科目的位置付けである「水理学」、「測量学」を通じて、幅広い土木分野の理解

と土木工学科での学びの可能性の理解、将来の進路へのきっかけ作りを行っていく。 

あわせて、教養科目で養っていく学問の深み、社会との関わりを理解しながら、専門科目

での学修を以下の方針で学修を進めていく。その特徴は以下のとおりである。 

Ⓐ第１セメスターでは、将来いずれの分野を希望しようとも共通する「土木の基礎」科目群 

を中心に習得する。 

Ⓑ第１～７セメスターでは、土木の基礎の学びの過程で発見される自身の適正に応じた基軸

を「都市と防災」、「都市と環境」のいずれかに定め、対応する科目群を中心に習得してよ

り深い学修を進める。また、二級・木造建築士受験資格を希望する学生は「建築受験科目」

を修得する。 

Ⓒ第５～７セメスターに、「実践力」科目群により、専門科目をより社会と連動させる。 

Ⓓ第７、８セメスターでは、「ゼミナール」科目群を履修し、専門分野の学びをより社会と連

動させつつ、卒業研究に取り組む。なお、卒業研究のプレゼミナールである第６セメスタ

ーからの「ゼミナール」科目群の履修も推奨する。 

 

３．履修順序と学修の進め方 

本学においては、カリキュラムの体系化を目指し、全科目を３桁の数字でナンバリングし

ている。１桁目は履修推奨年次、２桁目は科目群やグループ、３桁目は履修時の条件の有無

を表している。これらをカリキュラム表に記載して学生に提示し、履修モデルと合わせて学

生が学修計画を組み立てる際の一助となるように対応している。 

なお、履修者数等の設定については、基礎系の科目の受講状況により、次学期・次年度の

科目群ごとの受講人数を予め想定し、開講クラス数等の増加等によって、科目ごとに適切に

管理を行う。 

 

１）学修の進め方 

①建築学科 

これまで述べてきた教育課程により、「建築計画」、「建築工学」、「地域デザイン」を柱とし、

文系と理系の区別に捉われない幅広い専門性をもった人材を効果的に育成するため、基礎的

な学修を進める科目群は低年次に開講する。また、専門的な内容を含んだ科目群は、基礎科

目を設定することにより学修を深く進めていく上での順序性を設定（難易度や関連性をわか

りやすくするため、同一科目名に１、２やＡ、Ｂを付記）し、ゼミナール科目による指導を

行うことにより力を養っていく。 

教養科目の学びを踏まえ、専門科目における学修の進め方は以下のとおりである。 
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「建築の基礎」科目群 

  学科の基礎科目群として位置付け、建築計画、建築工学、地域デザインに関する基礎科

目を１、２年次に開講する。 

「建築計画」科目群 

  学科の発展科目群の１つとして位置付け、建築計画・歴史意匠、建築意匠設計に関する

科目を３年次以降に開講する。 

「地域デザイン」科目群 

  学科の発展科目群の１つとして位置付け、地域・都市マネジメントに関する科目を３年

次以降に開講する。 

「建築工学」科目群 

  学科の発展科目群の１つとして位置付け、築構造・材料施工、建築環境・設備に関する

科目を３年次以降に開講する。 

「実践スタディ」科目群 

学科の発展科目群の１つとして位置付け、インターンシップ、プレゼンテーション英語

等に関する科目を３年次以降に開講する。 

「ゼミナール」科目群 

学科の発展科目群の１つとして位置付け、「建築専門演習」、「卒業研究」、「卒業論文・卒

業設計」を３年次以降にゼミナール形式で開講する。 

 

②土木工学科 

これまで述べてきた教育課程により、「都市と防災」、「都市と環境」を柱とし、文系と理系

の区別に捉われない幅広い専門性をもった人材を効果的に育成するため、基礎的な学修を進

める科目群は１年次に開講する。また、専門的な内容を含んだ科目群は、基礎科目を設定す

ることにより学修を深く進めていく上での順序性を設定し、ゼミナール科目による指導を行

うことにより力を養っていく。 

教養科目の学びを踏まえ、専門科目における学修の進め方は以下のとおりである。 

「土木の基礎」科目群 

  学科の基礎科目群として位置付け、「都市と防災」、「都市と環境」に関する基礎科目を１

～３年次に開講する。 

「都市と防災」科目群 

 学科の発展科目群の１つとして位置付け、構造力学、土質力学、コンクリート工学に関

する科目を１年次以降に開講する。 

「都市と環境」科目群 

 学科の発展科目群の１つとして位置付け、水理学、都市・交通計画に関する科目を１年

次以降に開講する。 

「実践力」科目群 

学科の発展科目群の１つとして位置付け、実験、製図、公務員対策講座、技術英語等に

関する科目を３年次以降に開講する。 

「ゼミナール」科目群 

学科の発展科目群の１つとして位置付け、「土木工学ゼミナール」、「卒業研究１」、「卒業
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研究２」を３年次以降にゼミナール形式で開講する。 

「建築士受験科目」科目群 

学科の発展科目群の１つとして位置付け、建築製図、建築計画、建築史、建築法規に関

する科目を１年次から開講する。 

 

２）卒業要件 

①建築学科 

以下の合計で 124単位以上修得する。 

（履修科目の登録の上限：20単位（１学期）） 

 

□科目区分Ⅰ現代文明論＜必修科目＞ 2単位修得 

□科目区分Ⅱ現代教養科目 

       基礎教養科目＜必修科目＞ 4単位修得 

       発展教養科目＜必修科目＞ 6単位修得 

       健康スポーツ科目＜必修科目＞ 2単位修得 

□科目区分Ⅲ英語コミュニケーション科目 ＜必修科目＞ 4単位修得 

□科目区分Ⅳ主専攻科目 76単位修得   

 

 ＜必修科目＞ 

■ゼミナール に設定された必修科目を 8単位修得   （計 8 単位） 

 

＜選択科目＞ 

■建築の基礎 ■建築計画 ■地域デザイン ■建築工学 

■実践スタディ ■ゼミナール 

に設定された選択科目を 68 単位以上修得        （計 68 単位） 

 

□科目区分Ⅳの余剰、他学部・他学科科目を修得した単位 30単位修得 

 

                            合計 124単位修得 

 

②土木工学科 

 以下の合計で 124単位以上修得する。 

（履修科目の登録の上限：20単位（１学期）） 

 

□科目区分Ⅰ現代文明論＜必修科目＞ 2単位修得 

□科目区分Ⅱ現代教養科目 

       基礎教養科目＜必修科目＞ 4単位修得 

       発展教養科目＜必修科目＞ 6単位修得 

       健康スポーツ科目＜必修科目＞ 2単位修得 

□科目区分Ⅲ英語コミュニケーション科目 ＜必修科目＞ 4単位修得 
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□科目区分Ⅳ主専攻科目 76単位修得  

 

＜必修科目＞ 

設定された必修科目より 36 単位を修得          （計 36単位) 

 

＜選択科目＞                        

■土木の基礎 ■都市と防災 ■都市と環境 ■実践力 

■ゼミナール ■建築士受験科目 

に設定された選択科目より 40単位以上を修得       (計 40単位)                      

 

□科目区分Ⅳの余剰、他学部・他学科科目を修得した単位  30単位修得 

 

                              合計 124単位修得 

 

３）履修モデル 

前掲の【具体的な人材像】に基づき、履修モデルを資料として添付する。【資料２】参照 

 

４）履修科目の登録上限について 

確実な学修とその定着を図るため、ＣＡＰ制を設定する。１学期（１セメスター）におけ

る履修登録の上限を 20単位と定めることにより、確実な授業外学習（予習・復習）がなされ

るようにする。資格取得のための卒業単位数に含まれない科目、セメスター期間外の実習等

については、「セッション科目」として扱うため上限の単位数にカウントしない。 

 

５）他大学における授業科目の履修について 

他大学における授業科目の履修、単位認定については、大学設置基準に基づき本学が定め

るルールに則り活用していく。但し、資格取得等に関わる科目については、その基準を満た

しているか等、慎重に審査して行う。 

 

 

６ 企業実習（インターンシップを含む）や海外語学研修等の学外実習を実施する場合の具 

体的計画 

 

ア 実習先の確保の状況 

「建築インターンシップＡ」、「建築インターンシップＢ」は、建築学科において、就業体

験を通じて大学での講義・演習では得られない専門分野の実践的知識や職業観・社会倫理を

身につけることを目的とする。ＡとＢは、内容は変わらず開講学期のみ異なり、研修分野の

基礎知識を必要とするため、「建築の基礎」科目群を修得した４セメスター以降の履修を指定

している。高学年の選択科目であることから、履修者は１セメスター当たり学年定員 240 名

の１割強（30名程度）と想定している。 

実習先は、実務的な教育的効果があると学科で認めた国内外の建築設計事務所・建設会社、
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および地域まちづくり等を主導する市民団体・自治体等とする。卒業生が主催・在籍する建

築設計事務所、および研究・社会活動を通して教員と連携関係にある市民団体などを実習先

として確保している。また自治体については、大学が推進する地域連携事業により提携協定

等を結んでいる秦野市・平塚市・伊勢原市等で研修を行う。以上のように、企業・市民団体・

自治体など多様な実習先を確保して、インターンシップを実施する体制を整えている。 

 

【実習施設一覧】 

授業科目 実習施設名 所在地 受入れ可能人数 

建築インター

ンシップＡ 

 

建築インター

ンシップＢ 

大成建設㈱横浜支

店 

〒231-0033 神奈川県横浜市中区

長者町 6丁目 96番地 2 

３名 

戸田建設㈱ 〒108-0023東京都港区芝浦 3-9-1

芝浦ルネサイトタワー 

２名 

一級建築士事務所

モリイズアトリエ 

〒 259-1131 神奈川県伊勢原市 

伊勢原 3-12-18 

２名 

㈱梶浦暁建築設計

事務所 

〒251-0022 神奈川県藤沢市鵠沼

橘 1-8-1ヤマセビル 3F 

２名 

㈱エイバンバ 〒231-0023 神奈川県横浜市中

区山下町 82 徳永ビル 505 

３名 

(有)香山壽夫建築

研究所 

〒 113-0033 東京都文京区本郷

2-12-10 UT本郷ビル 

３名 

㈱ハチジュウイチ

エー 

〒103-0025 東京都中央区日本橋

茅場町 1-6-3 KT ビル 302 

２名 

㈱計画・環境建築 

 

〒102-0075 東京都千代田区三番

24-28 千代田ハヤシビル 4階 

２名 

㈱富永事務所 〒194-0041 東京都町田市玉川学

園 1-25-27 

２名 

山下貴成建築設計

事務所 

〒 150-0002 東京都渋谷区渋谷

3-25-21第一平野ビル 403 

２名 

㈱アルテス 〒107-0052 東京都港区赤坂 6－5

－30 KIビル 

２名 

明野設計室一級級

建築士事務所 

〒215-0017 神奈川県川崎市麻生

区王禅寺西１丁目 14-4 

２名 

㈱彦根建築設計事

務所 

〒153-0052 東京都目黒区祐天寺

2-14-5 

２名 

GEN INOUE 〒231-0003 神奈川県横浜市中区

北仲通 4-45 松島ビル 4階 

２名 

㈱メグロ建築研究

所 

〒153-0064 東京都目黒区下目黒

5-3-12-3F 

２名 

㈱ミント・建築スタ 〒 130-0011 東京都墨田区石原 ２名 



20 

 

ジオ 1-38-7 

㈱手塚建築建築研

究所 

〒158-0082 東京都世田谷区等々

力 1-19-9-3F 

２名 

㈱篠崎弘之建築設

計事務所 

〒151-0053 東京都渋谷区代々木

5-7-9-301 

２名 

公益社団法人 

横浜歴史資産調査

会 

〒231-0012 神奈川県横浜市中

区相生町三丁目 60-405 

２名 

特定非営利団体ア

ーバンデザイン研

究体 

〒151-0071 東京都渋谷区本町

三丁目 43番４号 

２名 

特定非営利団体 小

田原まちづくり応

援団 

〒250-0013 神奈川県小田原市

南町 1-5-73 清閑亭内 

２名 

 

イ 実習先との連携体制 

本科目では、①参加希望者への説明会、②実習先の選定及び実習内容の協議、③実習先に

関する事前研究という準備段階を踏まえた上で、延べ68時間程度の実習を実施する。②では、

インターンシップ担当教員と受入先責任者・指導担当者の間で、授業の趣旨の説明、実習内

容や指導方法、日報の書式、成績評価等について確認を行い、受入依頼書・承諾書を取り交

わす。また実習中は、担当教員が学生の研修状況を把握すると共に、必要に応じてインター

ンシップ受入先と連絡を取り、協議・相談・調整等を図る。 

 

ウ 成績評価体制及び単位認定方法 

学生は、実習中「インターンシップ記録（日報）」に実習内容を記録し、実習終了後に「イ

ンターンシップ報告書」を作成して、日報とともに担当教員に提出する。さらに、実習内容

と成果について、実習報告会でプレゼンテーションを行う。受入先の指導担当者は、研修終

了後に指導結果を「評価票」にまとめて、建築学科に提出する。 

インターンシップ担当教員は、この「評価票」、「インターンシップ記録」、「インターンシ

ップ報告書」、および実習報告会の内容を総合して、成績の評価を行う。 

 

 

７ 取得可能な資格 

 

建築都市学部建築学科で取得可能な資格は、国家資格である一級建築士、二級建築士、木

造建築士の受験資格であり、資格取得にあたっては、卒業要件単位に含まれる科目から、分

野別に必要単位数の修得が必要である。なお、受験資格取得が卒業の必須条件ではない。 

建築都市学部土木工学科で取得可能な資格は、国家資格である二級建築士、木造建築士の

受験資格であり、資格取得にあたっては、卒業要件単位に含まれる科目から、分野別に必要

建築インター

ンシップＡ 

 

建築インター

ンシップＢ 
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単位数の修得が必要である。なお、受験資格取得が卒業の必須条件ではない。 

 

 

８ 入学者選抜の概要 

 

１．アドミッション･ポリシー 

 

１）建築学科【アドミッション・ポリシー】 

『求める学生像』 

建築都市学部建築学科の教育目標を理解し、この目標を達成するために自ら学ぶ意欲をも

った人材。 

建築都市学部建築学科で定められたディプロマ・ポリシーで、求められている能力を身に

つけられると期待できる基礎学力を十分有する人材。 

 

『入学者にもとめる知識・技能・思考力・判断力・表現力・態度』 

（１）知識・技能 

 英語では、高校での英語の科目の履修を通して英語の文章理解力、表現力、コミュニケー

ション能力を身につけておくこと。 

数学では、高校での数学の科目の履修を通して公式や計算方法を理解した上で、それらを

応用できる能力を身につけておくこと。 

 理科では、高校での理科（物理、化学、生物）の中から数科目を選択し、個々の項目の内

容を理解していること。 

 国語及び社会は、理系の学問を学ぶ上で必要な文化的な知識を幅広く理解していること。 

 

（２）思考力・判断力・表現力 

 都市・建築空間創出のためには、文理融合の視点が必要である。建築の専門知識のみなら

ず、文系・理系の広範な知識を総合的に思考し判断する力が期待できること。 

 

（３）主体性を持って多様な人々と協働して学ぶ態度 

多様な価値観や立場・役割を理解し、自分と自分以外の人及び社会システムと健全な関係

を築くことができ、都市・建築空間創出の活動に主体的に取り組むことが期待できること。 

 

２）土木工学科【アドミッション・ポリシー】 

『求める学生像』 

建築都市学部土木工学科の教育目標を理解し、この目標を達成するために自ら学ぶ意欲を

もった人材。 

建築都市学部土木工学科で定められたディプロマ・ポリシーで、求められている能力を身

につけられると期待できる基礎学力を十分有する人材。 

『入学者にもとめる知識・技能・思考力・判断力・表現力・態度』 

（１）知識・技能 
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 英語では、高校での英語の科目の履修を通して英語の文章理解力、表現力、コミュニケー

ション能力を身につけておくこと。 

 数学では、高校での数学の科目の履修を通して公式や計算方法を理解した上で、それらを

応用できる能力を身につけておくこと。 

 理科では、高校での理科（物理、化学、生物）の中から数科目を選択し、個々の項目の内

容を理解していること。 

 国語及び社会は、理系の学問を学ぶ上で必要な文化的な知識を幅広く理解していること。 

 

（２）思考力・判断力・表現力 

 文理融合の観点から、土木技術に関係する理系と文系（経済学、社会学等）それぞれの知

識や技能を総合して応用できること、及び、それらを表現できること。 

 

（３）主体性を持って多様な人々と協働して学ぶ態度 

 社会基盤整備に必要な市民との円滑な合意形成等のためにも多様な価値観を理解し、友好

な人間関係を築くコミュニケーションができること、物事に対して挑戦的に取り組むこと、

および、失敗や挫折を乗り越えて目標を実現しようとすること。 

 

２．入学者選抜の概要   

建築都市学部の入学試験は、次のとおり予定している。 

学校推薦による選抜入試としては、付属高等学校長の推薦に基づいて書類審査及び「小論

文」の試験により選抜行う「付属学校推薦型選抜入学試験」、学校長の推薦に基づいて書類審

査及び「小論文」、「面接試験（口述試験含む）」の試験により選抜を行う「公募制学校推薦型

選抜入学試験」を実施する。 

学力等による選抜入試としては、文系の３科目または理系の３科目を受験して高得点の２

科目の結果で合否判定を行う「文系・理系学部統一選抜入学試験」、３教科の科目を受験して

３科目の結果で合否判定を行う「一般選抜入学試験」、書類審査を経て大学入学共通テストの

成績により合否判定を行う「大学入学共通テスト利用選抜入学試験」、書類審査及び課題発表、

面接試験等により選抜を行う「総合型選抜入学試験」を行う。 

なお、入学試験の募集定員全体の割合は、建築都市学部建築学科において、学校推薦によ

る選抜入試 33％、学力等による選抜入試 67％、建築都市学部土木工学科において、学校推薦

による選抜入試 24％、学力等による選抜入試 76％である。  

 

３．入学者選抜の体制 

入学試験における判定は、学長の責任・指揮のもと、学長を委員長、副学長、学部長、入

学センター所長を副委員長とし、該当する学科の学科長等により構成される学部入試判定委

員会によって実施される。 

また、入試問題の作成は、入学試験の運営全体を統括する入試運営本部に設置される出題・

採点本部の「入試問題作成部会」において行われる。入試問題作成部会は、「学科試験各科

目」、「専門試験科目」、「実技試験科目」、「小論文」ごとに置かれ、その責任者及び委

員は、出題・採点本部長から指名を受けた学部長の推薦に基づき、原則として専任講師以上
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の教員とし、学長が任命する体制となっている。 

 

 

９ 教員組織の編成の考え方及び特色 

    

１．専任教員組織 

１）建築学科 

建築都市学部建築学科の専任教員組織は、教授８名、准教授５名、助教２名の 15名で構成

されており、完成年度における年齢構成は、30～39歳１名、40～49 歳３名、50～59歳７名、

60～64歳４名となっている。 

本学の定年齢は、「学校法人東海大学教職員定年規程」のとおりであり、完成年度までに定

年を迎える教員が１名（教授１名）いるが、「学校法人東海大学大学・短大特任教員任用内規」

第２条別表の規定に基づき、特任教員として完成年度まで雇用することについて、「東海大学

教員人事委員会」で承認されている。【資料３】参照  

 完成年度後の教員組織の計画については、令和７年度の完成年度以降において、中堅・若

手教員の教育・研究能力の育成を踏まえて昇格を目指すとともに、定年を超えている教員に

ついては、次のとおり後任の補充計画を策定している。 

対象者 採用予定年度 採用条件等 

教員Ａ（教授 64歳） 

主な担当科目：「西洋建

築史」 

令和８年度 博士の学位を有する 30～50歳代で、建築計画を

専門分野とし、教授もしくは准教授レベルの教

育研究業績を有すると認められる者 

 

この計画に基づき、他大学の現職教員等から広く候補者を募り、本学の教員採用基準に照

らし合わせた厳格な審査のもと、採用を行い、開設時の教育水準の維持・向上を図る。 

 

２）土木工学科 

建築都市学部土木工学科の専任教員組織は、教授５名、准教授３名、助教１名の９名で構

成されており、完成年度における年齢構成は、40～49 歳３名、50～59 歳３名、60～64 歳２

名、65～69歳１名となっている。 

本学の定年齢は、「学校法人東海大学教職員定年規程」のとおりであり、完成年度までに定

年を迎える教員が１名（教授１名）いるが、「学校法人東海大学大学・短大特任教員任用内規」

第２条別表の規定に基づき、特任教員として完成年度まで雇用することについて、「東海大学

教員人事委員会」で承認されている。前掲【資料３】参照  

 完成年度後の教員組織の計画については、令和７年度の完成年度以降において、中堅・若

手教員の教育・研究能力の育成を踏まえて昇格を目指すとともに、定年を超えている教員に

ついては、次のとおり後任の補充計画を策定している。 

 

対象者 採用予定年度 採用条件等 

教員Ａ（教授 62歳） 令和８年度 博士の学位を有する 30～50歳代で、コンクリー
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主な担当科目：「コンク

リート工学」 

ト工学を専門分野とし、教授レベルの教育研究

業績を有すると認められる者 

 

この計画に基づき、他大学の現職教員等から広く候補者を募り、本学の教員採用基準に照

らし合わせた厳格な審査のもと、採用を行い、開設時の教育水準の維持・向上を図る。 

 

２．教養科目の教員配置の考え方 

本学においては、総合大学の強みを生かした文理融合の教育を進めており、教養科目につ

いては、各学部において運営するのではなく、センター等により行い、学部とは別の組織に

より運営を行っている。教養科目を構成する各科目については、学部の特色等にあわせて授

業科目に教員を配置し、学生同士も学部や分野を越えてお互いに交わりながら、全学的に同

一の授業形態にて授業を行う方法を実践する。このため、「Ⅰ現代文明論」、「Ⅱ現代教養科目」、

「Ⅲ英語科目」については、原則として兼担兼任教員が担当する。なお、「Ⅱ現代教養科目」

の「入門ゼミナール１・２」については、学部学科教育の導入を担う科目であるため、専任

教員が担当する。 

 

３．専門科目の教員配置の考え方 

１）建築学科 

専門科目についての基本的な考え方は、授業を行うにあたり最も適した研究や教育の実績

がある教員が授業を行うことである。 

基礎科目や幅広い視点を養うための専門科目は、その分野で豊富な教育経験と研究の実績

がある教員を配置する。また、一部の実務内容に関する科目および多くの演習科目、実験・

実習科目では、実務経験のある専任教員に加え、実務内容に関連する他学部・他学科教員や、

実務経験を有する兼任教員を配置する。実践スタディ科目、ゼミナール科目など、繊細かつ

継続的な指導が必要な科目については、専任教員による少人数での開講とする。 

 

「建築の基礎」科目群 

建築計画・建築工学・地域デザインすべての分野に共通する基礎科目であることから、専

任教員が専門分野に近い科目を分担して配置する。 

建築設計科目である「建築デザイン演習１」、「建築デザイン演習２」、「建築デザイン演習

３」、「デジタルデザイン演習」は、多くの学生が履修予定であるため、教員を複数名配置す

る。 

 

「建築計画」科目群 

建築計画を専門とする教員を中心に、地域デザインを専門とする教員とともに配置する。 

建築設計科目である「建築デザイン演習４」、「建築デザイン演習５」等は、多くの学生が

履修予定であるため、教員を複数名配置する。 

 

「地域デザイン」科目群 

地域デザインを専門とする教員を中心に、建築計画を専門とする教員とともに配置する。 
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「建築工学」科目群 

建築工学を専門とする教員を配置する。 

実務内容を含む「建築基礎構造」、「建築構造製図」、「建築施工」には、実務内容に関連す

る他学部・他学科教員や、実務経験を有する兼任教員を配置する。 

 

「実践スタディ」科目群 

専任教員による少人数での開講とする。 

 

「ゼミナール」科目群 

すべての専任教員が担当し、学生の適正や希望に対応する専門分野の教員による少人数で

の開講とする。 

 

２）土木工学科 

専門科目についての基本的な考え方は、授業を行うにあたり最も適した研究や教育の実績

がある教員が授業を行うことである。 

基礎科目や幅広い視点を養うための専門科目は、その分野で豊富な教育経験と研究の実績

がある教員を配置する。また、一部の実務内容に関する科目および多くの演習科目、実験・

実習科目では、実務経験のある専任教員に加え、実務内容に関連する他学部・他学科教員や、

実務経験を有する兼任教員を配置する。実践力科目、ゼミナール科目など、繊細かつ継続的

な指導が必要な科目については、専任教員による少人数での開講とする。 

 

「土木の基礎」科目群 

都市と防災、都市と環境のすべての分野に共通する基礎科目であることから、専任教員が

専門分野に近い科目を分担して配置する。 

理系の基礎科目である「物理学」、「化学基礎」には、その分野で教育経験と研究の実績が

ある他学部・他学科教員を配置する。 

 

「都市と防災」科目群 

構造力学、土質力学、コンクリート工学を専門とする教員を中心に、水工学、計画学を専

門とする教員とともに配置する。 

 

「都市と環境」科目群 

水工学、計画学を専門とする教員を中心に、構造力学、土質力学、コンクリート工学を専

門とする教員とともに配置する。 

専門的内容を含む「河海工学」、「上下水道工学」には、兼任教員を配置する。 

 

「実践力」科目群 

全ての専任教員による少人数での開講とする。 
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「ゼミナール」科目群 

全ての専任教員が担当し、学生の適正や希望に対応する専門分野の教員による少人数での

開講とする。 

 

「建築士受験科目」科目群 

全ての科目について、専門知識を有する他学科教員による開講とする。 

 

 

１０ 施設・設備等の整備計画 

 

１．校地、運動場の整備計画 

建築都市学部は、教育研究を湘南校舎（神奈川県平塚市）において行う。 

湘南校舎の校地面積は 532,185.37 ㎡であり、多目的グラウンドをはじめ複数の運動場が整

備されており、芝生広場「Palette パレット」などの学生の休息できる場所やその他の利用

のための適当な空地も十分に確保されているため、新たな整備計画はない。 

 

２．校舎等施設の整備計画 

 校地校舎等の図面のとおり、湘南校舎において、19 号館を中心として、専任教員研究室、 

製図室、実習室、コンピュータ室、教室、会議室等を専用・共用として確保しており、教育

研究に支障はないため、新たな整備計画はない。 

 

３．図書等の資料及び図書館の整備計画 

図書等の整備について、建築都市学部の学問領域に関わる図書資料として、図書 105,670

冊を整備しており、教育研究に支障はない。引き続き開講科目及び周辺学問領域に関わる図

書資料を幅広く収集して充実させる予定である。 

学術雑誌については、プリント版ジャーナルと電子ジャーナルの２形態を整備する。「学術

雑誌一覧」のとおり、多数の学術雑誌を整備しており教育研究に支障はない。【資料４】参照 

また、既にオンライン・文献データベースが整備されており、学内の図書館をはじめ各施

設、研究室、一部は学外から“SSL-VPN”を利用した 24時間検索を実現している。 

図書館の施設整備については、建築都市学部の学生が利用する湘南校舎の図書館の面積は

11,089 ㎡であり、閲覧室や東海大学蔵書検索システム（TIME-OPAC）を利用できる検索パソ

コンが既に整備され、教育研究に支障はないため、新たな整備計画はない。 

なお、東海大学では、新型コロナウイルスの流行に伴い、遠隔授業が導入されたことを契

機として、電子書籍を利用できる環境を整えている。具体的には、学生や教職員がさまざま

な専門分野の基本的な内容に関する電子書籍を自由に閲覧できるサービスを目指し、丸善雄

松堂株式会社の「Maruzen eBook Library」（https://elib.maruzen.co.jp/）において、各学

部の教員が推薦した各分野の基礎的・入門的な図書の中から特に選出した約 1550タイトルと、

岩波書店発行の「岩波新書」、「岩波現代文庫」シリーズなど 500 タイトルが利用可能となっ

ている。また、先に述べたオンライン・文献データベースにより、世界各国で刊行されてい

る学術雑誌や国内外で発行されている主要新聞・雑誌類の記事、「世界大百科事典」「日本国
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語大辞典」「新英和大辞典」といった辞書類、地図データベースなど数多くのさまざまな情報

を大学の付属図書館以外の場所から検索・閲覧できる環境が整えられている。 

本学では、社会情勢の変化に対応した教育研究環境を整えるべく、教員や学生が必ずしも

大学の付属図書館に来なくても、書籍や情報の検索・閲覧が可能となる「非来館型サービス」

を拡充していく。 

他大学図書館との連携について、本学は、私立大学図書館協会に加盟し、図書の相互貸借・

文献の複写依頼のやり取りを中心に相互利用を積極的に展開している。また、国・公立大学

並びに外部機関とも私立大学と変わらない連携・交流関係を確立している。その実績を生か

し国立情報学研究所 NACSIS‐ILL の ILL 文献複写等料金相殺サービスにも参画し、充実した

相互協力を展開している。 

神奈川県内では神奈川県図書館協会に加盟し、その下部組織である大学図書館協力委員会 

に参画し、県内の大学・短期大学図書館と共通閲覧証による館内における閲覧及び文献複写

を原則とする相互利用により、活発な協力活動を展開している。今後は、同協会加盟の公共

図書館、専門図書館と館種を超えた幅広い相互協力活動の展開への可能性も高まり、活発な

協力活動を展開する計画である。 

 

 

１１ 管理運営 

 

建築都市学部の管理運営は、基本的には建築都市学部教授会によってなされる。教授会は

「東海大学学部教授会規程」に従い、通常、月１回開催され、その構成員は教授、准教授、

講師及び助教であるが、必要に応じてその他の教職員を加えることができる。教授会は学部

長がこれを招集し、その議長となるが、このとき構成員の３分の２以上の出席がなければ成

立しない。また、その議決は、出席人員の過半数の賛成を要する。 

なお、教授会では次のことを審議することで実際の学部運営を行っている。 

(１)研究及び教育に関する事項 

(２)学生の入学、卒業、学位の授与に関する事項 

(３)学生の学籍異動に関する事項 

(４)教務及び学生生活に関する事項 

(５)その他必要と認められる事項 

 また、建築都市学部には、教育・研究及び管理運営の質的向上を図るために必要な事項の

検討・点検・評価活動に関する「評価委員会」、教務事項に関する「教務委員会」、ＦＤ活動

の推進に関する「ＦＤ委員会」、広報活動の充実に関する「広報委員会」が設置され、これら

委員会は、学部長及び教授会との連携と機能分担がなされる。 

 

 

１２ 自己点検・評価 

 

東海大学は、学長の諮問機関として東海大学評価委員会が設置され、大学の自己点検・評

価を行いながら、その結果に基づいて各種教学改革の提言を行っている。 
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各学部には、学部評価委員会が設置されており、ここで自己点検・評価を行うことになる。

東海大学で実施している自己点検・評価活動は、機関点検・評価と教員個人の総合的業績評

価に大別することができる。 

 

１．機関点検・評価 

機関点検・評価は、学部・研究科等を単位として、各教育機関が、東海大学全体の中期目

標・計画に沿って、学部・研究科の中期目標・計画を立て、ミッション・シェアリング・シ

ート（５年計画で学部・研究科の教育研究改革、改善の目標と手段を明記した書類）に記載

することから始まる。 

このミッション・シェアリング・シート記載項目の達成度や問題点について、各学部・研

究科が毎年度末に自己点検・評価を行った後、学部・研究科の相互評価に付され、さらに大

学評価委員会によって最終的な評価が行われて学長に報告される。 

また別途、大学基準協会が定めた点検・評価項目に従った自己点検評価報告書も作成して

いる。学長は、これに基づいて、翌年の改革改善を指揮する流れが作られている。 

 

２．教員個人の総合的業績評価 

本学では、教員個人が、その活動状況について Web を利用して登録するようことが定めら

れており、登録された活動状況について、総合的業績評価システムによって評価を行う。主

たる評価項目は、①研究活動、②教育活動、③学内外活動の３項目である。 

研究活動については論文・著書の執筆、学会等発表状況を、教育活動については学部にお

ける教育活動、学内外活動については各種の学内運営業務の担当状況、学外における学会活

動、審議会等学外の委員受託、地域貢献活動などが評価対象となる。これらは、教員の所属

学部で毎年総合評価を受ける。 

 

３．認証評価及び大学全体の自己点検・評価 

東海大学は、学部・大学院について、平成 29（2017）年度に財団法人大学基準協会による

認証評価を受審し、「適合」の判定を得た。次回の認証評価は、令和６（2024）年度が予定さ

れている。財団法人大学基準協会の認証評価とともに、東海大学は、大学全体の自己・点検

評価を、前記１及び２などを取り入れながら毎年度実施しており、毎年度「教育研究年報」

を大学のオフィシャルホームページに掲載して公表している。 

 

１３ 情報の公表 

 

本学は、学校教育法第 113 条及び学校教育法施行規則第 172 条の２に基づき、以下のとお

り、各学部及び大学院各研究科における教育研究活動等の状況について、本学のオフィシャ

ルサイトにより、広く社会に向けて開示している。 

ア 大学の教育研究上の目的に関すること 

  本学では、大学院、学部における教育研究上の目的を、それぞれ各学則に定めており、

オフィシャルサイトの＜大学の概要＞において、「学則」の条文中の別表として公表してい

る。 
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【オフィシャルサイト】http://www.u-tokai.ac.jp 

「教育研究上の目的」：トップ＞大学の概要＞学則 

 

イ 教育研究上の基本組織に関すること 

本学の教育研究上の基本組織については、オフィシャルサイト＜大学の概要＞において、 

「教育・研究組織について」として、各事務部門の組織名称と併せて学部及び研究科の名

称を公表している。なお、学部・学科及び研究科・専攻の名称については、オフィシャル

サイトの＜教育・研究＞＜学部・学科＞、＜大学院＞において公表している。 

【オフィシャルサイト】http:// www.u-tokai.ac.jp 

「教育・研究組織」の名称 

トップ＞大学の概要＞教育・研究組織について 

「各学部」の名称 

トップ＞教育・研究＞＜学部・学科＞及び＜大学院＞ 

 

ウ 教員組織，教員の数並びに各教員が有する学位及び業績に関すること 

本学においては、昭和 59 年度より、年度ごとの教育研究活動の客観的事実を広く社会に

報告することを目的に「東海大学教育研究年報」を年 1 回編集・発行しており、その中で

教員組織に関する情報も公表してきている。教育研究年報がオフィシャルサイトトップペ

ージの＜大学の概要＞＜（大学の取り組み）教育研究年報＞において、「教育研究年報」と

して閲覧できるようになっており、専任教員数及び専任教員の年齢構成については、オフ

ィシャルサイトトップページの＜各種情報・お問い合わせ＞情報の公表＞（教育研究上の

情報）＞において、公表している。 

 また、各教員が有する学位及び業績に関する情報については、オフィシャルサイトトッ

プページの＜教育・研究＞＜学部・学科＞、＜大学院＞のページにおいて、各学部・学科

及び研究科・専攻のトップページの「教員紹介」として公表している。なお、各教員の研

究活動情報については、オフィシャルサイトトップページの＜教育・研究＞＜研究支援・

体制＞において、「研究活動・ライセンス検索」から検索ができるようになっている。 

【オフィシャルサイト】http://www.u-tokai.ac.jp 

「教員組織等」 

トップ＞各種情報・お問い合わせ＞情報の公表＞年齢別教員数 

「教員が有する学位及び業績」 

トップ＞各種情報・お問い合わせ＞情報の公表＞学部・学科＞各

学部・学科（各研究科・専攻）トップ＞教員紹介「ResearchMap」 

トップ＞教育・研究＞研究支援・体制＞研究活動・ライセンス検

索＞教員研究活動情報の検索 

 

エ 入学者に関する受入方針及び入学者の数，収容定員及び在学する学生の数，卒業又は修

了した者の数並びに進学者数及び就職者数その他進学及び就職等の状況に関すること 

  入学者に関する受入方針については、オフィシャルサイトトップページの＜大学の概要

＞理念・歴史＞教育研究上の目的及び養成する人材像、３つのポリシー＞に「アドミッシ
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ョン・ポリシー」として掲載している。入学者の数、収容定員及び在学する学生の数につ

いては、オフィシャルサイトトップページの＜各種情報・お問い合わせ＞情報の公表＞＜

収容定員＞において、「学生数」として公表している。また、卒業又は修了した者の数並び

に進学者数及び就職者数その他進学及び就職等の状況については、オフィシャルサイトト

ップページの＜各種情報・お問い合わせ＞情報の公表＞就職者数において公表している。

また、本学では、「就職指導も教育の一環」という理念に基づいて、全学的な就職支援体制

を構築している。 

【オフィシャルサイト】http://www.u-tokai.ac.jp 

「入学者に関する受入方針」 

トップ＞大学の概要＞（理念・歴史）教育研究上の目的及び養成

する人材像、３つのポリシー 

「入学者の数、収容定員及び在学する学生の数」 

トップ＞各種情報・お問い合わせ＞情報の公表＞収容定員 

「卒業又は修了した者の数並びに進学者数及び就職者数その他進学

及び就職等の状況」 

トップ＞各種情報・お問い合わせ＞情報の公表＞就職者数 

 

オ 授業科目，授業の方法及び内容並びに年間の授業の計画に関すること 

本学では、授業の概要情報と、授業の基本・詳細情報を合わせてシラバスと称し、シラ

バスデータベースシステムは、授業内容や授業計画を網羅したシステムとなっている。学

生の授業選択を強力にサポートする豊富な検索機能と、学習を進める上で有効となる最新

の情報を提供しており、オフィシャルサイトトップページの＜各種情報・お問い合わせ＞

＜情報の公表＞（授業について）シラバス又は年間授業計画の概要＞においてシラバス」

を公表している。 

【オフィシャルサイト】http://www.u-tokai.ac.jp 

「学部・学科」、「研究科専攻」のシラバス 

トップ＞各種情報・お問い合わせ＞情報の公表＞（授業について）シ

ラバス又は年間授業計画の概要＞授業内容・計画（シラバス） 

 

カ 学修の成果に係る評価及び卒業又は修了の認定に当たっての基準に関すること 

  学修の成果に係る評価等、大学設置基準等において、学生に明示することとされている

事項については、オフィシャルサイトトップページの＜教育・研究＞＜学部・学科＞、＜

大学院＞のページにおいて、各学部・学科及び研究科・専攻のトップページの「カリキュ

ラム」として公表している。 

【オフィシャルサイト】http://www.u-tokai.ac.jp 

「学修の成果に係る評価及び卒業又は修了の認定に当たっての基準（学部・学科）」  

トップ＞教育・研究＞[学部・学科]、[大学院]＞各学部・学科・専攻・課程・

研究科トップ＞カリキュラム 

 

キ 校地・校舎等の施設及び設備その他の学生の教育研究環境に関すること 
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校地・校舎等の施設等については、オフィシャルサイトトップページにおいて、「各種情

報お問い合わせ＞情報の公表＞（学校法人東海大学 情報公開）校地・校舎面積・耐震化

率として公表している。 

【オフィシャルサイト】http://www.u-tokai.ac.jp 

「学生の教育研究環境等」：トップ＞各種情報・お問い合わせ＞情報

の公表＞（学校法人東海大学 情報公開）校地・校舎面積・耐震

化率 

 

ク 授業料，入学料その他の大学が徴収する費用に関すること 

  授業料等については、オフィシャルサイトトップページの＜受験・入学案内＞において、 

「学部・学科学費」及び「大学院学費」として公表している。 

【オフィシャルサイト】http://www.u-tokai.ac.jp 

「授業料、入学料その他の大学が徴収する費用」 

トップ＞受験・入学案内＞学部・学科学費、大学院学費 

 

ケ 大学が行う学生の修学，進路選択及び心身の健康等に係る支援に関すること 

  大学が行う学生の各種支援に関することについては、オフィシャルサイトトップページ

の＜学生生活＞及び＜キャリア・就職＞において、それぞれ公表している。また、教育支

援センターでは、東海大学が進めている教育改革を推進するために、すべての学生の目線

に立ち、全学の組織的な教育改善計画（Faculty Development）を開発し、教育の質と教育

力の向上を支援しており、大学のオフィシャルサイトとは別に教育支援センターサイトを

開設し、その取り組みを公表している。 

さらに、健康推進センターでは、病気の早期発見や健康の保持増進に努め、学生及び教

職員が心身ともに健康で快適なキャンパスライフを送れるようサポートし、オフィシャル

サイトでその取り組みを公表している。 

【オフィシャルサイト】http://www.u-tokai.ac.jp 

「修学支援」：トップ＞学生生活＞学生生活サポート 

「進路選択支援」：トップ＞学生生活＞キャリア就職 

「心身の健康等に係る支援」：トップ＞学生生活＞教育支援組織＞健

康推進センター 

【教育支援センターサイト】http://jpn.esc.u-tokai.ac.jp 

【健康推進センターサイト】http://www.tsc.u-tokai.ac.jp/pubhome/hokenc 

 

コ その他（教育上の目的に応じ学生が修得すべき知識及び能力に関する情報，学則等各種

規程，設置認可申請書，設置届出書，設置計画履行状況等報告書，自己点検・評価報告

書，認定評価の結果 等） 

本学における「アドミッション・ポリシー（入学者受入れの方針）」、「カリキュラム・ポ

リシー（教育課程の編成・実施の方針）」、「ディプロマ・ポリシー（学位授与の方針）」に

ついては、オフィシャルサイトトップページの＜大学の概要＞において、「教育研究上の目

的及び養成する人材像、３つのポリシー」として掲載している。 
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学則については、オフィシャルサイトトップページの＜大学の概要＞において、「学則」

として、東海大学大学院学則、東海大学学則を、それぞれ掲載している。 

設置認可申請書・設置届出書及び設置計画履行状況報告書については、オフィシャルサ

イトトップページの＜大学の概要＞において掲載している。 

  本学における自己点検評価活動、及び平成 29年度に受審した第三者評価の結果について

は、オフィシャルサイトトップページの＜大学の概要＞＜学則・コンプライアンス＞＜に

おいて、「自己点検評価活動」として掲載している。 

【オフィシャルサイト】http://www.u-tokai.ac.jp 

「アドミッション・カリキュラム・アカデミックポリシー」 

トップ＞大学の概要＞教育研究上の目的及び養成する人材像、３

つのポリシー 

「学則」 

トップ＞大学の概要＞学則 

「設置認可申請書・設置届出書及び設置計画履行状況報告書」 

トップ＞各種情報・お問い合わせ＞情報の公表＞学部、研究科等

に係る「設置申請・届出書」及び「設置計画履行状況報告書」 

「自己点検評価活動、第三者評価の結果」 

トップ＞大学の概要＞自己点検評価活動 

 

 

１４ 教育内容等の改善のための組織的な研修等 

 

１．教育支援センターによる全学実施体制 

東海大学は、組織的・継続的なＦＤ活動を推進する部署として、東海大学教育支援センタ

ーを設置している。教育支援センターでは、各年度に複数回、教育活動の活性化を図ること

を目的に、学外から講師を招き、全学共通の内容を盛り込んだ「ＦＤ・ＳＤ研修会」を開催

している。例年、年度において３回開催しており、この研修会において、教員だけでなく、

事務職員や技術職員などの大学職員を対象とした、管理運営や教育・研究支援までを含めた

資質向上のための組織的な研修を実施している。 

 

 

２．各学部の取り組み 

建築都市学部では、主専攻科目において授業アンケートを実施し、学生の理解度、講義形

態に対する意見、学生・教員間のコミュニケーションの評価、などの意見を学期毎に集め、

次の講義にどのように改良していくのかについて、シラバスにおいても記載し、授業内容及

び方法の改善についてＰＤＣＡのサイクルを実施する。 

建築都市学部にＦＤ委員会を組織し、学士課程教育内容の改善を目標とした活動を実施す

る。活動内容は、多様な学修歴をもつ新入生に対応するため初年次開講の専門基礎科目につ

いて、学生の履修履歴や学力実態に即した授業内容の組織的改善を行なうとともに、大学生

活全般への導入、学部・学科に関する理解を深め専門分野への勉学の意欲を高めるための初
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年次をターゲットとしたＦＤ研究会を実施する。さらにＦＤ委員会では、授業公開を促進さ

せ、授業の内容について、幅広く他の教員からの意見を聞き、以降の講義へ反映させる試み

を継続的に行う。また、ＦＤの講演会を定期的に開催し、多様な学生の気質の理解や、個々

の教科における学生理解度の評価手法などについて理解を深める。活動としては、年度間に

おいて複数回のＦＤ研究会を実施し、建築都市学部所属教員による担当授業の改善報告やＦ

Ｄの講演会を開催し、講師として、優れた授業を行う教員を大学として表彰する「東海大学

Teaching Award」の受賞教員や授業改善に知見のある学外教員等を迎える計画である。 

なお、学部において MSS（Mission Sharing Sheet）を定義し、その中に授業内容・方法の改

善に向けた個々の試みを登録し、学期毎にチェックすることにより、ＰＤＣＡサイクルを実

現する。 

 

 

１５ 社会的・職業的自立に関する指導等及び体制 

 

１．教育課程内の取組について 

本学においては、現代市民として身につけるべき教養を修得するための方策として「パブ

リック・アチーブメント型教育」の導入を掲げている。「パブリック・アチーブメント」とは、

米国では、立場や状況の異なる市民が社会で共存するためのルールを作り、環境整備を行う

中で、若者が社会活動をとおして民主社会における市民性を獲得していくための実践及びそ

のための組織と学習プログラムを意味している。 

日本という成熟した社会における若者の自己中心主義・政治的無関心・無気力感を克服し、

「地域」の課題への取り組みをテーマとする科目を教養科目に開設し、ここで育てた問題意

識や目的意識のもと専門教育へと展開し、教養教育と専門教育の融合・発展と、その相乗効

果による教育効果の向上を行うことにより、社会的・職業的自立を目指している。そのこと

を踏まえ、建築都市学部建築学科では、「ゼミナール科目群」において、実践的な研究・制作

活動を通じ、リテラシー（問題解決力）とコンピテンシー（社会人基礎力）を養い、自身の

適性を見極め就職・進学に関して真剣に向き合う契機とする。また、「建築インターンシップ

Ａ・Ｂ」により、就業体験を通じて大学での講義・演習では得られない専門分野の実践的知

識や職業観・社会倫理を身につける。建築都市学部土木工学科においても、「ゼミナール科目

群」において、課題の究明、解決策等について土木工学だけに捉われず幅広い分野を対象に

主体的に取り組み、課題発表や討論を通じ問題解明の認識を深めて実践力を養い、自ら考え、

研究室やフィールドにおいて様々な人と集い、目標に挑み、そして成し遂げていくことによ

り、社会や大学院においてより高度な「実践力」を発揮することを目指す。 

 

２．教育課程外の取組について 

本学に在籍している学生全てに門戸が開かれているチャレンジセンターの「チャレンジプ

ロジェクト」により、本学が実践している４つの力「自ら考える力・集い力・挑み力・成し

遂げ力」を身につける活動を行っている。これは、学生が活動を企画・運営し、目標の達成

を目指す課外活動であり、地域活性化、ボランティア等多様な活動を学生自身の手で展開し

ている。 
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３．適切な体制の整備について 

 教育課程については、東海大学教育審議会を柱として、パブリック・アチーブメント型教

育の方向性を定め、現代教養センター・地域連携を担うＴｏ－Ｃｏｌｌａｂｏを軸に運営を

行っている。さらに、各学部・学科においては、専門科目へパブリック・アチーブメント型

教育を展開している。また、教育課程外の活動についてはチャレンジセンターを中心に行っ

ており、この双方の広がりから、地域連携を担うＴｏ－Ｃｏｌｌａｂｏにより、実際に地域

との連携する教育研究活動という形で、実践的な教育活動と学生の活動の場を維持している。 

 

 

 以 上 



設置の趣旨等を記載した書類 

建築都市学部 

【資料目次】 

資料１ 「ディプロマ・ポリシー」「カリキュラム・ポリシー」と教育課程との関連図

…p.2 

資料２ 履修モデル…p.4 

資料３ 学校法人東海大学教職員定年規程 

学校法人東海大学大学・短大特任教員任用内規…p.8 

資料４ 学術雑誌一覧…p.13

1



建築都市学部建築学科

「ディプロマ・ポリシー」「カリキュラム・ポリシー」と教育課程との関連図

建築の基礎科目群

建築計画科目群 地域デザイン科目群 建築工学科目群

ゼミナール科目群

文系と理系の区別に捉われない幅広い専門知識の獲得

技術の進歩・環境の変化・社会の変化

を捉える幅広い視点の育成

幅広い視野と専門性をもつ「柔らかな技術者」を育成。

「変化を捉える力」を持ち、新しい視点をもって社会の発展に寄与する人材を育成。

実践スタディ科目群

教養科目

３つの専門力を基盤として、様々な分野との協働により問題解決に向けて実践していく力

を体得し、文系と理系の区別に捉われない幅広い専門性を養っていく。

2



建築都市学部土木工学科

「ディプロマ・ポリシー」「カリキュラム・ポリシー」と教育課程との関連図

実践力

土木の基礎科目群

都市と防災科目群 都市と環境科目群

ゼミナール

実践力・コミュニケーション・マネジメント力の育成

幅広い視野と専門性・確かな技術力の育成

地球環境と共生するために必要な”工学的な専門性”と、問題解決のために必要な、

”多分野を跨ったコミュニケーション力”と、”多分野を跨ってマネジメントしていく力”を養成

身に付けた技術力をもって、地域の発展に還元することができる

技術力と実行力を伴った人材を育成

教養科目

3



授業科目 単位数 授業科目 単位数 授業科目 単位数 授業科目 単位数 授業科目 単位数 授業科目 単位数 授業科目 単位数 授業科目 単位数

Ⅰ現代文明論 現代文明論 2

入門ゼミナールＡ 2 入門ゼミナールＢ 2 現代教養講義 2

シティズンシップ 2 地域・国際理解 2

健康・フィットネス理
論実習 1 生涯スポーツ理論実習 1

Ⅲ英語科目
英語リスニング＆ス
ピーキング 2

英語リーディング＆ラ
イティング 2

建築デザイン演習１
（設計製図基礎） 4

建築デザイン演習２
（空間基礎造形） 4

建築デザイン演習３
（住宅建築設計） 4 西洋建築史１ 2 建築設備 2 建築専門演習 2 卒業研究 4 卒業論文・卒業設計 4

建築デザイン入門 2 生産・構法Ｂ 2 建築計画Ａ 2
建築インターンシップ
Ａ 2

建築インターンシップ
Ｂ 2

建築デザイン演習６
（提案型建築設計） 4 西洋建築史２ 2 地域まちづくり 2

空間計画 2 建築環境工学・演習 4 日本建築史１ 2 海外建築研修 2
建築プレゼンテーショ
ン英語 2 都市計画 2 建築文化史 2

生産・構法Ａ 2 デジタルデザイン演習 2 住宅論 2
建築デザイン演習４
（公共建築設計Ａ） 4

建築デザイン演習５
（公共建築設計Ｂ） 4 建築施工 2

建築の理数学 2 建築法規 2 建築計画Ｂ 2
建築構造力学１Ｂ・演
習 4 建築材料Ｂ 2

生産・構法実験 2 日本建築史２ 2 建築耐震工学 2 建築設備計画 2

建築構造力学１Ａ・演
習 4

建築鉄筋コンクリート
構造・演習 4 建築材料Ａ 2

建築測量実習 2

単位数合計 19 19 20 20 20 14 8 6 126

履修モデル：建築都市学部建築学科　【具体的な人材像】高い専門性に加え多分野の知識を広範に併せ持つ建築士・施工管理技術者

科目区分

１年次 ２年次 ３年次 ４年次

Ⅱ現代教養科
目

Ⅳ主専攻科目

春学期 秋学期 春学期 秋学期 春学期 秋学期 春学期 秋学期
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授業科目 単位数 授業科目 単位数 授業科目 単位数 授業科目 単位数 授業科目 単位数 授業科目 単位数 授業科目 単位数 授業科目 単位数

Ⅰ現代文明論 現代文明論 2

入門ゼミナールＡ 2 入門ゼミナールＢ 2 現代教養講義 2

シティズンシップ 2 地域・国際理解 2

健康・フィットネス理
論実習 1 生涯スポーツ理論実習 1

Ⅲ英語科目
英語リスニング＆ス
ピーキング 2

英語リーディング＆ラ
イティング 2

建築デザイン演習１
（設計製図基礎） 4

建築デザイン演習２
（空間基礎造形） 4

建築デザイン演習３
（住宅建築設計） 4 西洋建築史１ 2 建築設備 2 建築専門演習 2 卒業研究 4 卒業論文・卒業設計 4

建築デザイン入門 2
建築構造力学１Ａ・演
習 4 建築計画Ａ 2

建築インターンシップ
Ａ 2

建築インターンシップ
Ｂ 2

空間計画 2 生産・構法Ｂ 2 日本建築史１ 2 海外建築研修 2
建築プレゼンテーショ
ン英語 2

生産・構法Ａ 2 住宅論 2 建築環境工学・演習 4 建築環境計画・演習 4

建築の理数学 2 デジタルデザイン演習 2 建築法規 2

建築構造力学１Ｂ・演
習 4

建築デザイン演習４
（公共建築設計Ａ） 4

建築デザイン演習５
（公共建築設計Ｂ） 4

建築デザイン演習６
（提案型建築設計） 4 都市デザイン 2

生産・構法実験 2 建築計画Ｂ 2 西洋建築史２ 2 近現代建築史 2 地域マネジメント 2

日本建築史２ 2 建築文化史 2 都市計画 2

地域まちづくり 2 地域デザイン・演習 4

公共政策学 2

単位数合計 19 19 20 20 20 16 8 4 126

履修モデル：建築都市学部建築学科　【具体的な人材像】専門分野を極めた建築・景観計画コンサルタント、専門工事技術者、地域・都市マネジメントリーダー、建築学術研究者

科目区分

１年次 ２年次 ３年次 ４年次

Ⅱ現代教養科
目

Ⅳ主専攻科目

春学期 秋学期 春学期 秋学期 春学期 秋学期 春学期 秋学期
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授業科目 単位数 授業科目 単位数 授業科目 単位数 授業科目 単位数 授業科目 単位数 授業科目 単位数 授業科目 単位数 授業科目 単位数

Ⅰ現代文明論 現代文明論 2

入門ゼミナールＡ 2 入門ゼミナールＢ 2 現代教養講義 2

シティズンシップ 2 地域・国際理解 2

健康・フィットネス理
論実習 1 生涯スポーツ理論実習 1

Ⅲ英語科目
英語リスニング＆ス
ピーキング 2

英語リーディング＆ラ
イティング 2

土木数物の基礎 1 土木の微積分 2 基礎統計学 2 都市・地域計画 2 土木実験 2 土木工学ゼミナール 2 卒業研究１ 2 卒業研究２ 2

土木の数学 2 土木解析学 2 建築法規 2 計画数理 2 河海工学 2 土木設計製図 2 建設ＣＡＤ 2

基礎情報処理 2 プログラミング基礎 2 構造力学１ 2 地震防災基礎 2 交通計画 2
公務員受験対策専門演
習 2 まちづくり関連法規 2

土木基礎力学１（演習
含む） 2

土木基礎力学２（演習
含む） 2 構造力学演習 2 構造力学２ 2 上下水道工学 2

土木技術者のための基
礎英語 2 地域マネジメント 2

測量学１ 2 物理学 2 土質力学１ 2 土質力学２ 2 都市防災工学 2 環境防災実験 2

工科の線形代数 2 測量学２ 2 土質力学演習 2 コンクリート工学１ 2
橋梁工学（セッション
科目） 2 地形情報処理学 2

防災まちづくり 2 測量実習 2 水理学２ 2
メンテナンス工学
（セッション科目） 2 建築構造製図 2

水理学１ 2 コンクリート工学２ 2 化学基礎 2

水理学演習 2 コンクリート構造 2 道路工学 2

土木施工 2 建設マネジメント 2

単位数合計 20 19 20 16 20 20 8 2 125

履修モデル：建築都市学部土木工学科　【具体的な人材像】防災のハードとソフトの知識を併せ持つ公務員などの土木技術者

科目区分

１年次 ２年次 ３年次 ４年次

Ⅱ現代教養科
目

Ⅳ主専攻科目

春学期 秋学期 春学期 秋学期 春学期 秋学期 春学期 秋学期
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授業科目 単位数 授業科目 単位数 授業科目 単位数 授業科目 単位数 授業科目 単位数 授業科目 単位数 授業科目 単位数 授業科目 単位数

Ⅰ現代文明論 現代文明論 2

入門ゼミナールＡ 2 入門ゼミナールＢ 2 現代教養講義 2

シティズンシップ 2 地域・国際理解 2

健康・フィットネス理
論実習 1 生涯スポーツ理論実習 1

Ⅲ英語科目
英語リスニング＆ス
ピーキング 2

英語リーディング＆ラ
イティング 2

土木数物の基礎 1 土木の微積分 2 基礎統計学 2 建築計画Ｂ 2 土木実験 2 環境防災実験 2 卒業研究１ 2 卒業研究２ 2

土木の数学 2 土木解析学 2 構造力学１ 2 コンクリート工学１ 2 コンクリート構造 2 土木工学ゼミナール 2 建設ＣＡＤ 2

基礎情報処理 2 プログラミング基礎 2 構造力学演習 2 物理学 2 コンクリート工学２ 2 土木設計製図 2 空間計画 2

土木基礎力学１（演習
含む） 2

土木基礎力学２（演習
含む） 2 土質力学１ 2 水理学２ 2

橋梁工学（セッション
科目） 2

公務員受験対策専門演
習 2 地域マネジメント 2

建築デザイン入門 2 化学基礎 2 土質力学演習 2 都市・地域計画 2 建築計画Ａ 2
土木技術者のための基
礎英語 2 まちづくり関連法規 2

空間計画 2 測量学２ 2 測量実習 2 計画数理 2 日本建築史１ 2 まちづくり演習 2

測量学１ 2 水理学１ 2 交通計画 2 道路工学 2

水理学演習 2 河海工学 2 建築法規 2

都市デザイン 2 環境工学 2 地形情報処理学 2

上下水道工学 2 公共政策学 2

単位数合計 20 19 20 14 20 20 10 2 125

履修モデル：建築都市学部土木工学科　【具体的な人材像】自然環境との調和した技術を有する土木分野のマネジメントリーダー

科目区分

１年次 ２年次 ３年次 ４年次

Ⅱ現代教養科
目

Ⅳ主専攻科目

春学期 秋学期 春学期 秋学期 春学期 秋学期 春学期 秋学期
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○学校法人東海大学教職員定年規程

（制定 昭和28年６月１日） 

改訂 昭和43年４月１日 昭和63年４月１日 

1991年６月17日 1994年４月１日 

2000年４月１日 2003年４月１日 

2004年４月１日 2006年４月１日 

2007年４月１日 2011年４月１日 

2012年４月１日 2013年４月１日 

2017 年４月１日 

第１条 学校法人東海大学に勤務する専任の教職員の定年は，次のとおりとする。 

教員 

職種 区分 身分 資 格 定年齢 

教員 

大学院・大学 

短大・研究所等 

教授 65 

准教授・講師・ 

助教・助手 
62 

高等学校・中等部 

小学校・幼稚園 

教諭・養護教諭 

司書教諭 

上級職１種・２種 65 

中級職１種・２種 62 

一般職１種 62 

助教諭 一般職２種 60 

2004年４月1日以

後の採用者 

教諭・養護教諭 

司書教諭 
一般職１種 60 

職能資格制度を適用する職員 

職種 区分 身分 資格 定年齢 

職員 

事務 

参与・副参与 

参事・副参事 

65 

主事・副主事 62 

主査・職員一級 

職員二級 

60 

技術 

主席技師・主任技師 

技師 

65 

技師補・上級技術員 62 

一級技術員・技術員 

初級技術員 

60 

看護 

１等級～４等級 65 

５等級～７等級 62 

８等級以下 60 

保健 
主席保健技術員・副主席保

健技術員・主任保健技術員 

65 

資料３ 
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上級保健技術員一・上級保

健技術員二 

62 

中級保健技術員・保健技術

員・初級保健技術員 

60 

職能資格制度を適用しない職員 

職種 区分 身分 資格 定年齢 

職員 

船舶 

船長・機関長 65 

一等航海士，一等機関士，

通信長，事務長，次席一等

航海士，次席一等機関士，

二等航海士，二等機関士，

次席二等航海士，次席二

等機関士，三等航海士，三

等機関士，次席三等航海

士，次席三等機関士，小型

舟艇船長，小型舟艇機関

長，小型舟艇甲板長，甲板

長，操機長，司厨長 

62 

操舵手，操機手，調理手，

甲板員，機関員，司厨員

60 

その他 

課長職以上の管理職 65 

上記以外の役職 62 

上記以外の職員 60 

第２条 定年による退職は，定年に達した日の属する年度末日とする。 

第３条 定年令の計算は，「年令計算ニ関スル法律」及び「民法」第 143 条による。ただし，

2000 年３月 31 日までに採用された教職員についてはこれを適用しない。 

第４条 教育上又は経営上必要と認めた者については，第１条の規定を適用しない。 

第５条 「高年齢者等の雇用の安定等に関する法律」により定年退職後に継続雇用する場

合は，「学校法人東海大学大学・短大非常勤教員規程」，「学校法人東海大学初等中等教育

機関非常勤講師規程」及び「学校法人東海大学臨時職員規程」を適用する。なお，継続

雇用における条件については，「学校法人東海大学高齢者継続雇用運用細則」による。 

付 則 

１ この規程は，昭和 28 年６月１日から施行する。 

２ この規程の施行にあたって必要な細則については，別に定める。 

付 則（2017 年４月１日） 

この規程は，2017 年４月１日から施行する。 
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○学校法人東海大学大学・短大特任教員任用内規

（制定 2017年４月１日） 

改訂 2020 年４月１日 

（目的・趣旨） 

第１条 学校法人東海大学大学・短大特任教員任用内規（以下「この内規」という。）は，

「学校法人東海大学特任教職員任用規程」（以下「規程」という。）に定める特任教職員

のうち，大学・短大の特任教員（以下「特任教員」という。）の任用についての運用を定

めることを目的とする。 

（個別管理区分） 

第２条 特任教員の各人の雇用条件を，雇用契約書等で提示することを目的として，規程

第３条に定める個別管理区分は，次の項目とし，詳細を別表に定めるものとする。 

(１) 採用区分

(２) 職務区分

(３) 所属及び勤務地

(４) 資格

(５) １回の雇用期間

(６) 授業責任時間

(７) 招聘の有無

(８) 年俸額

(９) 教育及び研究に関する経費配算

(10) 外部資金要件

(11) その他

（限度年齢） 

第３条 規程第４条及び第５条の定めの他，次の各号の満年齢に達する年度末を契約期間

の限度とする。 

(１) 教授 65 歳

(２) 准教授以下 62 歳

２ 原則として教授に限り，専任定年後に継続して雇用することができる。その場合，限

度年齢は 68 歳とするが，特段の事情がある場合は，稟議により，70 歳に達する年度末

までを限度とすることができる。 

３ 本条における年齢の計算は，「年齢計算ニ関スル法律」及び「民法」第 143 条による。 

（契約更新に関する条件） 

第４条 特任教員の契約は，次の各号のいずれかに該当する場合，更新を行わないものと

する。 

(１) 担当する授業科目が減少し，授業責任時間を満たさないとき。

(２) 担当する業務がなくなったとき。

(３) 担当する研究プロジェクトが終了したとき。

(４) 外部資金要件の者については，人件費,研究費等の経費全額を充足し得る外部資

金が確保できないとき。

(５) その他，雇用契約書等に定める契約内容が遵守されないとき。
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 （専任への任用変更）  

第５条 特任教員が専任教員への任用変更を希望する場合，人事計画に基づき，公募する

教員採用に応募することができる。ただし，専任定年後の継続雇用者を除く。 

２ 専任教員と同等の職務に就く特任教員は，所属学部等より推薦があった場合，所定の

専任採用審査を受けることができる。このとき，在職中の教育・研究の業績及び勤務実

績のほか，学生指導，学部学科等所属する組織の運営業務，大学内外の各種業務等の担

当について評価する。 

  付 則 

１ この内規は，2017 年４月１日から施行する。 

２ （経過措置） 

規程の付則第３項に定める経過措置を適用する特任教員第３種の任用手続は，規程の

制定に伴い，任用に係る委員会を廃止するため，他の特任教員と同様とする。 

付 則（2020 年４月１日） 

この内規は，2020 年４月１日より施行する。 

別表 

個別管理区分 内 容 

(１)採用区分 新採用，再採用，再雇用 

(２)職務区分 教育・研究の職務を主に担当，教育を主に担当， 

研究を主に担当，診療を主に担当，その他 

(３)所属及び勤務地 各機関に定める所属及び勤務地 

(４)資格 教授，准教授，講師，助教，助手 

(５)１回の雇用期間 １回の雇用期間は１か年度毎とする。専任への任用変更は

原則として５か年度以内とする。 

最長雇用期間は９か年度とし，外部資金を要件とする者に

ついては，外部資金未確保の場合は更新しない。 

(６)授業責任時間 職務内容に応じて３コマ，６コマ，10 コマ，その他 

専任定年後の継続雇用者は原則として３コマとする。 

(７)招聘の有無 大学による招聘にて採用された者は，成果に応じて給与に

特別加算することができる。ただし，専任定年後の継続雇

用者を除く。 

(８)年俸額 職務による諸手当については年俸額に含むものとする。実

績による諸手当については，実績に応じて別途支給する。 

(９)教育及び研究に関する

経費配算 

特定の診療を行う職務の教員を除き，職務内容に応じて，

研究費又は教育開発費を配算する。 

(10)外部資金要件 該当する外部資金の要件及び名称 

(11)その他 上記個別管理区分に定める他，特別の事情のある場合は，

必要に応じて記載する。 
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（注）採用区分の内容は，次のように定める。 

（１）新採用

新たに特任教員として雇用契約を締結すること。

（２）再採用

専任退職後，引続き特任教員として雇用契約を締結すること。 

（３）再雇用

退職した者が，一定の期間を経て，再度雇用契約を締結すること。
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学術雑誌⼀覧
建築都市学部
No. 誌名（国内雑誌）

1 PPM / ⽇本⼯業新聞社.

2 WIP : ⽔公害・⽤廃⽔情報 / ⽔曜社.

3 三井建設技術研究所報 / 三井建設株式会社技術研究所.

4 ⻄松建設技報.

5 海岸⼯学講演会講演集 / ⼟⽊学会 [編].

6 神奈川県公害センター年報 / 神奈川県公害センター.

7 環境 / 環境科学研究所編.

8 環境情報科学 = Environmental information science / 環境情報科学センター [編].

9 Memoirs / Kanazawa Institute of Technology.

10 橋梁 = Bridge engineering.

11 橋梁と基礎.

12 空気清浄 / ⽇本空気清浄協会.

13 空気調和・衛⽣⼯学 / 空気調和・衛⽣⼯学会 [編].

14
空気調和・衛⽣⼯学会論⽂集 = Transactions of the Society of Heating, Air-conditioning and Sanitary
Engineers of Japan

15 建設省直轄⼯事技術研究報告 / 建設省.

16 建設機械 / ⽇本⼯業出版.

17 建設業界 / ⽇本⼟⽊⼯業協会, 電⼒建設業協会 [編].

18 建設の機械化 / ⽇本建設機械化協会 [編].

19 公害研究 : 学際的協⼒をめざして.

20 公害研究年報 / 東京都公害研究所 [編].

21 公害資源研究所年報 / ⼯業技術院公害資源研究所 [編].

22 公害資源研究所報告 / ⼯業技術院公害資源研究所 [編].

23 公害と対策 / 公害対策技術同友会.

24 公害年鑑 / 環境保全協会 [編集].

25 ⾼速道路と⾃動⾞ / ⾼速道路調査会 [編].

26 港湾 / 港灣協會 [編].

27
港湾技術研究所報告 = Report of Port and Harbour Technical Research Institute, Ministry of
Transportation / 運輸省港湾技術研究所.

28 港湾技術要報 / 運輸省港湾局建設課.

29 コンクリートジャーナル / ⽇本コンクリート会議.

30 コンクリート⼯学 / ⽇本コンクリート会議 [編] = Concrete journal / Japan National Council on Concrete.

31 清⽔建設研究所報 / 清⽔建設株式会社研究所.

32 写真測量とリモートセンシング / ⽇本写真測量学会.

33 ⽔質汚濁研究 / ⽇本⽔質汚濁研究会.

34 ⽔道協會雜誌.
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35 ⽔利科学 / ⽔利科学研究所.

36 施⼯ : 建築の技術 = Architectural product-engineering.

37 セメントコンクリート = Cement and concrete / ⽇本セメント技術協会 [編集].

38 施⼯技術 : ⼟⽊雑誌 / ⽇刊⼯業新聞社.

39
全国公害研会誌 = Journal of Environmental Laboratories Association / 全国公害研協議会編集委員会 [編
集].

40 測地学会誌.

41 測量 = Surveying / ⽇本測量協會 [編].

42 ⼤成建設技術研究所報 / ⼤成建設株式会社技術研究所.

43 ⽵中技術研究報告 = Takenaka technical research report / ⽵中⼯務店 [編].

44 ⽥中正造と⾜尾鉱毒事件研究 / 渡良瀬川研究会編集.

45 ⼟と基礎 = Soil mechanics and foundation engineering / ⼟質⼯学会 [編].

46
東京都公害研究所年報 = Annual report of the Tokyo Metropolitan Research Institute for Environmental
Protection / 東京都公害研究所 [編].

47 東京都清掃研究所研究報告 / 東京都清掃研究所 [編].

48 道路 / ⽇本道路技術協會 [編].

49 都市計画 / ⽇本都市計画学会 [編] = Planning review / the City Planning Institute of Japan.

50 ⼟質⼯学会論⽂報告集 / ⼟質⼯学会 [編].

51 ⼟⽊學會誌.

52 ⼟⽊学会論⽂報告集 = Proceedings of the Japan Society of Civil Engineers / ⼟⽊学会 [編].

53 ⼟⽊技術.

54 ⼟⽊技術資料 / ⼟⽊研究会.

55 ⼟⽊研究所報告.

56 ⼟⽊施⼯ : the doboku-seko.

57 間組研究年報 / 間組.

58
フジタ⼯業技術研究所報 = Journal of the Technical Laboratory of the Fujita Corporation / Fujita
Corporation.

59 防災科学技術 / 国⽴防災科学技術センター.

60 舗装 / 建設図書 [編].

61 ⽔ : ⽔の総合雑誌 = The water / ⼯業⽤⽔クラブ [編].

62 ⽔処理技術 / ⽇本⽔処理技術研究会.

63 神奈川県⽔質調査年表 / 神奈川県公害対策事務局.

64 ⽤⽔と廃⽔.

65 豫防時報 / ⽇本損害保険協会 [編].

66 ⽇本地震⼯学シンポジウム講演集.

67 ⽇本⼟⽊史研究発表会論⽂集 / ⼟⽊学会⽇本⼟⽊史研究委員会.

68 トンネル⼯学シリーズ / ⼟⽊学会.

69 地震⼯学研究発表会講演概要 / ⼟⽊学会.

70 環境問題シンポジウム講演論⽂集 / ⼟⽊学会.

71 ⼟⽊試驗所報告 / 内務省⼟⽊試驗所.

72 ⼟⽊学会年次学術講演会講演概要集. 第1部 / ⼟⽊学会.
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73 ⼟⽊学会年次学術講演会講演概要集. 第2部 / ⼟⽊学会.

74 ⼟⽊学会年次学術講演会講演概要集. 第3部 / ⼟⽊学会.

75 季刊環境研究 / 公害調査センター [編].

76 ⽔理講演会論⽂集 / ⼟⽊学会・⽔理委員会編.

77 熊⾕技報 = Kumagai technical research report.

78 ⼾⽥建設技術開発センター研究報告 / ⼾⽥建設.

79 ⼟⽊計画学シンポジウム / ⼟⽊学会⼟⽊計画学研究委員会.

80 ⼟質⼯学研究発表会発表講演集 / ⼟質⼯学会 [編].

81 ⼟質⼯学シンポジウム発表論⽂集 / ⼟質⼯学会 [編集].

82 岩盤⼒学に関するシンポジウム講演論⽂集 / ⼟⽊学会.

83 下⽔道協会誌 = Journal of Japan Sewage Works Association / ⽇本下⽔道協会 [編].

84 間組技術局研究年報 / 間組.

85 神奈川県公害センター研究報告 / 神奈川県公害センター [編].

86 ⾵⼯学シンポジウム論⽂集 / ⽇本気象学会.

87 建設機械化研究所報告 / ⽇本建設機械化協会建設機械化研究所.

88 建設機械化研究所年報 / ⽇本建設機械化協会建設機械化研究所.

89 財団法⼈建設⼯学研究振興会年報 / 建設⼯学研究振興会 [編集].

90 建設省技術研究会報告 / ⼟⽊研究会.

91 港湾技術研究所講演会講演集 / 運輸省港湾技術研究所 [編].

92 港湾技術研究所年報 / 運輸省港湾技術研究所 [編].

93
プレストレストコンクリート : journal of Japan Prestressed Concrete Engineering Association / プレスト
レストコンクリート技術協会 [編].

94
技術研究所所報 = Technical report of Research Laboratory of Sumitomo Construction / 住友建設株式会
社 [編].

95
港湾技研資料 = Technical note of Port and Harbour Technical Research Institute, Ministry of
Transportation, Japan / 運輸省港湾技術研究所 [編集].

96 下⽔道事業概要 / 東京都下⽔道局 [編].

97 海岸⼯学講演会論⽂集 / ⼟⽊学会 [編].

98 全国公共⽤⽔域⽔質年鑑 / 芙蓉情報センター [編纂] ; 環境庁⽔質保全局監修.

99 ⼤林道路株式会社技術報.

100 銭⾼組技報.

101 施⼯管理.

102 東京都⼟⽊技術研究所年報 / 東京都⼟⽊技術研究所 [編].

103 ⼟⽊研究所彙報 / 建設省⼟⽊研究所.

104 ⼟⽊研究所年報 / 建設省⼟⽊研究所 [編].

105 別冊⼟⽊施⼯.

106 ⽥園都市 / 地域問題全国協議会.

107 建設統計要覧 / 建設省調査統計課監修.

108 建設総合統計年度報 / 建設省計画局調査統計課 [編].

109
開発⼟⽊研究所⽉報 = Monthly report of the Civil Engineering Research Institute / 北海道開発局開発⼟⽊
研究所 [編].
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110 資源環境対策 = Journal of resources and environment.

111 ⽔環境学会誌 = Journal of Japan Society on Water Environment / ⽇本⽔環境学会.

112 環境と公害 : ⾃然と⼈間の共⽣を求めて.

113 ⼤林組技術研究所報.

114 建設⽩書 : 国⼟建設の現況 / 建設省編.

115 かながわ環境⽩書 / 神奈川県 [編].

116 環境アセスメント年鑑 / 武蔵野書房 [編].

117 環境公害年鑑 / 環境法令研究会.

118 環境⽩書 / 環境庁編.

119 下⽔道年鑑 / ⽔道産業新聞社編.

120 建材年鑑 : わが国建材⼯業の全貌 / ⽇本建設材料協会.

121 公共下⽔道統計 / ⽇本⽔道協会 [編].

122
構造⼯学論⽂集. A = Journal of structural engineering. A / ⼟⽊学会 [編] ; ⽇本学術会議構造⼯学研究連絡
委員会 [監修].

123 ⼯事年鑑.

124
清⽔建設研究報告 = Technical research report of Shimizu Construction Co., Ltd. / 清⽔建設株式会社技術
研究所編.

125 ⽔道統計 / 厚⽣省環境衛⽣局 [編集].

126 ⽔道年鑑 / ⽔道産業新聞社 [編].

127 ダム年鑑 / ⽇本ダム協会 [編].

128 千葉県環境⽩書 / 千葉県環境部.

129 千葉県公害⽩書.

130 ⼟⽊年鑑 = Annual of civil engineering / ⼟⽊学会.

131 ⽣コン年鑑.

132 ⽇本河川⽔質年鑑 / 建設省河川局監修 ; ⽇本河川協会編.

133 公共⽤⽔域⽔質測定結果 / 神奈川県.

134 廃棄物年鑑.

135 橋 / [⼟⽊学会].

136 列島ジャーナル

137 ⼟⽊学会論⽂集 / ⼟⽊学会 = Proceedings of JSCE / Japan Society of Civil Engineers.

138 公害防⽌⽂献速報.

139 積算資料 : 建設・営繕・⽤度・労務 / 経済調査会 [編].

140 総合建設 : ⽉刊 : construction news.

141 環境と測定技術 / ⽇本環境測定分析協会.

142 ⽉刊下⽔道.

143 官公庁公害専⾨資料.

144 ⾃然保護年鑑 / ⾃然保護年鑑編集委員会編.

145 環境⽩書のあらまし / ⼤蔵省印刷局, 19

146 ⼟⽊学会誌・論⽂(報告)集総索引.

147 公害紛争処理⽩書 : 我が国の公害紛争処理・⼟地利⽤調整の現況 / 公害等調整委員会編.
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148 中国⽔利.

149 かんきょう : ⼈間と環境を考える.

150 資源環境技術総合研究所年報 / ⼯業技術院資源環境技術総合研究所.

151 ⼤阪府環境⽩書 / ⼤阪府 [編集].

152
三井建設技術研究報告別冊 = Special report of Technical Research Institute of Mitsui Construction Co.,
Ltd. / 三井建設株式会社技術開発本部技術研究所 [編集].

153 三井建設技術研究報告 / 技術開発本部技術研究所.

154 環境⽩書. 総説 / 環境庁編.

155 環境⽩書. 各論 / 環境庁編.

156 環境管理 = Environmental management / 産業環境管理協会 [編].

157 熊⾕組技術研究報告 = Kumagai technical research report / 熊⾕組技術開発本部 [編].

158 フジタ技術研究所報 = Journal of Fujita Technical Research Institute.

159 ハザマ研究年報 = Technical research report of Hazama Corporation.

160 河川.

161
海岸⼯学論⽂集 / ⼟⽊学会 = Proceedings of Coastal Engineering, JSCE / Japan Society of Civil
Engineers.

162 ⾸都圏⽩書 / 国⼟庁 [編].

163
地盤⼯学会論⽂報告集 = Journal of the Japanese Geotechnical Society : soils and foundations / 地盤⼯学
会 [編集].

164 ⿅島建設技術研究所年報 / ⿅島建設技術研究所.

165 地盤⼯学シンポジウム発表論⽂集 / 地盤⼯学会 [編集].

166
⿅島技術研究所年報 / ⿅島技術研究所 = Annual report / Kajima Technical Research Institute, Kajima
Corporation.

167 地盤⼯学研究発表会発表講演集 / 地盤⼯学会 [編集].

168 ⽉刊地球環境.

169 ⼾⽥建設技術研究報告 = Toda technical research report / ⼾⽥建設 [編].

170 神奈川県公共⽤⽔域及び地下⽔の⽔質測定結果.

171 神奈川県公共⽤⽔域及び地下⽔の⽔質測定計画.

172 橋梁&都市project.

173 年報 / ⾸都⾼速道路公団 [編].

174 ⽉刊廃棄物.

175 ⻑良川河⼝堰モニタリング年報.

176 造景 : まちづくりと地域おこしのための総合専⾨誌 = Community & urban design.

177 神奈川県公共⽤⽔域⽔質測定結果.

178 海岸 : magazine kaigan / 全国海岸協会 [編].

179 海岸統計 / 建設省河川局編.

180 公害⽩書 / 神奈川県.

181 公害⽩書.

182 流量年表 / 内務省⼟⽊局 [編].

183 岩の⼒学国内シンポジウム講演集 / ⽇本学術会議, ⼟⽊学会, ⼟質⼯学会, ⽇本材料学会, ⽇本鉱業会.

184 開発 : the kaihatsu.
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185 海洋開発シンポジウム講演集 / ⼟⽊学会海洋開発委員会 [編].

186 海洋開発論⽂集 = Proceedings of civil engineering in the ocean / ⼟⽊学会海洋開発委員会 [編].

187 季刊⼟と基礎 = Soil mechanics and foundation engineering / ⽇本⼟質基礎⼯學委員會 [編].

188 技術研究所年報 / 五洋建設 [編].

189 ⼯学研究.

190 ⾼速道路 / ⾼速道路調査会 [編].

191 ⽔⼯学に関する夏期研修会講義集. Aコース / ⼟⽊学会⽔理委員会.

192 ⽔⼯学に関する夏期研修会講義集. Bコース / ⼟⽊学会⽔理委員会.

193 ⼟⽊学会年次学術講演会講演概要.

194 ⼟⽊試驗所彙報 / 内務省⼟⽊試驗所.

195 ⼟⽊試驗所報 / 内務省⼟⽊試驗所.

196 わが国の道路.

197 ⼟⽊學會論⽂集 = Transactions of the Japan Society of Civil Engineers.

198
東京都環境科学研究所年報. 廃棄物研究室編 = Annual report of the Tokyo metropolitan research institute
for environmental protection.

199 環境研究 / 公害調査センター [編].

200 北海道開発⼟⽊研究所⽉報 = Monthly report of Civil Engineering Research Institute.

201
季刊全国環境研会誌 = Journal of Environmental Laboratories Association / 全国環境研協議会編集委員会
[編集].

202 ⽉刊公害防⽌産業 : 環境破壊にチャレンジする技術誌 = Environmental pollution control.

203 産業公害 / 産業公害防⽌協会.

204 環境⽩書 / 環境省編.

205
コンクリート⼯学論⽂集 / ⽇本コンクリート⼯学協会 [編] = Concrete research and technology / Japan
Concrete Institute.

206 サスティナブルマネジメント = Sustainable management / 環境経営学会編.

207 港湾空港技術講演会講演集.

208 港湾空港技術研究所報告 = Report of the Port and Airport Research Institute / 港湾空港技術研究所 [編].

209
港湾空港技術研究所資料 = Technical note of the Port and Airport Research Institute / 港湾空港技術研究
所.

210 ⼤成建設技術センター報 = Report of Taisei Technology Center.

211 近鉄技報 = Technical review of Kintetsu.

212 循環型社会⽩書 / 環境省編.

213 ⽇本環境年鑑.

214
国⼟技術政策総合研究所資料 / 国⼟交通省国⼟技術政策総合研究所 [編] = Technical note of National
Institute for Land and Infrastructure Management / National Institute for Land and Infrastructure
Management, Ministory of Land, Infrastructure and Transport, Japan.

215
国⼟技術政策総合研究所研究報告 = Research report of National Institute for Land and Infrastructure
Management / 国⼟交通省国⼟技術政策総合研究所 [編].

216 官公庁環境専⾨資料.

217 環境科学会誌 = Environmental science / 環境科学会 [編].

218 CE建設業界 : civil engineering / ⽇本⼟⽊⼯業協会 [編].
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219
開発⼟⽊研究所講演会特集号 = Special report for the Lecture Meeting of the Civil Engineering Research
Institute / 北海道開発局開発⼟⽊研究所.

220
北海道開発⼟⽊研究所⽉報. 特集号, 北海道開発⼟⽊研究所講演会特集号 = Monthly report of Civil
Engineering Research Institute.

221 環境統計集 / 環境省総合環境政策局編.

222 BIO city = ビオシテイ : 「⽣命都市」時代の街づくりと技術を考える総合誌.

223 技術報 : let's do now / ⼤林道路 [編].

224 ⼟⽊研究所成果報告書 = Report of research results, PWRI / ⼟⽊研究所 [編].

225 道路統計年報.

226 建設の施⼯企画 / ⽇本建設機械化協会 [編].

227
三井住友建設技術研究所報告 = Reports of technical research Institute of Sumitomo Mitsui Construction
Co.,Ltd. / 三井住友建設 [編].

228 フジタ技術研究報告 = Fujita technical research report.

229 下⽔道協会誌. 論⽂集 = Journal of Japan Sewage Works Association. Research journal.

230 ⽔⼯学論⽂集 = Proceedings of hydraulic engineering, JSCE / ⼟⽊学会⽔理委員会.

231
環境情報科学. 別冊, 環境情報科学論⽂集 / 環境情報科学センター [編集] = Environmental information
science. Extra, Papers on environmental information science.

232
環境情報科学. 臨時増刊 / 環境情報科学センター [編集] = Environmental information science. Extra
edition / Center for Environmental Information Science.

233
国⼟技術政策総合研究所年報 / 国⼟交通省国⼟技術政策総合研究所 [編] = Yearbook of NILIM / National
Institute for Land and Infrastructure Management, Ministry of Land, Infrastructure and Transport.

234 区画整理 / ⼟地区画整理研究会 [編].

235 區劃整理 / ⼟地區劃整理研究會.

236 ⽔資源・環境研究 / ⽔資源・環境学会 [編].

237 道路橋年報 / ⽇本道路協会 [編].

238 ⼟⽊学会年次学術講演会講演概要集. 第5部 / ⼟⽊学会.

239 ⼤気汚染学会講演要旨集 / ⼤気汚染研究協会 [編].

240 ⼤気環境学会年会講演要旨集 / ⼤気環境学会 [編].

241 ⽇本⽔環境学会年会講演集 / ⽇本⽔環境学会 [編].

242 環境⾃治体⽩書 : 環境⾃治体づくりの最前線 / 環境⾃治体会議 [編].

243 寒地⼟⽊研究所⽉報 = Monthly report, Civil Engineering Research Institute for Cold Region.

244 ⼟⽊学会論⽂集 / ⼟⽊学会 [編].

245 地球環境レポート = Global environmental policy in Japan / 地球環境レポート編集委員会編集.

246 環境ビジネス⽩書.

247 北海道開発⼟⽊研究所報告 / 北海道開発⼟⽊研究所 [編].

248 寒地⼟⽊研究所報告 / ⼟⽊研究所寒地⼟⽊研究所 [編].

249 環境循環型社会⽩書 / 環境省編.

250 都市美.

251 ⽉刊コンクリートテクノ = Journal of concrete technology.

252 地盤⼯学会誌 / 地盤⼯学会 [編] = / the Japanese Geotechnical Society.

253 環境経済・政策研究 / 環境経済・政策学会編集.
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254
寒地⼟⽊研究所⽉報. 特集号, 寒地⼟⽊研究所講演会特集号 = Monthly report, Civil Engineering Research
Institute for Cold Region.

255 環境⽩書 : 循環型社会⽩書/⽣物多様性⽩書 / 環境省編.

256 SEEDer : 地域環境情報から考える地球の未来 : 種まく⼈ : シーダー.

257 ⽔と⽔技術 : 次世代「⽔」エンジニアへの情報発信 = Water solutions and technologies.

258 環境技術 = Environmental conservation engineering / 環境技術研究会 [編].

259 City & life : 都市のしくみとくらし / 第⼀住宅建設協会.

260 Eneco : business i. : ⽉刊ビジネスアイエネコ : エネルギーと地球環境の明⽇を考える経済専⾨誌.

261 景観・デザイン研究論⽂集 / ⼟⽊学会 [編].

262
環境と安全 : ⼤学等環境安全協議会会誌 = Journal of environment and safety / ⼤学等環境安全協議会
[編].

263 武蔵野⼤学環境学部紀要 / 武蔵野⼤学環境学部 [編].

264
⼟⽊学会論⽂集. B2, 海岸⼯学 / ⼟⽊学会 [編] = J.JSCE, Ser.B2, Coastal engineering / Japan Society of
Civil Engineers.

265 ACe建設業界 : architecture & civil engineering / ⽇本建設業連合会 [編].

266 環境会議 = Environmental forum.

267 ⽇中環境産業 = Japan-China environmental industry.

268 ⼟⽊学会年次学術講演会講演概要集 / ⼟⽊学会 [編].

269 地盤⼯学研究発表会発表講演集 / 地盤⼯学会 [編].

270 環境パートナーズ = Environment partners.

271 建設機械施⼯ : ⼀般社団法⼈⽇本建設機械施⼯協会誌 : journal of JCMA.

272 ⼟⽊学会年次学術講演会講演概要集 / ⼟⽊学会.

273 建設業の経理 = Construction accounting / 建設産業経理研究機構 [編] ; 建設業振興基⾦ [監修].

274 A+U : architecture and urbanism : 建築と都市 / エー・アンド・ユー.

275 JSSC : ⽇本鋼構造協会機関誌.

276 別冊新建築. ⽇本現代建築家シリーズ.

277 アルミニウム建築.

278 近代建築.

279 空気調和と冷凍.

280 建築界 / 理⼯図書 [編].

281 建築技術 / 建築技術, 建設省建築研究所.

282 建築研究報告 = Architectural research report / 建設省建築研究所 [編集].

283 建築雑誌 / 造家學會 [編].

284 建築設備⼯学研究所報 / 関東学院⼤学⼤沢記念建築設備⼯学研究所 [編].

285 建築設備と配管⼯事.

286 建築⽂化 = The architectural culture / 彰国社.

287 住宅建築 : the housing journal for builders and designers / 建築思潮研究所.

288 新建築 / 新建築社 [編].

289 カラム / ⼋幡製鐵カラム刊⾏委員會.

290 建築設備⼠.

291 ディテール.
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292 都市住宅 : toshi-jutaku : the monthly journal of urban housing.

293 ⽇本建築學會論⽂集.

294 ⽇本建築学会論⽂報告集.

295 学術講演梗概集. 計画系 / ⽇本建築学会.

296 学術講演梗概集. 構造系 / ⽇本建築学会.

297 建築研究資料 / 建設省建築研究所 [編].

298 Approach.

299 東急建設技術研究所報 / 東急建設技術研究所.

300 ビルディングレター / ⽇本建築センター [編].

301 建築研究所年報 / 建設省建築研究所 [編集].

302 構造⼯学シンポジウム / ⽇本学術会議構造研究連絡委員会, ⼟⽊学会, ⽇本建築学会 [編].

303 GA document.

304 建築材料 / ⼯業調査会.

305 建築⽣産.

306 建築設備 / 建築設備研究會 [編].

307 SD : スペースデザイン / ⿅島研究所出版会.

308 SD. 別冊 / ⿅島研究所出版会.

309 建築統計年報 / 建設省計画局編.

310 Yearbook of construction statistics / United Nations.

311 ⾵声 : 京洛だより.

312
学術講演梗概集. A, 材料・施⼯,防⽕,海洋,電算利⽤ = Summaries of technical papers of Annual Meeting
Architectural Institute of Japan. Materials and construction, fire safety, off-shore engineering and
architecture, computer application / ⽇本建築学会.

313
学術講演梗概集. B, 構造I = Summaries of technical papers of Annual Meeting Architectural Institute of
Japan. B, Structures I / ⽇本建築学会 [編].

314
学術講演梗概集. C, 構造II = Summaries of technical papers of Annual Meeting Architectural Institute of
Japan. Structures II / ⽇本建築学会 [編].

315
学術講演梗概集. D, 環境⼯学 = Summaries of technical papers of Annual Meeting Architectural Institute
of Japan. D, Environmental engineering / ⽇本建築学会 [編].

316
学術講演梗概集. E, 建築計画, 農村計画 = Summaries of technical papers of Annual Meeting Architectural
Institute of Japan. Architectural planning and design rural planning / ⽇本建築学会 [編].

317
学術講演梗概集. F, 都市計画, 建築経済・住宅問題, 建築史・建築意匠 = Summaries of technical papers of
annual meeting architectural institute of Japan. Urban planning, building economics and housing
problems, history and theory of architecture / ⽇本建築学会.

318 学校建築年報. 国⽴学校編 / ⽂部省学校建築年報編集委員会編.

319 季刊⼤林.

320 建築家作品年鑑.

321 新建築. 住宅特集 = The Japan architect.

322
⽇本建築学会計画系論⽂報告集 / ⽇本建築学会 [編] = Transactions of AIJ. Journal of architecture,
planning and environmental engineering / Architectural Institute of Japan.

323
⽇本建築学会構造系論⽂報告集 / ⽇本建築学会 [編] = Transactions of AIJ. Journal of structural and
construction engineering / Architectural Institute of Japan.

324 ⻑⾕川⼯務店技報 = Hasegawa Komuten technical journal / ⻑⾕川⼯務店技術開発部.
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325 ⻑⾕⼯技報 = Haseko technical research report / ⻑⾕⼯コーポレーション技術研究所編.

326 財団法⼈新住宅普及会住宅建築研究所研究所だより.

327 すまいろん : 研究所だより / 新住宅普及会・住宅建築研究所 [編].

328 住宅.

329 集合体モノグラフィ.

330
経研標準建築費指数及び施⼯単価⽉報 / 建築⼯業経営研究会 [編] = MRC: monthly standard building cost
indexes and unit price data bulletin / Management Research Society for Construction Industry.

331 学校建築年報. 公⽴学校編 / ⽂部省学校建築年報編集委員会編.

332
建築設備⼠ / 建築設備技術者協会 [編] = / Japan Building Mechanical and Electrical Engineers
Association.

333 中國營造學社彙栞.

334 卒業研究卒業ゼミ概要集.

335 卒業設計作品集.

336
⽇本建築学会計画系論⽂集 / ⽇本建築学会 [編] = Transactions of AIJ. Journal of architecture, planning
and environmental engineering / Architectural Institute of Japan.

337
⽇本建築学会構造系論⽂集 / ⽇本建築学会 [編] = Transactions of AIJ. Journal of structural and
construction engineering / Architectural Institute of Japan.

338
学術講演梗概集. A, 材料施⼯,防⽕,海洋,情報システム技術 = Summaries of technical papers of Annual
Meeting Architectural Institute of Japan. A, Materials and construction, fire safety, off-shore
engineering and architecture, information systems technology / ⽇本建築学会.

339
学術講演梗概集. A-1, 材料施⼯ = Summaries of technical papers of Annual Meeting Architectural
Institute of Japan. A

340
学術講演梗概集. A-2, 防⽕,海洋,情報システム技術 = Summaries of technical papers of Annual Meeting
Architectural Institute of Japan. A

341
学術講演梗概集. B-1, 構造I, 荷重・信頼性,応⽤⼒学・構造解析,基礎構造,シェル・⽴体構造・膜構造 =
Summaries of technical papers of Annual Meeting Architectural Institute of Japan. B

342
学術講演梗概集. B-2, 構造II, 振動, 原⼦⼒プラント = Summaries of technical papers of Annual Meeting
Architectural Institute of Japan. B

343
学術講演梗概集. C-1, 構造III, ⽊質構造, 鉄⾻構造, 鉄⾻鉄筋コンクリート構造 = Summaries of technical
papers of Annual Meeting Architectural Institute of Japan. C

344
学術講演梗概集. C-2, 構造IV, 鉄筋コンクリート構造, プレストレストコンクリート構造, 壁構造・組積構造
= Summaries of technical papers of Annual Meeting Architectural Institute of Japan. C

345
学術講演梗概集. D-1, 環境⼯学I, 室内⾳響・⾳環境, 騒⾳・固体⾳, 環境振動, 光・⾊, 給排⽔・⽔環境, 都市
設備・環境管理, 環境⼼理⽣理, 環境設計, 電磁環境 = Summaries of technical papers of Annual Meeting
Architectural Institute of Japan. D

346
学術講演梗概集. D-2, 環境⼯学II, 熱, 湿気, 温熱感, ⾃然エネルギー, 気流・換気・排煙, 数値流体, 空気清浄,
暖冷房・空調, 熱源設備, 設備応⽤ = Summaries of technical papers of Annual Meeting Architectural
Institute of Japan. D

347
学術講演梗概集. E-1, 建築計画I, 各種建物・地域施設, 設計⽅法, 構法計画, ⼈間⼯学, 計画基礎 =
Summaries of technical papers of Annual Meeting Architectural Institute of Japan. E

348
学術講演梗概集. E-2, 建築計画II, 住居・住宅地, 農村計画, 教育 = Summaries of technical papers of
Annual Meeting Architectural Institute of Japan. E

349
学術講演梗概集. F, 都市計画, 建築経済・住宅問題, 建築歴史・意匠 = Summaries of technical papers of
Annual Meeting Architectural Institute of Japan. F, Urban planning, building economics and housing
problems, history and theory of architecture / ⽇本建築学会 [編].
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350
学術講演梗概集. F-1, 都市計画, 建築経済・住宅問題 = Summaries of technical papers of Annual Meeting
Architectural Institute of Japan. F

351
学術講演梗概集. F-2, 建築歴史・意匠 = Summaries of technical papers of Annual Meeting Architectural
Institute of Japan. F

352 ソーラーシステム普及促進等補助事業成果報告書 / ソーラーシステム振興協会.

353 ⺠俗建築 / ⺠俗建築會 [編].

354 建築.

355 季刊新建築. 住宅特集.

356 空調衛⽣設備⼠ / ⽇本空調衛⽣設備⼠協会 [編] = / Japan Building Mechanical Engineers Association.

357 住宅建築研究所報 / 新住宅普及会住宅建築研究所.

358 消防研究所報告 = Semi-annual report of Fire Research Institute / 國家消防庁消防研究所 [編].

359 國際建築 = The international architecture / 國際建築協會 [編].

360 ⺠家 = Rural house / ⺠家研究會.

361 建築ジャーナル = Architectural journal.

362 Eciffo : the magazine of survey for new office.

363
⽇本建築学会環境系論⽂集 / ⽇本建築学会 [編] = Transactions of AIJ. Journal of environmental
engineering / Architectural Institute of Japan.

364 JSSC鋼構造論⽂集 : steel construction engineering / 論⽂集編集⼩委員会.

365 アルス建築⼤講座.

366 学術講演会プログラム / ⽇本建築学会 [編].

367 住宅総合研究財団研究論⽂集 = Journal of Housing Research Foundation.

368 建築世界.

369 建築⼯藝叢誌.

370 建築⼯藝叢誌. 第⼆期 / 建築⼯藝協會 [編].

371 史標 / O.D.A.「史標」出版局 [編].

372
構造⼯学論⽂集. B = Journal of structural engineering. B / ⽇本建築学会 [編] ; ⽇本学術会議構造⼯学研究
連絡委員会 [監修].

373 國際建築時論 = International architectural review.

374 学術講演会建築デザイン発表会プログラム / ⽇本建築学会 [編].

375 村野藤吾研究 / 村野藤吾の設計研究会 [編].

376 室内環境学会誌 / 室内環境学会 [編].

377 現代建築 / ⽇本⼯作⽂化聯盟編輯.

378 ⼯作⽂化 / ⽇本⼯作⽂化聯盟編輯.

379 Casa brutus : life design magazine = ⽉刊「カーサ・ブルータス」 / マガジンハウス [編].

380 構造⼯学論⽂集. A = Journal of structural engineering. A.

381
住総研研究論⽂集 / 住総研 [編] = Journal of the Housing Research Foundation "Jusoken" / Housing
Research Foundation Jusoken.

382
学術講演梗概集 / ⽇本建築学会 [編] = Summaries of technical papers of annual meeting / Architectural
Institute of Japan.

383 学術講演梗概集. 構造系 / ⽇本建築学会 [編].

384 学術講演梗概集. 計画系 / ⽇本建築学会 [編].

385 学術講演梗概集. 環境系 / ⽇本建築学会 [編].

23



386 商店建築 : syohten kentiku.

387 建築學會論⽂集 / 建築学会.

388 ⽇本建築学会⼤会・・・⼤会プログラム / ⽇本建築学会 [編].

389 ⽂京区⽂化財年報 : ⽂の京 / ⽂京区教育委員会 [編].

390 棟柱 : 芸術⽂化振興基⾦助成事業 / 信州伝統的建造物保存技術研究会 [編].

391 アイシーオール : 建築⼯藝.

392 關⻄建築協會雜誌 / 關⻄建築協會.

393 建築と社会 / ⽇本建築協會.

394 建築と社會 / ⽇本建築協會 [編].

395 ⽇本建築協會雜誌 / ⽇本建築協會 [編].

396
住総研研究論⽂集・実践研究報告集 / 住総研 [編] = Journal of the Housing Research Foundation
"Jusoken" / Housing Research Foundation Jusoken.

397 ⽇経アーキテクチュア = Nikkei architecture / ⽇経マグロウヒル社.

国内雑誌 397種
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No. 誌名（国外雑誌）

1 Concrete international : design and construction.

2 The Dock & harbour authority.

3 Environmental periodicals bibliography.

4 Journal of research / Public Works Research Institute.

5 Landscape architecture.

6 The New reclamation era / Bureau of Reclamation.

7
Proceedings of the American Society of Civil Engineers. Journal of professional activities / American
Society of Civil Engineers.

8 Proceedings of the American Society of Civil Engineers. Journal of the Sanitary Engineering Division.

9
Proceedings of the American Society of Civil Engineers. Journal of the Soil Mechanics and Foundations
Division.

10
Proceedings of the American Society of Civil Engineers. Journal of the Waterways, Harbors and Coastal
Engineering Division.

11 Proceedings of the American Society of Civil Engineers. Journal of the City Planning Division.

12
Proceedings of the American Society of Civil Engineers. Issues in engineering. Journal of professional
activities / American Society of Civil Engineers.

13
Proceedings of the American Society of Civil Engineers. Journal of the Energy Division / American Society
of Civil Engineers.

14 The Structural engineer. Pt. A : journal of the Institution of Structural Engineers.

15 The Structural engineer. Pt. B : journal of the Institution of Structural Engineers.

16 Water and water engineering.

17 Archives of environmental contamination and toxicology.

18 Civil engineering in Japan / Japan Society of Civil Engineers.

19 Concrete.

20 Concrete products / Maclean-Hunter.

21 Directory of published proceedings. Series PCE, Pollution control/ecology.

22 Environmental science & technology.

23 Ground water : journal of the Technical Division National Water Well Association.

24
Indian journal of power and river valley development : a monthly devoted to development of power & water
resources in Asia.

25 Journal of the Air Pollution Control Association.

26 Journal of the American Concrete Institute.

27 Journal of environmental quality.

28
Journal of the Institution of Water Engineers and Scientists / Institution of Water Engineers and
Scientists

29 Journal of the New England Water Works Association.

30 Journal / Water Pollution Control Federation.

31 Photogrammetric engineering.

32 The Planner / Royal Town Planning Institute.

33 Journal of the Royal Town Planning Institute.

34 Proceedings of the American Society of Civil Engineers. Journal of the Construction Division.

35
Proceedings of the American Society of Civil Engineers. Journal of the Engineering Mechanics Division /
American Society of Civil Engineers.

36
Proceedings of the American Society of Civil Engineers. Journal of professional activities. Engineering
Issues / American Society of Civil Engineers.
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37 Proceedings of the American Society of Civil Engineers. Journal of the Environmental Engineering Division.

38
Proceedings of the American Society of Civil Engineers. Journal of the Geotechnical Engineering Division /
the American Society of Civil Engineers.

39 Proceedings of the American Society of Civil Engineers. Journal of the Highway Division.

40 Proceedings of the American Society of Civil Engineers. Journal of the Hydraulics Division.

41 Proceedings of the American Society of Civil Engineers. Journal of the Irrigation and Drainage Division.

42 Proceedings of the American Society of Civil Engineers. Journal of the Pipeline Division.

43 Proceedings of the American Society of Civil Engineers. Journal of the Power Division.

44 Proceedings of the American Society of Civil Engineers. Journal of the Structural Division.

45
Proceedings of the American Society of Civil Engineers. Journal of the Surveying and Mapping Division /
the American Society of Civil Engineers.

46 Proceedings of the American Society of Civil Engineers. Journal of the Technical Councils of ASCE.

47 Proceedings of the American Society of Civil Engineers. Transportation engineering journal of A.S.C.E.

48
Proceedings of the American Society of Civil Engineers. Journal of the Urban Planning and Development
Division / American Society of Civil Engineers.

49
Proceedings of the American Society of Civil Engineers. Journal of the Water Resources Planning and
Management Division.

50
Proceedings of the American Society of Civil Engineers. Journal of the Waterway, Port, Coastal and Ocean
Division.

51 Proceedings of the Institution of Civil Engineers.

52 Proceedings of the Institution of Civil Engineers. Pt. 1, Design and construction.

53 Proceedings of the Institution of Civil Engineers. Pt. 2, Research and theory.

54 Transactions of the American Society of Civil Engineers.

55 Transactions of the Japan Society of Civil Engineers.

56 Water, air and soil pollution.

57 Water research.

58 Water resources research / American Geophysical Union.

59 Water services : journal of resources, supply, sewage & effluent.

60 Water and sewage works.

61 Paving and municipal engineering.

62 Municipal engineering.

63 Municipal and county engineering.

64 Municipal news.

65 Municipal news and water works.

66 Water works and sewerage.

67 Water and wastes engineering.

68 Journal / American Water Works Association.

69 Water engineering & management.

70 Water science and technology : a journal of the International Association on Water Pollution Research.

71 Journal of professional issues in engineering.

72 Journal of engineering mechanics / American Society of Civil Engineers. Engineering Mechanics Division.

73 Journal of structural engineering.

74 Journal of construction engineering and management.

75 Journal of irrigation and drainage engineering / American Society of Civil Engineers.
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76 Journal of hydraulic engineering.

77 Journal of surveying engineering.

78
Journal of transportation engineering / American Society of Civil Engineers. Transportation Engineering
Division.

79 Journal of technical topics in civil engineering.

80
Journal of waterway, port, coastal, and ocean engineering / American Society of Civil Engineers.
Waterway, Port, Coastal and Ocean Engineering Division.

81
Journal of water resources planning and management / American Society of Civil Engineers, Water
Resources Planning and Management Division.

82 Journal of urban planning and development.

83 Journal of environmental engineering.

84 Journal of geotechnical engineering / American Society of Civil Engineers.

85
Journal of performance of constructed facilities / American Society of Civil Engineering, Technical Council
on Forensic Engineering.

86
Journal of computing in civil engineering / American Society of Civil Engineers, Technical Council on
Computer Practices.

87
Journal of cold regions engineering / American Society of Civil Engineers, Technical Council on Cold
Regions Engineering.

88 ACI materials journal : a journal of the American Concrete Institute.

89 The structural engineer : journal of the Institution of Structural Engineers.

90 Water environment & technology / Water Pollution Control Federation.

91 Research journal of the Water Pollution Control Federation.

92 Journal of professional issues in engineering education and practice.

93 Global environmental change : human and policy dimensions.

94 Proceedings of the Institution of Civil Engineers. Civil engineering.

95 Proceedings of the Institution of Civil Engineers. Structures and buildings.

96 Proceedings of the Institution of Civil Engineers. Transport.

97 Proceedings of the Institution of Civil Engineers. Municipal engineer.

98 Proceedings of the Institution of Civil Engineers. Water, maritime & energy.

99 ACI structural journal : a journal of the American Concrete Institute.

100 Construction history : journal of the Construction History Group.

101 Contamination control abstracts.

102 DMG newsletter / Design Methods Group.

103 International journal of construction management & technology.

104 Journal of aerospace engineering.

105 Journal of the Air Pollution Control Association. Cumulative index. Subject and author.

106
Water and environmental management : journal of the Institution of Water and Environmental
Management

107 Microcomputers in civil engineering.

108 Construction management and economics.

109 Environment.

110
Journal of materials in civil engineering / American Society of Civil Engineers, Materials Engineering
Division.

111 Environmental conservation.

112 Journal of the Air & Waste Management Association.

113 Engineering structures.
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114 Environmental design : journal of the Islamic Environmental Design Research Centre.

115 Water environment research : a research publication of the Water Environment Federation.

116 Advances in water pollution research / International Association on Water Pollution Research.

117 Proceedings of the American Society of Civil Engineers. Journal of the Waterways Division.

118 Proceedings of the Institution of Civil Engineers. Geotechnical engineering.

119 Journal of infrastructure systems.

120 Air & waste : journal of the Air & Waste Management Association.

121 Civil engineering ASCE.

122 Civil engineering.

123 ASCE publications information.

124
Journal of hydrologic engineering / American Society of Civil Engineers, Water Resources Engineering
Division.

125 Journal of bridge engineering / American Society of Civil Engineers, Structural Division.

126
Practice periodical on structural design and construction / American Society of Civil Engineers,
Construction Division & Structural Division.

127 Journal of geotechnical and geoenvironmental engineering.

128 Practice periodical on hazardous, toxic, and radioactive waste management.

129 Journal of composites for construction.

130 Environment and behavior.

131 Environmental engineering : the journal of the Society of Environmental Engineers.

132 Chemosphere.

133 Atmospheric environment.

134 Proceedings of the American Society of Civil Engineers. Journal of professional practice.

135 Proceedings of the American Society of Civil Engineers. Journal of the Waterways and Harbors Division.

136
Reclamation era : a water review quartely / the Bureau of Reclamation, United States Department of the
Interior.

137 Reclamation record.

138 Inter-noise : proceedings.

139 International journal of geomechanics.

140 Advances in environmental sciences.

141 Advances in environmental science and technology.

142 Journal of environmental information science.

143 Soil and foundation / the Japanese Society of Soil Mechanics and Foundation Engineering.

144
Proceedings of international sessions in conference on coastal engineering, JSCE / Japan Society of Civil
Engineers Coastal Engineering Committee.

145 Journal of hazardous, toxic, and radioactive waste.

146 JAPCA.

147 Architects' year book.

148 Architectural design.

149 Architectural periodicals index / Royal Institute of British Architects.

150 The architectural review : a magazine of architecture & decoration.

151 L'Architecture d'aujourd'hui.

152 Architektur Wettbewerbe.

153 The Journal of the Chartered Institution of Building Services.

28



154 Construction contracting.

155 Domus.

156 Heating & ventilating engineer : the journal of environmental services.

157 Werk, Bauen + Wohnen.

158 Bauen + Wohnen.

159 Zodiac : a review of contemporary architecture.

160 ASHRAE journal.

161 The architects' journal.

162 Architectura.

163 The Magazine of building : architectural forum.

164 Bautechnik.

165 Building bulletin.

166 Building materials and technology.

167 Building materials.

168
The Building services engineer : the journal of the Institution of Heating and Ventilating Engineers / the
Institution of Heating and Ventilating Engineers.

169 IHVE.

170 Heating and ventilating engineer and journal of air conditioning.

171 Interbuild.

172 Kaltetechnik.

173 McGraw-Hill's construction contracting.

174 Construction methods and equipment.

175 R.I.B.A. journal / Royal Institute of British Architects.

176 Stahlbau.

177 Architectural Association paper / Architectural Association.

178 Monvmentvm / International Council of Monuments and Sites.

179 Space structures : an international journal.

180 Building services : the CIBSE journal.

181 H & V engineer : the journal of environmental services / Turret-Wheatland.

182 Bauhaus.

183 Custom builder.

184 Progressive builder.

185 International journal of space structures.

186 Journal of architectural engineering.

187 Architectural publications index : API.

188 Architectural record.

189 Custom home.

190 Kaltetechnik-Klimatisierung.

191 Architecte. N.S.

192 Architecture vivante.

193 Les monuments historiques de la France.

194 Monuments historiques : Mh.

195 AA files : annals of the Architectural Association, School of Architecture.
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196
Architektur Jahrbuch = Architecture annual / herausgegeben vom Deutschen Architektur-Museum,
Frankfurt am Main.

197 Journal of the American Society of Architectural Historians.

198 Journal of the Society of Architectural Historians.

199 Arts & architecture.

200 Journal of the Institution of Heating and Ventilating Engineers.

201 The I.H.V.E. journal : the journal of the Institution of Heating and Ventilating Engineers.

202 Light and lighting and environmental design.

203 House and home.

204 Architectural forum.
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学生の確保の見通し等を記載した書類  

建築都市学部  

 

１．学生の確保の見通し及び申請者としての取組状況  

（１）学生の確保の見通し  

１）定員充足の見込み  

建築都市学部の入学定員は、受験生の動向、社会からのニーズ、入学

定員を確保できる人数等を踏まえ、教育研究体制を永続的に維持可能な

体制として、建築学科の入学定員を 240 名、収容定員を 960 名とし、土

木工学科の入学定員を 100 名、収容人数を 400 名として教育研究活動を

開始する計画である。  

 

①全国的な傾向からの分析   

定員を充足できる根拠は次のとおりである。建築都市学部の学位の分

野「工学関係」が含まれる「理・工学系」の過去５年の学部数、志願倍

率、入学定員充足率状況（【資料①－１】【資料①－２】「令和２（2020）

年度  私立大学・短期大学等  入学志願動向」（日本私立学校振興・共済事

業団）P.26・33）をみると、【資料①－１】のとおり、学部数は微増なが

ら増加傾向であることに対し、志願倍率も増加傾向を示しており、令和

2 年度においては、13 倍を超える水準に達しており、定員充足率も 100％

を満たしている状況である。このうち、【資料①－２】のとおり、本学科

と類似した学科が含まれる学部に焦点を絞ってみてみると、令和２年度

においては、「工学部」は約 12.0 倍、「理工学部」は約 15.7 倍、「建築学

部」は約 17.3 倍となっており、【資料①－１】の動向と同様に、倍率に

多少の幅はあるものの、建築学科 240 名、土木工学科 100 名とする入学

定員を大幅に超える進学希望者が存在することが明らかであり、建築都

市学部が受け持つ学問分野について高い需要があると分析される。  

 

②将来性についての分析  

東海大学は、全国に 19 学部（令和３年現在。募集停止学部を除く。）

を展開している大規模大学である。建築都市学部は、湘南キャンパス（平

塚市）で学修を進める計画である。現在、湘南キャンパスには、約 18,000

名程度の学部生が在籍しており、在学生の６割程度が首都圏（神奈川県、
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東京都、千葉県）からの学生である。特に、地元神奈川県内の学生が、

湘南キャンパスに通う学生全体の５割程度を占めている。また、 4 割程

度は、首都圏以外、全国から入学してくる学生である。また、同様に、

全国に 14 校設置されている付属高校からの入学希望者も一定数存在し

ている。  

将来的にみると、18 歳人口の減少は避けられない状況であるが、本学

の通学圏である首都圏においては、その減少率は低いものであることに

加え、【資料①-3】のとおり大規模大学は、高い水準で志願者を確保して

いることから、この総合大学・大規模大学のスケールメリットを活用し

た教育体制により、上記①の傾向が続くものと分析している。  

 

２）定員充足の根拠となる客観的なデータの概要  

①今後の人口動態  

文部科学省「学校基本調査」のデータをもとに分析された、「18 歳人

口予測 大学・短期大学・専門学校進学率  地元残留率の動向」（2020 年

度版）」（リクルート進学総研）に依れば、全国の 18 歳人口の推移は、【資

料②】のとおり「2020 年 116.7 万人→2032 年 102.3 万人」となり、「約

14.4 万人／12.3％」が減少するとの予想が立てられている。  

一方、本学の入学者の半数程度を占めると考えられる神奈川県の 18

歳人口の推移【資料③】については、「2020 年 79,403 人→2032 年 73,550

人」と、減少率は「 7.4％」であり、全国の減少幅（約 12.3％）に比べ

て、比較的小さいことが分かる。同様に、東京都をみてみると「 0.6％」

ではあるが微増の予測がなされており、東京への人口集中の傾向が続く

と判断される。  

【資料④】をみると、①進学率の上昇により、大学進学者数が増加し

ていることに加え、②神奈川県における地元残留率は低下傾向にあるも

のの 38.9％を維持している。さらに、この県内外の移動状況の詳細をみ

ると、東京都への流出が 1 位であると同時に、東京都からの流入も１位

であることが分かる。この傾向から、神奈川県と東京都は補完しあいな

がら、同じ生活圏・通学圏内として成立していることもわかる。  

以上の状況から、本学の通学圏内である神奈川県と東京都は、18 歳人

口の減少の影響は生じるものの、比較的影響は小さい状況が継続すると

予測される。そして、現在の進学者の傾向を維持しつつ、入学定員を超
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える一定数の志願者数を確保することが可能であると、判断することが

できる。  

 

②類似する分野への大学進学状況  

   さらに詳しく分析するため、【資料⑤】「リクルート 入試実態調査」

により、学部系統「理工学部」「工学部」の１０年間の動向を確認してい

く。全国、一都三県、神奈川県のみのいずれにおいても、「理工学部」に

おいては、2020 年度（令和 2 年度）には、17 倍～18 倍の高い志願倍率

となっており、「工学部」においては、10 年前から志願者数は倍増し、

志願倍率も 10 倍を超える高い水準になっている。  

   また、【資料⑥】のとおり、建築都市学部と競合する可能性のある、類

似した学部学科の動向をみても、高い志願倍率を維持しており、志願者

数の確保を見込むことができる。  

 

 ③既設の学部における定員充足状況  

   既存学部等の定員充足状況については、【資料⑦】のとおりである。  

■建築都市学部建築学科 【工学部建築学科】  

既設学科の工学部建築学科（入学定員 200 名）の６年間の状況をみて

みると、約 1,300 名～1,800 名の志願者を確保しており、志願倍率は最

低でも 6.8 倍を確保している。建築都市学部建築学科の入学定員は、240

名を設定しており、上記①②の傾向から分析しても、入学定員を超える

一定数の志願者の確保は可能であると判断することができる。  

■建築都市学部土木工学科  【工学部土木工学科】  

既設学科の工学部土木工学科（入学定員 120 名）の６年間の状況をみ

てみると、約 600 名～800 名後半の志願者を確保しており、志願倍率は

最低でも 5 倍程度を確保している。建築都市学部土木工学科の入学定員

は 100 名を設定しており、上記①②の傾向から分析しても、入学定員を

超える一定数の志願者の確保は可能であると判断することができる。  

 

 ３）学生納付金の設定の考え方  

納付金については、大学として適切な教育研究環境を構築・維持する

のみならず、これからの社会の変化に対応した施設・設備の充実にも対

応した、大学経営の根幹に係る財務状況を踏まえるとともに、受益者で
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ある学生への説明責任を重視する一方、近隣の他大学の学生納付金の設

定状況も勘案した上で、完成年度に収支均衡を図れることを前提に適切

に設定した。下表のとおり、【資料⑥】に記載する競合校の学納金と比較

しても概ね範囲内に収まっており、適切な納付金であると判断している。 

 

 

 

競合する大学  

学部学科  

入学

定員  

入学金  授業料  設備施設費  
その他  

（諸会計等）  

合計  

東海大学  

建築都市学部  

建築学科  

240 200,000 1,354,000 59,200 1,613,200 

工学院大学  

建築学部  

建築学科  

145 250,000 1,080,000 310,000 41,160 1,681,160 

日本大学  

理工学部  

建築学科  

250 260,000 1,250,000 220,000 40,000 1,770,000 

関東学院大学  

建築・環境学部  

建築・環境学科  

138 290,000 1,080,000 330,000 89,660 1,789,660 

競合する大学  

学部学科  

入学

定員  
入学金  授業料  設備施設費  

その他  

（諸会計等）  
合計  

東海大学  

建築都市学部  

土木工学科  

100 200,000 1,354,000 59,200 1,613,200 

芝浦工業大学  

工学部  

土木工学科  

104 280,000 1,482,000 34,880 1,796,880 

東京理科大学  

理工学部  

土木工学科  

120 300,000 1,030,000 330,000 - 1,660,000 
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注１）本学以外の各大学の情報は、 2021 年４月時点の公式ウェブサイトにより調査。  

注２）各大学の学生納付金の記載方法は、各大学の公表方法に基づく。  

 

（２）学生確保に向けた具体的な取組状況  

学生確保に向けて、大学として、全学的・組織的に学生確保に向けた入試

広報を行っている。その方針としては、受験生、保護者、高等学校等の教員

に対し、本学の学部・学科等の周知活動を行うだけではなく、大学への進路

希望者に対して、体験授業や各学問分野別の紹介等、高校生の進路選択のサ

ポート活動を行うことである。  

令和２（ 2020）年度においては、新型コロナウイルス感染症拡大防止のた

め、各種行事の多くが中止となってしまったが、通常は以下①から⑥のとお

りオープンキャンパス等を実施している。中止となってしまった令和２（2020）

年度については Web Open Campus と称し、自宅からでも参加できる「360°キ

ャンパスツアー」、「バーチャルキャンパスツアー」等により実際のキャンパ

ス環境についての確認ができるように対応したことに加え、各学科において

は、動画にて、学部学科の案内等について、場所・時間に関係なく、「興味を

持った受験生がいつでも確認することが出来る環境」を整えている。  

また、ＨＰや各種広告媒体等や高校訪問などを通じて、本学への受験、入

学者希望者を増やすことを目指すだけではなく、「入試対策講座」の開催や、

体験授業等を行い、高校生の進学へのサポート活動も積極的に行っている。  

今後の取組としては、コロナ禍により整備されたＷｅｂ等の媒体と、オー

プンキャンパス・体験授業等各種イベント等の対面で行う活動を融合し、周

知活動等を進める計画である。  

 

①オープンキャンパス（対面、オンライン）計画  

・2021 年度東海大学開催オープンキャンパス（予定）  

対面：6 月 20 日（日）、8 月 21（土）、8 月 22 日（日）、 3 月 13 日（日） 

［学科説明、個別面談、キャンパス見学］  

 ＷＥＢ：7 月、8 月  

・入試対策講座（6 月、8 月、 10 月）  

日本大学  

理工学部  

土木工学科  

220 260,000 1,250,000 220,000 40,000 1,770,000 



7 
 

・進学相談会、キャンパス見学会  

・全国開催進学相談会（約 350 会場を予定。実施は未定。）  

 

②ＨＰ【受験生・高校教員向け 】受験生情報サイト・ＳＮＳからの情報発信  

Ｙｏｕｔｕｂｅチャンネル（東海大学公式）配信動画  

■ 東 海 大 学 ホ ー ム ペ ー ジ  受 験 生 情 報 サ イ ト  

（http://www.tokai-adm.jp/）  

■ 東 海 大 学 「 日 本 ま る ご と 学 び 改 革 実 行 プ ロ ジ ェ ク ト 」

（https://tokai-marugoto.jp/）  

 

③高校訪問  

   高校訪問をして、進路・キャリア形成に関する講話を行う。本学への進

学についてのＰＲだけではなく、進路の選び方、入学試験の種類等、高校

生の大学進学のサポートを行っていく計画である。  

 

④大学入試説明会（高校教員対象）：５月～６月にＷｅｂでの開催を予定。  

 

⑤各種メディアからの情報発信（受験情報サイト、メディア企画）  

 

⑥出願促進プロモーション  

ＳＮＳ広告、エリアアド、コンビニ広告  

交通広告、出願促進ＤＭ（全国の接触者対象）  

 

 

 以上の説明のとおり、全国的な「受験者数」や、分野別の「志願者の動向」、

既設学部等における「志願者数、志願倍率、入学者数等の実績」に加え、学生

確保に向けて具体的な取組を行うことにより、入学定員を満たすことができる

と確信することができる。  
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２．人材需要の動向等社会の要請  

（１）人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的（概要）  

【建築都市学部  建築学科】  

建築都市学部建築学科の教育研究上の目的は、技術の進歩、環境の変化、

社会の変化を捉える幅広い視野と、建築学の幅の広い専門性を兼ね備えた

「柔らかな技術者」の育成である。具体的には「建築工学」「建築計画」に

「地域デザイン」をカリキュラムの柱とし、社会・生活の「変化を捉える

力」を備え、新しい視点を持って地域と社会の発展に継続的に寄与できる

人材を養成することである。  

【建築都市学部  土木工学科】  

建築都市学部土木工学科の教育研究上の目的は、従来のライフラインの

整備、国土保全、社会基盤施設の建設から、自然環境の保全、災害の軽減、

エネルギーなど、持続可能社会の構築を視野に入れた土木工学の幅広い専

門性を有し、社会経済や自然環境の変化に加え、想定外の環境変化にも対

応できる柔軟性をもった人材を育成することである。  

 

（２）上記（１）が社会的，地域的な人材需要の動向等を踏まえたものであることの客観的な根拠  

  2040 年に向けた高等教育のグランドデザイン（答申）に記載されている通

り、急激に変化していく現代社会において、産業界においても新しい事業開

発や国際化の進展により、「高度な専門知識を持ちつつ普遍的な見方のできる

能力と具体的な業務の専門化に対応できる専門的なスキル・知識」を持った

人材が求められている。建築都市学部においては、従来の「工学」の枠組み

を越え、ソフトとハードの両面から建築・都市の課題に取り組む新しい学生

の育成を目指しており、地域に根ざした建築・都市のあり方を、既存の建築・

土木分野のみならず、社会学・経済学など文系分野の教員の参画等により多

角的に学ぶことで、住環境から都市環境、地球環境まで及ぶ広い視野と高い

技術力を備え、持続可能な社会システムの構築をめざすグローカルな人材を

養成することを目指している。以上の学部の教育研究上の目的と、上記（１）

で記した学科の教育研究上の目的をもって、現在生じている急激な社会の変

化に対応していく計画であり、将来的に必要とされる人材像と合致している。 

また、既設学部等の社会からのニーズをみると、【資料⑧】のとおり、既設

学科が育成する人材へのニーズは多岐に渡り、建設業を中心に、多様な分野

へ卒業生が就職していることが分かる。また、【資料⑨】のとおり、就職実績
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は以下のとおりであり、高い水準を維持している。  

・工学部建築学科 ：2018 年度 100％  2019 年度 98.0％  

・工学部土木工学科：2018 年度 100％  2019 年度 97.6％  

 

  加えて、本学への求人については、【資料⑩ -1】の状況となっており、卒業

生の数を大幅に超えており、【資料⑩-2】のとおり、全国から求人が寄せられ

ている。建築都市学部に設置する２学科においても、その教育研究上の目的

から、多様な分野への就職を目指していくため、【資料⑧】と同様に、様々な

分野からのニーズに応えて課題解決を目指して社会で活躍していく人材を、

引き続き輩出していくと確信している。以上の状況から、建築都市学部の教

育研究上の目的は、社会的，地域的な人材需要の動向等を踏まえたものであ

ると判断される。  

以 上  
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株式会社リクルートマーケティングパートナーズより情報提供 
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東海大学 HP より抜粋 

東海大学 HP より抜粋 
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2019 年度卒業生数 6,281 名 

2019年度 東海大学産業別求人会社数 
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